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令和２年度事業の総括報告 

  

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症が、猛威を振るい令和２年４月と令

和３年の１月には、緊急事態宣言が発令されるなど、我々の生活に大きな影響を

及ぼしました。学校の休校要請や公共施設の閉館、行事や会議等の中止などこれ

まで経験したことのない事態となり、人と人との「つながり」の大切さをあらた

めて感じられた１年であったかと思います。 

川西市社会福祉協議会（以下「本会」という）では、「今だからできること」、

「今だから必要なこと」は何かを考え、「新たな生活様式に基づく地域福祉サポ

ートブック」を発行し、各地区に応じた地域福祉活動の推進に取り組みました。

また、「いま、社協だからできること」のアイデアを職員から募り、100 歳以上

の方への激励のお手紙のお届けや民生委員による心配事電話相談、つながるア

クションプロジェクト「みんなで乗り切ろう！七夕飾り」を実施いたしました。

新型コロナウイルス感染症対策本部会議も開催し、感染症に対する適切な対策

を協議し、職員やご利用者に周知いたしました． 

 新しい生活様式の確立が求められる中、ＩＣＴの活用による面談や会議、研修

会の実施など新たな可能性が見いだされた１年でもありました。本会でも、オン

ラインを活用した会議や面談、新型コロナウイルス感染症に起因する理由でお

休みされている施設利用者への在宅支援、関係機関や市民に向けての研修会等

を実施いたしました。 

 新型コロナウイルス感染症に起因して、地域においては、新たな生活困窮や社

会的孤立、ひきこもり、児童虐待や DV、高齢者や障がい者への虐待等複合化・

複雑化した生活課題が生じました。 

 本会では、新型コロナウイルス感染症による生活困窮に対しては、社協窓口や

市役所「くらしとしごとの相談窓口」内のブースにて、生活福祉資金の緊急小口

資金および総合支援基金の特例貸付を実施し対応いたしました。また、複合化・

複雑化した生活課題に対しては、本年度より配置した相談支援包括化推進員を

中心に行政や関係機関等との連携のもと、支援を実施しました。 

 また、施設支援におきましては、感染症対応マニュアルを作成し、感染症対策

をしっかり実施した上で利用者への支援の充実に努めました。 

 以下、令和２年度に本会が実施いたしました事業につきましてご報告いたし

ます。 

   

 



方針項目 取組み内容と実績

1

総合的・包括的

な相談支援体制

づくり

令和２年度より、相談支援包括化推進員１名を配置して、行政や関係機関との連携を図

りながら、地域住民の複合化・複雑化した地域生活課題やニーズに対する支援を実施し

ました。新型コロナウイルス感染症の影響もあり、地域の相談窓口などに訪問しての連

携はできませんでしたが、個別の相談ケースについて丁寧に対応する過程で必要に応じ

て地域課題の共有を行いました。また、高齢者や障がい者、子育て世帯などの複合課題

に対し、相談支援体制の適切な役割分担を図るために、関係する担当者による相談支援

包括化推進会議を実施しました。

2

障がい児（者）

基幹相談支援セ

ンターの立ち上

げ

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、令和２年１２月に基幹相談支

援センターに移行しました。障がい者などに対する専門的な相談支援の実施、相談支援

事業所へのバックアップ、地域移行及び地域定着の促進、権利擁護や虐待の防止、市障

がい者雇用・就労推進本部と連携した就労支援を実施します。また、自立支援協議会の

相談支援部会の運営を担い、新たに就労支援と緊急短期入所の２つの連絡会を立ち上げ

ました。今後も連絡会等の立ち上げにより地域課題の抽出・解決を目指します。

3

権利擁護に関す

る中核機関の受

任をめざした取

組み

判断能力に不安がある方が住み慣れた地域で安心して過ごせるよう、日常生活自立支援

事業の実施や成年後見制度の活用の支援を行いました。また、新型コロナウイルス感染

症による収入の減少に対応し、生活福祉資金の緊急小口資金および総合支援基金の特例

貸付も実施しました。新型コロナウイルス感染症の影響で、市民後見人養成講座の実施

は見送らざるを得ませんでしたが、市民後見人の後見監督人として適正な監督業務や

バックアップを実施しました。また、専門職等と連携し、市民後見人受任調整会議を実

施し、被後見人にふさわしい権利擁護支援に取り組みました。中核機関の受任も視野

に、専門職・行政・関係機関等との連携を十分に図りながら支援を実施しました。

4

医療的ケア児を

含む重症心身障

がい児への療育

の充実

川西さくら園相談支援に医療的ケア児等コーディネーターを配置し、相談支援の充実を

図りました。また、４月１日より居宅訪問型児童発達支援の指定を受け、重度障害によ

り児童発達支援や放課後等デイサービスを利用できない児童への在宅支援ができる体制

を整えました。児童発達支援では、医療的ケア児を含む重症心身障害児への支援を充実

させるべく、旧身体障害者生活介護施設の浴室跡の部屋を改修し、保育室として、次年

度より個別リハビリやグループ療育を実施することとなりました。

5

第４次地域福祉

推進計画に基づ

いた法人運営

・ 内部監査チームによる各部署への監査を実施し、法令を遵守した事業運営に努めまし

た。内部監査の結果は、所属長会で共有し、共通する指摘内容の改善を図りました。

・法人内の人材については、キャリアパス制度の導入により中長期的な視野にたった人

材育成に努めました。

・指定管理施設では、地域の福祉拠点として、行政や関係機関との連携を図りながら、

利用者が地域で安心してすごせるよう支援を実施しました。

令和２年度　　重点事業方針の内容と実績　　



資金収支計算書決算額

①
①

② ②

③

③
④

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

理事、評議員、地区福祉委員研修の充実

・

【実績と成果】

・

福祉情報の受発信に対する取組みの強化

人件費支出は、人事異動に伴う増及び退職給
付費支出の増

積立資産支出 475,725 130,193 △ 345,532
拠点区分間繰入金支出 8,044,211 6,977,682 △ 1,066,529

当期資金収支差額 262,747 40,564 △ 222,183
前期末資金収支残高 858,581 1,121,328 262,747
当期末支払資金残高 1,121,328

Ａ 法人運営事業 決算科目 法人運営事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 112,356,048 121,173,809 8,817,761

 (単位：円）

会費収入 9,284,769 8,219,910 △ 1,064,859

経常経費補助金収入 75,529,704 83,335,015 7,805,311
投資有価証券売却収入 0 0 0

人件費

その他 27,541,575 29,618,884 2,077,309

その他 1,429,400 1,494,241 64,841

（支　　　出） 112,093,301 121,133,245 9,039,944

6,173,465 △ 799,482

94,757,874 105,145,712

事務費 6,972,947

10,387,838

事業費 413,144 1,211,952 798,808

理事会における業務執行や評議員会における議決には本会事業の理解を深めていただくことが重要
です。本年度も引き続き研修会などを実施し、社協の組織や事業、理事、評議員の役割について理解
を深め、組織運営の基盤強化につなげます。

２

（１）

活動項目

取組項目

２－２

①

福祉情報の受発信

新型コロナウィルスの感染拡大により、研修の実施等十分な時間を確保することができませんでした。

 　第４次川西市地域福祉推進計画に基づき、感
染症拡大の中でも、「ほっときません！あきらめま
せん！」の活動を進めました。
　 内部監査を継続的に実施することにより法令
遵守を徹底すると共に、監査方法については改
善を行いました。
　 自主財源の確保が課題となる中、予算執行に
ついて精査を行うと共に、次年度の予算作成に
つなげました。
 　新型コロナウイルスの組織やご利用者内での
感染を防ぐため、市や国からの補助金等を活用
し対策を講じました。
 
 

今後の課題

１

（１）

1,161,892 40,564

主な増減理由

活動項目

取組項目

２－１

経常経費補助金収入は、人事異動に伴う人件
費の増

会費収入は、新型コロナウィルス感染症蔓延に
伴う活動自粛による減

⑤

各活動における人材発掘と育成

その他の収入は、退職手当預け金差額による増

緊急事態宣言発令時等においても、本会のも
つ機能が住民の安心安全につながるように、
関係団体等との連携強化を進める必要があり
ます。

自主財源の減少に伴う事業活動の停滞を防
ぐため、具体的な取組を策定し実施に移す必
要があります。

理事会・評議員会において、本会事業の理解
促進と機能強化を行うため、研修会等の実施
に力を入れるとともに、わかりやすい議事の進
行等工夫を続けていく必要があります。



・

【実績と成果】

・

社協職員一人ひとりの情報発進力向上のための取組み

・

【実績と成果】

・

ホームページや広報紙、情報紙等の充実

・

【実績と成果】

・

各種自主財源のあり方検討

・

【実績と成果】

・

必要な情報が住民に届く機会を増やすために、設置場所の検討を行います。また、市社協全体の活動
紹介や保存して役立つ情報等を網羅した保存版情報誌の作成を検討します。

３

福祉情報に関する住民のニーズを把握し、住民が求める福祉情報の発信や社協活動の本質に焦点を
当てた広報活動に努めます。

活動項目 ２－４地域福祉に係る財源の確保

取組項目 ③

取組項目 ②

職員一人ひとりが法人の動向を自発的に知り、様々な場面において、その情報を有効に活用できるよう
に情報共有の仕組みを再点検し、改善を図ります。

広報紙・ホームページに加えて、携帯での情報収集が主流となりつつある中、LINEによる情報発信を開
始し、これまで本会の情報に触れることが少なかった世代等に対応しました。

引き続き、所属長会やパソコンの内部ネットワークを通じた情報発信を各部署で共有する取組みを行い
ました。しかし、双方向での情報発信や組織の末端での情報共有について取組が不十分でした。

（１）

会員会費や共同募金、善意銀行など社協の貴重な自主財源確保に向けて、地域への広報活動の取組
等「寄付による地域福祉財源の確保」のあり方を一体的に検討します。また、指定管理施設について
は、収入における指定管理料や補助金などの減少に努めます。社協かわにしにおける企業広報の掲
載などを開始し、会員会費の増収につなげます。

取組項目 ①

本会の情報提供についていただいたご意見等を取り入れながら、ホームページの変更や広報紙への情
報掲載を行いました。保存版の情報誌作成にまでは至りませんでした。

税額控除の対象となりました。善意銀行においては、子ども支援への寄付が増加しました。しかし、幅広
い選択肢を提供することはできていないため、募金の動機付けにつながる情報提供の強化が必要で
す。

（２）

（３）

①会員会費実績
　・地区福祉委員会別会員会費集計表 （単位：円）

地区名 金額 地区名 金額 地区名 金額
久代小 378,170 明峰小 933,872 けやき坂小 75,090
加茂小 605,598 多田 366,095 東谷 541,200
川西小 616,010 多田東 465,050 大和 724,727
桜小 234,400 ｸﾞﾘｰﾝﾊｲﾂ 1,790,359 北陵 286,822
北小 250,800 清和台 857,417 その他 94,300

合計 8,219,910

　・年度別会員会費の推移 （単位：円）

9,919,569

9,542,841

9,552,982

9,284,769

8,219,910
8,000,000

8,500,000

9,000,000

9,500,000

10,000,000



・

【実績と成果】

・

職員の資質向上

・

【実績と成果】

・

②

（２）

既存事業の工夫により、活動を充実させることによる収益の増加を考えるとともに、新たな収益活動につ
いては、引き続き検討・協議を行います。

研修計画に基づいた研修の実施又は参加により、職員の専門的な知識や技能を更に高め、職員個々
の資質向上に取り組むとともに、総合的、相談的支援が行えるように職員間の連携を強化します。

活動項目

取組項目

ほっとかない、あきらめない支援の強化

（１）

新たな収益事業の検討

収益事業について、広告収入の仕組みを作りましたが、募集活動の不足により収益につなげられませ
んでした。各部署から職員が参加し検討を継続していきます。

取組項目 ②

施設では年間計画に則り研修を実施しました。法人においては会計研修や管理職の組織運営に関す
る研修を職員間のコミュニケーションをとりながら行いました。

４ ３－２

②川西市共同募金委員会への協力
　・共同募金実績 （単位：円）
広域目標額(円) 地域目標額(円) 目標額計(円) 実績額(円) 達成率(％) 集計完了日

2,618,000 6,579,000 9,197,000 7,207,789 78.4% 令和2年12月31日

　・共同募金年度別推移表 （単位：円）

10,074,707

9,069,601

9,110,633 9,049,958
8,746,364

7,207,789

6,500,000

7,000,000

7,500,000

8,000,000

8,500,000

9,000,000

9,500,000

10,000,000

10,500,000

・歳末たすけあい運動持ち寄り金実績
目標額（円） 実績額（円） 達成率(％) 集計完了年月日

6,300,000 5,033,496 79.9% 令和2年12月31日

 ・歳末たすけあい持ち寄り金年度別推移表 （単位：円）

6,848,085
7,075,189

5,914,463

6,179,139
5,984,013

5,033,496
5,000,000

5,500,000

6,000,000

6,500,000

7,000,000

7,500,000

平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度 令和2年度



市内の社会福祉法人との連携

・

【実績と成果】

・

その他

・ 第４次地域福祉推進計画の３年目となるため、事業の推進状況の点検と見直しを行います。
【実績と成果】

・

・

【実績と成果】

・

・

【実績と成果】

・

３－３５

事業項目

活動項目

取組項目

専門機関・団体との連携、ネットワークの強化

第４次地域福祉推進計画の中間評価を行い計画の内容により進捗状況に差が出ていることが確認でき
ました。中間評価を行うことにより見えてきた計画実行の遅れを、次年度以降の事業計画に反映し計画
達成に向けて取り組みを進めます。

新型コロナウイルス感染症感染拡大の懸念により、具体的な活動を進めることができませんでした。

事業項目

会計に関することは、事務担当及び会計責任者を対象に研修会を開催しました。また、事業運営等に
ついては事業及び施設ごとの監査を継続実施し、法令遵守の徹底を求めました。

新型コロナウイルス感染症の蔓延による感染拡大の懸念により、訓練実施に向けた検討が進みません
でした。

事業項目

①第4次川西市地域福祉推進計画の進行管理

②法令遵守体制の確立

③福祉避難所開設・運営マニュアルに基づく訓練の検討

③（１）

平成30年度に設立した川西市社会福祉法人連絡協議会（ほっとかへんネットかわにし）の事務局を担
い、連携・協働の基に、各法人の専門性を活かした地域公益活動を推進します。

コンプライアンスの徹底やリスクマネジメントを日々の業務の中に定着させるため、会議や研修などを通
じて職員に定期的に働きかけます。

養護老人ホーム「満寿荘」及び障がい者デイサービスセンター「ひまわり荘」にて作成した福祉避難所開
設・運営マニュアルに基づき、川西市と協議をしながら福祉避難所開設・運営に係る訓練を検討しま
す。



資金収支計算書決算額

①

②

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

住民主体の「福祉デザインひろば」づくりの推進

・

【実績と成果】
・

件

件

件

件

件

会議の主催、講話の実施等 地域活動支援に資する会議の主催や研修会での講話等107

1 福祉デザインひろばづくりの推進 活動項目 １－１

定例会等での助言・提案、ふれあいサロンや行事等各種
活動への支援、各部会活動への支援等

　 地域福祉の担い手の高齢化による人材不足が
進んでおり、人材確保に向けた新たな取り組みが
必要です。
　地域共生社会の基盤である地域づくりにおい
て、多様な主体との協働、連携が一層、求められ
ており、生活支援コーディネーター・コミュニティ
ワーカーによるソーシャルワークの質の向上と体
制強化が必要です。

前期末資金収支残高 2,203,020 1,789,831 △ 413,189

（１） 取組項目 ①

コミュニティワーカーによる地区福祉委員会へのサポート体制を強化し、より深く地域と関わることで、小
学校区ごとの「福祉デザインひろばづくり」を支援します。

コミュニティワーカーの地域支援活動状況

内容の詳細

354

件数

当期末支払資金残高 1,789,831 1,889,099

活動内容

会議・行事等への参加

99,268

△ 4,819,791

3,553,236

2,409,605

主な増減理由

その他 2,903,066 4,080,126 1,177,060

予備費 0 0 0

99,268 512,457
今後の課題

当期資金収支差額 △ 413,189

事業費は大和サロンの大規模修繕による増

42,842

その他 9,694,137 18,536,779 8,842,642

　コミュニティワーカー（地区担当職員）が地域活
動へ積極的に参画することにより地域課題を把
握し、住民と共に課題解決に向けて取り組みまし
た。
　新型コロナ禍にあって、人と人とがつながること
の重要性を再認識し、「今だからできること」、「今
だから必要なこと」は何かを考え、「新たな生活様
式に基づく地域福祉活動サポートブック」を発行
し、各地区に応じた地域福祉活動の推進に取り
組みました。

経常経費補助金収入 33,198,620 28,378,829

受託金収入

（支　　　出） 51,320,091 54,873,327

事務費 524,793 634,030

人件費 39,586,223

B1 地域福祉事業 決算科目 地域福祉活動推進事業

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 50,906,902 54,972,595 4,065,693

相談対応

連絡調整

その他

活動及び個別支援に関する相談対応

活動に関する連絡調整

312

202

18 上記以外の活動

助成金支出は社協会員会費収入減による減

35,326,022 △ 4,260,201

8,014,145 8,056,987

事業費

109,237

9,892,083 7,482,478

助成金支出 5,896,404 4,941,066 △ 955,338



・ 「福祉デザインひろばづくり」実施状況（図①）

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

４・住民交流（月１回未満の開催）

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

回 人

日 件

㉗防災に係る活動の開催・参加・協力

地区

地区

地区

開催箇所数 延開催日数 延相談件数

35 箇所 521

6 箇所 5 45

1,461

554

35 箇所 3 297

両方

11

5

箇所 4 61

19 箇所 10 703

39 箇所 68 4,666

6

9 箇所 8 841

㉘上記以外の住民交流を目的とした行事の開催

５・相談

11

開催箇所数 延開催回数 延参加者数

1,833

155

147

1,097

2

193

125箇所

箇所

箇所

箇所

10

13

1

5

箇所

153

18,933

延開催回数開催箇所数

72

279

10

20

8,673

2,993

5,348

332

363

回45 210,650

549

276

564

275

42

143

部数/１回

延参加者数

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

人

52

16

4

7

箇所8

13

8

12

60

12

8

6

34

地区

地区

地区

地区

3

発行回数

5,953

510

50

5,305

88

513

19,666

314

266

延開催回数 延参加者数２・広報・啓発

⑤啓発活動（福祉講座や研修会など）（⑥+⑦+⑧+⑨）

⑥福祉委員対象（部会研修含む）

⑦地域住民対象（車いす体験学習、公民館共催講座含）

地区

地区

地区

地区

１・協議の場（①+②+③+④）

14

2

14

6

①福祉ネットワーク会議等第2層圏域における協議の
場の開催

47

5

450

11

実施地区数

14

⑱介護予防に関する通いの場の開催・開催支援（各
種体操、まちの保健室、認知症予防事業など）

⑲子育てサロンの開催・支援

⑪
内
訳

⑪誰もが参加可能な居場所の開催（⑫+⑬+⑭）

⑫ふれあいサロン

⑬コミュニティカフェ

⑭コミュニティレストラン

㉖障がい者との交流を目的とした行事の開催

③理事会、役員会、部会等の開催

④個別支援に関する話し合いの場の開催、参加

⑩広報紙（地区ニュース）の発行

単独

合同

⑰高齢者対象のサロンやカフェの開催

㉔介護予防に関する事業（認知症予防含）の開催・支援

㉕三世代交流を目的とした行事（バザー含）の開催

㉙地区相談窓口（単独設置・サロン等併設型問わず）

３・居場所・通いの場（月１回以上の開催）

⑮認知症の方やその家族を主たる対象としたカフェなどの開催

⑯障がい者やその家族を主たる対象としたカフェなどの開催

⑳子ども食堂の開催

㉑上記以外の居場所・通いの場の開催

㉒高齢者のつどいなどの開催（ひとり暮らし高齢者対象含）

㉓ひとり暮らし高齢者の会の育成・支援

43 箇所 114

⑧認知症サポーター養成講座（主催・共催）

⑤
内
訳

⑨上記以外の啓発活動（SOS訓練など）

②座談会・懇談会などの開催

実施地区数活動内容 延活動回数 延参加者数



日 件

日 件

回 件

人 回 人

地域のニーズに合わせたふれあい交流事業の推進～ふれあい～

・

【実績と成果】

・

・

地区相談窓口の実施支援～支えあい～

・

【実績と成果】

・

小学校区単位でのネットワークづくり～つながりあい～

・

【実績と成果】
・

子育て支援の推進

・

【実績と成果】
・ 活動遊具の貸し出しを通して、まちの子育てひろばや子ども会などの活動を支援しました。

件

15 地区 6 973

実施地区数

（３） 取組項目 ③

コロナ禍で人と人とのふれあいが難しくなる中、地区福祉委員会の定例会議への参加だけでなく、平時
以上に地域とのコミュニケーションを積極的に取ることで、情報提供と各地域のニーズ把握を行い、その
地区に応じた新たなふれあい活動へとつなげました。

5,432

貸出団体・グル―プ数(延べ)

わた菓子機、ポップコーン製造機、テント、疑似体験セッ
ト、サンタ衣装、餅つきセット、拍子木セット、プロジェク
ター、スクリーン、カプラ、ソフトブロック

  2 団体・グループ

（２） 取組項目

5 地区

ボランティア登録者数 延活動回数 延活動者数

657 2,719

延開催回数 延参加者数

230

実施地区数 対象者延人数 活動者延人数

1,993

1 地区

地域における窓口相談員研修やあり方の検討を通して、身近で気軽に相談できる窓口の充実を支援し
ます。

＜地域福祉活動器材の貸し出し状況＞

地区福祉委員会とともに様々な地域のニーズに合わせたふれあい・交流の場づくりを進め、住民同士の
顔の見える関係づくりを広めます。

「新たな生活様式に基づく地域福祉活動サポートブック」を作成し、啓発ポスター、非接触型温度計、消
毒液と共に地区へ配布し、コロナ禍でもつながりがり続けられる活動を地区と共に考え、推進しました。

福祉活動器材

６・見守り訪問

㉚訪問活動（手紙等、間接的な訪問も含む）

㉛住民主体の見守り会議等

敬老のお祝い等

3,087地区14

その他の活動

※地区相談窓口事業の実施状況は、図①の活動内容「５．相談」を参照。

（５） 取組項目

窓口のあり方検討を地区と共に行うなどし、より意義のある地区相談窓口となるよう支援しました。

⑤

②

555

訪問型助けあい活動実施地区数

④

福祉ネットワーク会議において、地域住民や関係団体などが連携を深め、地域課題を共有し、解決に
向けた協働による具体的な取組みが進むように、課題解決に向けて支援します。

地域と関係団体等とのつながりをコーディネートし、福祉ネットワーク会議や地区活動への参加を呼び
かけ、小学校区単位でのネットワークづくりに取り組みました。

活動遊具の貸し出し状況 2

（４） 取組項目

子育てサロンの運営支援に加え、地域の様々な場面を通して、ふれあいや支えあいによる地域の子育
て環境の現状把握を行います。



地区福祉委員会事業へのより幅広い住民の参画推進

・

【実績と成果】
・

関係団体との定期的な協議・検討

・

【実績と成果】
・

ニーズに応じた地域福祉資源の開発

・

【実績と成果】
・

身近なエリアでの見守り・支えあい活動の推進

・

【実績と成果】
・

見守りネットワーク実施地区数 地区

（認知症行方不明者SOSネットワーク含む）

地域におけるコーディネーター機能の強化

・

【実績と成果】
・

3 地域資源の開発（生活支援体制整備事業の推進） 活動項目 １－４

福祉委員会や関係団体等との協議の場、福祉委員会事業への参加を通して、住民の意見を把握し、
地域のニーズに合った事業となるよう支援しました。

2 普段も災害時も助け合えるつながりづくり

⑥

多くの住民が参画できる仕組みをつくるため、ラウンドテーブルなど様々な場面において、住民の意見
の把握に努めます。

川西市やボランティア活動センターと連携し、定期的な協議・検討を行います。

災害同様の緊急事態となった新型コロナ禍において、どのような状況下でもつながり助け合える活動の
手引きとなるよう「新たな生活様式に基づく地域福祉活動ガイドライン」をボランティア活動センターと協
働し作成し、配布しました。

コロナ禍でもできる見守りや支えあい活動が推進されるよう、手引き「「新たな生活様式に基づく地域福
祉活動ガイドライン」を発行し、各地区で啓発活動を実施しました。
サロン参加者等に対して福祉委員による訪問や手紙による安否確認活動など、各地区に応じたコロナ
禍における見守り支えあい活動が実施されました。

14

（３） 取組項目 ③

地域包括ケアシステムの構築を通して、生活支援体制整備の充実をめざし、コミュニティワーカーが地
域におけるコーディネーターの役割を果たします。

コミュニティワーカーの体制を強化し、生活支援コーディネーターと連携した地域におけるコーディネー
ター機能を果たせるよう、内外の研修への参加などを通して、ソーシャルワーク技術の向上を図りまし
た。

（６） 取組項目

活動項目 １－３

（１） 取組項目 ①

（１） 取組項目 ①

地域診断の手法について情報収集し様式を検討しました。第4次地区福祉計画の中間評価を通して、
住民とともに各地区の実態の把握と課題の明確化を行い、活動の活性化や新たな活動へとつなげまし
た。

（２） 取組項目 ②

地域診断の手法を学び、「地域の見える化」を図りながら、住民とともに今ある地域資源を発掘するととも
に、必要に応じて新たな資源を開発します。

より小さなエリアで見守りや支えあい活動が推進されるよう、地域ケア個別会議などで個別ニーズの把
握に努めます。



協議の場の充実

・

【実績と成果】
・

人材確保に向けた検討の場づくり

・

【実績と成果】
・

理事、評議員、地区福祉委員研修の充実

・ 地区福祉委員が自ら講師を担うなど、地域住民同士で、ともに高めあう研修を企画します。

・

【実績と成果】

福祉委員新任研修 1 人

地区相談窓口委員研修 1 人

訪問型助けあい活動に関する研修 2 人

地区福祉委員会などと連動した福祉情報の発信

・

【実績と成果】

・

地区 17

地区 5

5 福祉情報の受発信 活動項目 ２－２

（１） 取組項目 ④

内　　容 参加者数

地域住民を対象に、地域福祉活動の中核となるコーディネーター研修を開催し、新たな人材の育成を
図ります。

（４） 取組項目 ④

生活支援コーディネーターがコミュニティワーカーと共に、小学校圏域(第2層）における協議の場の運
営を支援しました。また、第1層協議体に参画し、小学校圏域の活動状況や課題を行政や関係団体と
共有し、課題解決に取り組みました。

第2層　　　　　　　1名

第2層　　　　　　　1名

＜地区福祉委員研修の開催状況＞

地域における既存の会議を整理し、住民主体の会議と専門職などが主導する会議との連携がとれるよう
協議の場の充実を図ります。

年度

平成30年度

平成31年度

生活支援コーディネーター コミュニティワーカー 

2名（兼務）、1名管理職

1名 (専任)、1名（兼務）、1名管理職

4 各活動における人材発掘と育成 活動項目 ２－１

（２） 取組項目 ⑤

地区

令和　2年度 第2層　　　　　　　１名 2名 (専任)、1名管理職

新型コロナウイルス感染拡大により研修会の開催は最小限に留まりました。

開催地区数

（１） 取組項目 ①

地区のニーズに沿った人材確保に向けて、抜本的な取り組みの見直しを行うために、ボランティア活動
センター、コミュニティワーカー、地区福祉委員会、川西市ボランティア連絡協議会、ボランティアグルー
プ、川西市などが参画する検討の場をつくります。

小学校圏域（第2層）の協議の場である福祉ネットワーク会議で議題に取り上げるなどし、多様な団体と
共に人材確保に向けた検討の場をもち、課題解決に向けて具体的な方策を協議しました。

役員会など地区における協議の場への積極的な参加や、ICTの活用を促進することで、より効果的な情
報の受発信と共有に努めました。

お互いの情報の受発信がより効果のあるように、役員会やブロック連絡会、福祉委員会連絡会などにお
いて、情報共有を深めます。
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地区福祉委員会と連携した研修会などの開催

・

【実績と成果】

・

地域関係団体などと連携・協働した広報活動

・

【実績と成果】
・

各種助成金の情報発信と支援

・

【実績と成果】
・

・

地域福祉活動の推進を通したニーズ把握

・

“我が事”と捉える意識と受援力の醸成

・

【実績と成果】
＜コミュニティワーカー　活動方法別活動件数＞

会議・行事等参加 件

会議の主催、講義の実施等 件

相談対応 件

連絡調整 件

その他 件

令和3年度社協ひだまり基金・共同募金事業助成金の公募をしましたが応募はありませんでした。

（２） 取組項目

この項目の報告は、27ページに掲載しています。

107

312

202

地区福祉委員会や関係団体などにおける民間財団からの助成金の活用について、ボランティアコー
ディネーターと連携しタイムリーな情報発信に努めるとともに、申請に係る支援を行います。

（１） 取組項目 ③

6

地区福祉委員会に対し、民間財団からの助成金の募集について、タイムリーな情報発信に努めると共
に申請に係る支援を行いました。

福祉教育の推進並びに学習機会の提供 活動項目 ２－３

7

④

地域福祉に係る財源の確保 活動項目 ２－４

（１） 取組項目 ③

地区福祉委員会が発行する広報紙に、地域福祉活動への理解が深まるような記事が掲載されるよう働
きかけました。

地区福祉委員会やコミュニティ組織、関係団体などの各広報媒体に、本会や地域福祉活動への理解が
深まるような記事を掲載できるよう働きかけを行います。

18

（２） 取組項目 ②

354

8 社協らしい、地域福祉との協働による連携強化型相談窓口機能の整備 活動項目 ３－１

（１） 取組項目 ①

地区福祉委員会役員会への参画や相談窓口員研修の開催などの地域支援を通して、地域の課題を
“我が事”と捉える意識の醸成や支援の手を求める受援力を高めていく土壌づくりを推進します。

コロナ禍において研修会の開催は最小限に留まりましたが、コロナ禍における地域のコーディネーター
の活動指針となるよう、ボランティアコーディネーターと連携して「新しい生活様式に基づく地域福祉活
動サポートブック」を作成しました。

地域福祉活動が、より小地域でも広がるよう、ボランティアコーディネーターと連携して、地域における
コーディネーター養成研修会などを開催します。



多様な担い手との連携・協働による切れ目のない支援体制づくり

・

【実績と成果】
・

総合相談支援体制の強化

・

【実績と成果】
・

・

【実績と成果】
・

・

【実績と成果】
・

・

【実績と成果】
・

（２） 自治会やコミュニティ組織への支援 取組項目 ②

川西市の各所管の地域担当との定期的な情報交換会への参画を通し、自治会やコミュニティ組織が抱
える地域課題の把握や共有化、役割分担を図るなかで、解決に向けた支援を本会のネットワークを活か
し取り組みます。

生活困窮者世帯への支援活動のため、川西市地域福祉課や参画協働課など関係各課と情報共有を
行い、地域課題についての情報共有に努めました。

（３） 包括的・総合相談支援体制における連携 取組項目 ⑤

（１） 顔の見えるつながりづくりの推進 取組項目 ①

10 専門機関・団体との連携、ネットワークの強化 活動項目 ３－３

9 ほっとかない、あきらめない支援の強化 活動項目 ３－２

（１） 取組項目 ①

地区担当職員と権利擁護担当職員が中心となり、各担当部署と連携しながら、地域に出向き、様々な
課題を把握し、受け止め、解決に向けた支援を行います。

福祉ネットワーク会議などを通して関係機関とのネットワーク強化を図り、福祉委員会事業においても多
様な担い手が関わって推進されるよう働きかけました。

地域における様々な資源や新たな関係機関とのネットワークをより広げ、強化することで、切れ目のない
包括的な支援体制づくりを進めます。

地域ケア会議へ参画し、個別の生活課題の把握に努めるとともに、地域包括との連携強化に取り組み
ました。

コミュニティソーシャルワーク機能を発揮するとともに、川西市と連携して、複合化した地域の生活課題
への包括的な支援に取り組みます。

企業や教育分野等団体と連携し、生活困窮者世帯への支援を通して、地域のつながりづくりを推進しま
した。

見守り協力事業者ネットワークなどへの参画を通して、福祉分野以外の団体、ＮＰＯ、企業などと協働・
連携し、支援の輪が広がるよう取り組みます。

相談支援包括化推進員と協働してケースにあたるなど、市社協内における包括的な総合相談支援体制
の整備に取り組みました。

（３） 取組項目 ③



・

【実績と成果】

・

台

人

台

日

その他 地域に根ざす施設運営、サービス提供

貸出期間（延べ） 8,252

車いすを無料又は定額で貸し出すことで、在宅生活を支援します。

車いす保有、貸し出し台数

保有台数 36

活動項目 ３－４

（１） 地域の福祉拠点としての取組み 取組項目 ②

貸出人数（延べ） 124

貸出台数（延べ） 164



資金収支計算書決算額

① 人件費は、配置職員の変更等に伴う減

② 事務費は科目の入替に伴う増

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

ボランティア活動センターの機能強化

・

【実績と成果】

・ 相談内容件数

・ ボランティア相談者別件数内訳

事業費はコロナ禍による事業中止に伴う減

△ 168,640
当期末支払資金残高 438,845

△ 139,834

活動項目

△ 462

取組項目 ①

27,000

274,139 181,760事務費 92,379

B2 地域福祉事業 決算科目 ボランティア活動センター事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 14,050,225 7,984,132 △ 6,066,093

 (単位：円）

17

提案

26

合計
2,436

7,453,157 △ 6,101,373

寄付金収入 78,379 82,298 3,919

その他 417,316 448,677

11,446,644 5,846,550 △ 5,600,094

事業費 2,188,963 1,515,360 △ 673,603

予備費 0 0

１－２ボランティア活動・市民活動・当事者活動の推進と支援

依頼者と活動者の双方が継続した関係を築けるよう、必要に応じて検討会議を開催します。また、多様
化するニーズに対しては、ボランティア活動だけに留まらず、市や関係団体と連携して課題解決を図る
とともに担当職員の資質向上に取り組みます。

12

共済 器材 悩み

講座

苦情 その他

連絡・報告

（単位：件数）

ニーズ

335

8922 76

01291,730

合計

168,178
前期末資金収支残高 607,485 438,845　講座や研修会の開催や地域でのネットワークを

活かして、学校など関係団体と連携し、地域福祉
活動の担い手の確保・育成を行う必要がありま
す。
　また、コミュニティワーカー等と連携し、ニーズに
応じた地区の訪問型助けあい活動の組織化や運
営支援を通して、地域共生社会の実現に取り組
みます。
　さらに、災害時に災害ボランティアセンターとし
て、迅速に対応できる体制づくりを図る必要があ
ります。

主な増減理由

31,361

経常経費補助金収入 13,554,530

（支　　　出） 14,218,865 7,984,594 △ 6,234,271

人件費

0

助成金支出 29,500 △ 2,500

その他 461,379 321,545

当期資金収支差額

438,383

　コミュニティワーカー（地域担当職員）と連携し、
地区の訪問型助けあい活動や登録ボランティア
グループに対し、財源支援など、包括的な運営
支援を行うことでボランティア活動におけるコー
ディネート機能の強化を図りました。
　また、コロナ禍におけるボランティア活動につい
ては、「新たな生活様式に基づく地域福祉活動サ
ポートブック」の発行を通じて、どのような状況下
でも、自主的な活動が推進されるよう取り組みま
した。

今後の課題

1

△ 168,640 △ 462

活動希望 情報提供

市民 施設・団体 行政 企業

（１）

（単位：件数）

299 1,801 283 53

2,4360

3,901 3,953

2,436

0

2,000

4,000

6,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

（件数） ボランティア相談件数の推移



・ 種類別ボランティア活動状況

・ ボランティア活動センター登録状況（令和２年度末現在登録者数）

個人登録 名 名 名 名

グループ登録(57G) 名 名 名 名

名 名 名 名

・ ボランティア活動センター運営委員会の開催

2月3日（水） 令和2年度活動状況の報告について

令和3年度事業計画（案）について

・ ボランティア・市民活動災害共済（保険）の取り扱い

加入件数

と人数 件 名 件 名 件 名 件 2 名
事故件数

人数

262

1,025

1,287

種別

合計

1,380

行事用保険

0

人数件数

天災型

件数

2

024

人数

32

0

（単位：人）

点訳

193

合計

1

336

21 493

4,198

259

件数

157

市民活動

内
訳

開催日

55

音訳

111

傾聴

10

筆談

26

手話

73

4,978

延べ活動人数

人数

※コロナウィルス感染症拡大予防の
ため中止。(書面による報告）

外出支援施設手伝

291 14

特技活動

110

1,540

2

保育等 ＣＨ指導等

18

調理

2

家事援助

29

件数

行事手伝

16

居場所

166

その他

369

ボランティア登録グループ活動助成
金 重点活動助成の選考について

80

内容

移送

人数

21

0

773

15歳未満 15歳～64歳 65歳以上

105

668

講座等

9,363 9,719 9,465
10,663

6,362

391 488 533 504 317

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

（件数） 兵庫県ボランティア・市民活動共済加入の推移

加入人数
加入件数



・ 福祉器材の貸し出し状況

・ ボランティア活動拠点の活用

ボランティアグループなどへの支援

・

【実績と成果】
・ Ｖ連会議・活動などへの参画

4月17日（金） キセラ川西プラザ Ｖ連定期総会（新型コロナウイルス感染拡大により、書面表決）

6月19日（金） キセラ川西プラザ Ｖ連代表者会議

ほか8回

2月10日（水) 市社協内 V連活動について意見聴取

3月19日（金） キセラ川西プラザ V連臨時総会

地区ボランティア部会への支援

・

【実績と成果】

・

関係団体との定期的な協議・検討

・

【実績と成果】
・

災害支援におけるネットワークづくり

・

川西市ボランティア連絡協議会代表者会議に参画し、災害時における情報共有体制の確認を行いまし
た。また、防災訓練の一環として、ボランティア活動センター登録グループと連携して、災害時における
研修訓練の企画・検討を行い、助言・提案等を行いました。

（１）

回数

器材名
カニタイプ

定例会などに参画し、事務処理や研修会の開催などの活動支援を行うとともに、コミュニティワーカーな
どと連携し各地区の課題などの情報共有を図り、活動がより活発に取り組まれるよう支援します。

川西市や川西青年会議所など関係団体と災害時における定期的な検討や協議を行い、情報共有体制
の整備・充実や役割の明確化を図り、包括的な支援に取り組みます。また、川西市ボランティア連絡協
議会と連携して、川西市地域防災計画における提言を定期的に行います。

（２）

2

生活支援コーディネーターと連携し、訪問型助けあい活動の運営支援に取り組みました。また、地区ボ
ランティア部会の定例会に参画し、立ち上げや運営を支援しました。

（２）

12

高齢者疑似

及び点字板 体験セット

0 11

川西市ボランティア連絡協議会代表者会議や、ボランティアグループの例会への参画を通して、情報共
有を図るとともに活動支援に取り組みます。

地区福祉委員会をはじめ関係団体とのネットワークを深めていくなかで、災害時相互協力協定を締結
するなど、支援の網の目を細かくし、迅速な支援活動につなげます。

開催日

1

（３）

合計車イス

場所

取組項目 ①

取組項目 ②

キセラ川西プラザ福祉棟開所時から、入居団体の共用会議室優先予約の受付事務を実施してきました
が、8月より、キセラ川西プラザ事務室へ受付事務を移管しました。ボランティアグループに対して、申込
方法の変更に伴う情報提供を行う等、活動拠点として有効活用されるよう取り組みました。

取組項目 ②

③

活動項目 １－３普段も災害時も助け合えるつながりづくり

内容

取組項目



【実績と成果】
・

防災意識向上のための学びの場の開催

・

【実績と成果】

・

災害ボランティアセンターの設置と運営

・

【実績と成果】
・

市内外の被災世帯への支援

・

【実績と成果】
・ 災害義援金実績

・

人材確保に向けた検討の場づくり

・

【実績と成果】
・

生活支援コーディネーターと協働し、どのような状況下でもつながり、助けあえる活動の手引きとなる「新
たな生活様式に基づく地域福祉活動ガイドライン」の作成に取り組み、地区福祉委員会など関係団体
に配布しました。

取組項目

（５）

地域での人材確保に向け、随時コミュニティワーカーと連携し検討しました。
また、福祉ネットワーク会議（第2層協議体）などにおいて、人材確保に係る情報の共有や具体的課題の
解決方法について、検討しました。

①

２－１

（３）

本会広報紙やホームページなどで、災害クロスロードゲームを題材にした研修会や救急救命の出前講
座など、災害時の対応に関する学びの場について、自治会や学校などに周知するとともに、川西市防
災訓練への参加を呼びかけることで、防災意識が高まるよう取り組みます。

かわにし防災士会と連携し、ボランティア団体に対して、避難所運営ゲームHUGの出前講座のコーディ
ネートを行い、地域の防災意識が高まるよう取り組みました。

③

（１）

活動項目

11,704円

2,825円

市災害対策本部や川西青年会議所等関係団体と連携し、物資の仕分けや街頭義援金活動等を行うと
ともに、本会の自主財源や県社協の助成金を活用した災害ボランティアバスの運行等迅速な支援を行
います。

④

災害時における市社協職員やボランティアによる支援体制整備を図るため、災害ボランティアセンター
マニュアルの改訂に向け着手しましたが、新型コロナの状況も踏まえた、マニュアルの改訂が必要で
す。

（４）

取組項目

取組項目

災害ボランティアセンターマニュアル改訂を行うことで、状況に応じた被災世帯の支援を柔軟に行える
体制を整備するとともに、法人内の災害時の組織的な対応のマニュアル化に取り組みます。

青年会議所等関係団体と連携した取り組みは、コロナ状況下のため、実施できませんでした。

令和2年7月豪雨災害義援金

令和2年7月福岡県豪雨災害義援金

令和2年7月大分県豪雨災害義援金

令和2年7月鹿児島県豪雨災害義援金

熊本県南豪雨災害義援金

平成28年熊本地震義援金

各活動における人材発掘と育成

161,329円

11,210円

595円

510円

3

取組項目 ⑤

福祉ネットワーク会議など、コミュニティ協議会、福祉委員会、川西等、多様な関係団体が参画する会議
において、人材確保に資する提案を行うとともに、必要に応じて、具体的解決に向けた検討の場を開催
します。



ボランティア講座の開催

・

【実績と成果】

・ ボランティア講座開催一覧

幅広い世代が活動できる場づくり

・

【実績と成果】

・

（３） ③

どのような状況下でも、つながり助けあえる活動の手引きとなる「新たな生活様式に基づく地域福祉活動
ガイドライン」を配布し、地域のサロンやイベント等の地域福祉活動を支援しました。

（２）

取組項目

②取組項目

キセラ川西プラザでの各種ボランティア講座の開催に加え、地域における出前講座を柔軟に開催しま
す。福祉委員会やボランティアグループ等からのニーズ把握に務め、新メニューの開発など充実を図る
ことで、ボランティア・地域福祉活動の担い手づくりに取り組むとともに、関係団体と連携して活動できる
場づくりを行います。

幅広い世代が参加しやすい地域のサロンや世代間交流イベントを、地区福祉委員会やボランティアグ
ループなどとともに検討、企画します。また、コミュニティワーカーと連携し、必要に応じ運営支援に取り
組みます。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

33749合　　計

親子手話教室（後期）

手づくり布遊具
ボランティア入門講座

共催団体・協働団体など

562

10

一般

8/3～9/26

10 18

4

講　　座　　名 開 催 期 間 回数
受講
人数

延べ
人数

10/2～10/30

10/6～12/15

14

10

11/25、12/2 2 26 46

12/8

85

7/22 1 0 0

3 0 0

10/8、10/15

11/7～12/19

出前ボランティア講座（ネイル） 28

車イス介助を学ぶ会

川西サマリー

車イス介助を学ぶ会

7

かわにし防災士会

98

川西サマリー

1 1 1 点字グループりんどう

1 6

1

7 34

5 3 14

1 0

2

出前ボランティア講座（手話）（中止）

登録VG

高校

看護学校

かわにし防災士会

出前ボランティア講座（車イス）

出前ボランティア講座（クロスロード）

聞こえを学ぶ
筆談ボランティア講座

音訳ボランティア入門講座

出前ボランティア講座（車イス）

6ボランティア1日体験教室（ネイル）

川西ろうあ協会・手話サークルクローバ

9/2～9/16

親子手話教室（前期）

ボランティア1日体験教室（点字）

ボランティア１日体験教室（手話）

災害ボランティア研修会
（救急救命）（中止）

災害ボランティア研修会
（救急救命）（中止）

お出かけ介助ボランティア講座（中止）

ボランティア1日体験教室（筆談)
（中止）

夢こらぼ松尾　やよい一般

一般

傾聴ボランティア入門講座

40 40

10/17

11/21

7/18

4

10/26 1 28

ボランティア１日体験教室（車イス）

12/1 1 20 20

0

出前ボランティア講座（ハンドマッサージ）

6/20 1

1 150

2

9/19 1 0

9/26 1 16

対象

一般

一般・当事者

一般

一般

一般

福祉委員会

自治会

一般

一般

01/26 1 0

1/14 1

一般

10/25

7

音訳グループさわらび

車イス介助を学ぶ会

手話サークル　クローバ

個人ボランティア　藤川恵子

0

川西ろうあ協会・手話サークルクローバ

一般

一般・当事者

一般

2

150

個人ボランティア　藤川恵子

かわにし防災士会

手話サークルパピヨン

ボランティアいずみ

車イス介助を学ぶ会

16 登録VG Aroma　prism



理事、評議員、地区福祉委員研修の充実

・

【実績と成果】
・

地区福祉委員会などと連動した福祉情報の発信

・

【実績と成果】

・ ボランティア情報にじの発行（Ｖ連との共催）

年6回（奇数月1日発行）

25回

1号あたり2,500部（Ａ4版フルカラー2ページ、5月号のみ4ページ）

ボランティアグループ、個人ボランティア、他市社協、市役所、

公民館など関係機関窓口、小・中・高校、共同募金協力法人

（事業所・商店など）、アステ川西、各スーパー等

・

福祉教育の充実

・

【実績と成果】
・ 小学校・中学校の福祉学習への支援

若い世代への機会の提供と継続的な支援

・ オープンカフェッジについて、市社協ホームページで周知するとともに、キセラ川西プラザへ訪れる学生
に対しても周知を行うことで、多くの若い世代に参加してもらい、ボランティア活動に興味を持ってもらえ
る場となるよう取り組みます。

取組項目 ④

（１）

体験学習を通じて、児童・生徒だけではなく、誰もが地域福祉や高齢者・障がい者などへの理解が深ま
るよう、新たなメニューの開発など、内容の充実に取り組みます。

（２） 取組項目 ②

学校数

発行回数

編集回数

発行部数

配布先

参加者

5

取組項目 ①

⑤

内容

川西市ボランティア連絡協議会と共催で発行している「ボランティア情報にじ」について、ボランティアに
よる編集という強みを活かし、ボランティア講座の案内や活動紹介、幅広い視点でのボランティアに役立
つ情報の掲載を通して、人材確保につながる情報発信に取り組みます。

活動項目

4

（１）

２－２福祉情報の受発信 活動項目

種別

点字

車イス

手話

合計 3 432384

取組項目

0

0

432

0

273

111

0

種別 参加者内容

車イス

手話

学校数
0

3

地域の新任福祉委員を対象に、ボランティア活動の「楽しさ」や「やりがい」、「難しさ」などを取り入れた
研修会を実施しました。

合計

中学校

市社協ホームページや登録ボランティアグループ一覧表の作成による情報発信に取り組みました。一
方で、ボランティア情報にじの編集委員においては、次世代の育成が急務となっています。

1

0

4

点字

5

小学校

２－３

（４）

本会事業や地域福祉活動の理解がより深まるように研修内容の充実を図ります。地区福祉委員研修に
ついては、福祉委員が講師を担うなど、住民同士が共に高め合う研修を企画します。

福祉教育の推進並びに学習機会の提供



【実績と成果】
・

地区福祉委員会と連携した研修会などの開催

【実績と成果】
・

各種助成金の情報発信と支援

・

【実績と成果】

・ 登録ボランティアグループ活動助成

・ 登録ボランティアグループ中級研修会（フォローアップ）助成

・ ひょうごボランタリー基金県民ボランタリー助成金

県社協や民間財団の助成金について、本会ホームページや各種媒体を活用して、タイムリーな情報発
信に努めるとともに、コミュニティワーカーと連携してコミュニティ協議会や地区福祉委員会など関係団
体に対して申請に係る支援を行います。

（１）

取組項目 ③（３）

助成グループ数 助成金総額 助成グループ数 助成金総額

平成31年度（参考）令和2年度

51グループ 1,428,000円 74グループ 1,850,000円

助成金金額

地域福祉に係る財源の確保

新型コロナウイルス感染拡大の中、感染対策を行いながら、全てのボランティア活動の基本となる傾聴
ボランティア入門講座を開催し、コロナ禍においても地域福祉活動が停滞しないよう取り組みました。

傾聴ボランティア入門講座 11/25・12/2 46名

6

・

受講

延べ人数
講座名 開催期間

地域福祉活動が広がりを見せるよう、コミュニティワーカーと連携して、組織の運営方法や人材確保など
の課題解決に向けた研修会などを開催します。

内容

傾聴、コミュニケーションの基本など

活動項目 ２－４

取組項目 ④

合計助成金額 1,215,000円

855,000円 30,000円

75,000円 15,000円

150,000円
助成先

音訳、手話、点訳の3グループ（各50,000円）

40,000円

185,000円

285,000円 55,000円

重点活動助成ボランティアグループ（1グループ）

一般登録ボランティアグループ（5グループ）

助成金額 助成上限額

185,000円

学生等、若い世代を対象としたカフェ「オープンカフェッジ」において、「社協かわにし」や「ボランティア
情報にじ」などを活用し、継続的な広報に取り組みました。また、新たにテーマを設定し、実施しました
が、新型コロナウイルス感染拡大による飲食禁止の制限を受けて、年間5回の開催に留まり、参加者は4
名でした。

※サポーター登録グループ（3グループ）及び一般登録（3グループ）は活動が困難であったため、調整後、返金。

助成先

川西市ボランティア連絡協議会

Ｖ連加入ボランティアグループ（6グループ）

サポーター登録ボランティアグループ（29グループ）



・ 民間財団助成金の申請支援

NPO法人障害者地域生活応援団あかね

NPO法人障害者地域生活応援団あかね

・

連携強化型相談窓口機能の整備

・

【実績と成果】
・

・ ボランティア活動相談の開催

毎月第3土曜日　10時～12時　キセラ川西プラザ福祉棟にて開催

※4、5、1、2月はコロナウィルスの感染拡大防止のため中止

本会で受け止めた多様化・複雑化した課題に対し、地区ボランティア部会やボランティア活動相談など
において、当事者や地域のニーズを捉えて必要なコーディネートを行います。さらに地域における関係
機関や窓口と連携することで、包括的な連携強化型相談窓口機能を整備します。

300,000円 こども食堂運営費 （公財）オリックス宮内財団

（１） 取組項目 ④

ボランティア活動相談において、新たに地区の福祉委員やボランティア活動中の大学生を相談員として
迎え、幅広い相談内容に対応できるように取り組みました。

延べ相談員数

300,000円 （公財）オリックス宮内財団

18名

内容 助成団体

活動相談者数

多田東地区コミュニティ協議会

申請団体名

7

9名

（公財）キリン福祉財団こども食堂運営費300,000円

活動項目 ３－１

主な相談内容

特技を生かした活動相談、ボランティア保険の加入など

社協らしい、地域福祉との協働による連携強化型相談窓口機能の整備

こども食堂運営費

申請額（助成額）

市社協ホームページなどの媒体を活用するとともに、コミュニティワーカーと連携し、地区福祉委員会役
員会等において助成金情報の発信に取り組みました。また、施設や対面による活動が制限を受けるな
か 、創意工夫のもと、ボランティア活動を行っているグループに対して、助成金要件を緩和することで、
活動が停滞することがないよう支援しました。



資金収支計算書決算額

①人件費は職員給与等の増

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

職員の資質向上

・

・ 権利擁護に関する各種研修会へ積極的に参加します。

【実績と成果】

・ 県社協で開催された研修・会議に参加し、個別支援における技術向上に努めました。

・ 生活支援員研修会を開催し、個別支援における技術向上に努めました。

その他 707,400

83,931事務費

△ 289,115

　判断能力に不安がある、認知症高齢者、知的
障がい者、精神障がい者が、住みなれた地域で
安心して暮らすために、福祉サービスの利用援
助や日常的な金銭管理などの支援を行いまし
た。利用者の意思決定を重んじながら、川西市や
その他関係機関と連携を図り、利用者の自立支
援や課題解決に努めました。解約5件のうち2件
は成年後見支援センターと協働し、成年後見制
度の利用へつなぎました。

コロナ禍でも安心・安全な支援が継続できる体制
整備への取り組みが必要です。また、コロナ禍の
影響で世の中に増えてきているキャッシュレス決
済に対応した支援についての検討が課題となっ
てきています。判断能力が低下した利用者の成
年後見制度利用の検討を成年後見支援センター
とさらに強化して取り組む必要があります。

今後の課題

△ 167,863

359,915

10,000 9,877 △ 123その他

受託金収入 2,097,000

445,200

事業費 475,981 308,118

令和２年２月３日 ２人

県社協研修・会議等

取組項目 ②

参加

（１）

１人

開催日

令和２年３月１７日

生活支援員連絡会を年２回開催、生活支援員の交流を図り、事例報告会や研修会などを実施し、支援
の質の向上をめざします。

専門員オンライン会議

専門員オンライン研修会「キャッシュレス決済の基礎知識を学ぶ」

88,100 172,031

2,719,960 3,079,875

2,589,849

B3 地域福祉事業 決算科目

人件費

日常生活自立支援事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入）

2,430,000 333,000

△ 262,200

（支　　　出）

443,970

 (単位：円）

2,804,400 2,875,200 70,800

2,145,879

当期資金収支差額

△ 204,675

主な増減理由

1

当期末支払資金残高

活動項目 ３－２

前期末資金収支残高

ほっとかない、あきらめない支援の強化

84,440 △ 204,675

230,420 25,745

145,980 230,420 84,440

令和２年１２月１日

開催日 参加

８人
研修会「コミュニケーションと包括的支援体制構築
事業が目指すものについて」

川西市社協連絡会・研修会等 講師など

社協職員



権利擁護の推進

・

・ 利用者の持つ能力や意思決定を尊重した支援を行います。

・ 地域住民や民生委員・児童委員、福祉委員、関係機関などへの広報、周知に取り組みます。

・ 判断能力がより低下した利用者の方へ、成年後見制度の利用へつなぐ支援を行います。

【実績と成果】

・

・ 年度末利用者数　24件　

（内訳：認知症高齢者 11件　知的障がい者 6件　精神障がい者 5件　その他 2件）

新規契約 8件

解約 5件　（内訳：成年後見制度の利用 2件　入院・入所 2件　本人死亡 1件）

生活支援員訪問回数 609回（前年度 545回）　総活動時間数 991時間（前年度 893時間）

・

・ 利用者の意思を尊重しながら、変化に応じて支援の見直しを行いました。

・

川西市やその他関係機関との連携、成年後見支援センターなど他部署担当職員と協働して、利用者が
地域で安心して暮らせるよう支援に取り組み、権利擁護の推進に努めました。

社協広報紙へ事業紹介文を掲載しＰＲを行いました。

利用者が地域で安心して自分らしく暮らせるよう、川西市や地域包括支援センター、介護事業所、民生
委員・児童委員などの関係機関と連携しながら、権利擁護を推進します。

（２）

地域包括支援センターや地域における関係機関とケース検討会・担当者連絡会議を2回開催し、連携
を図りながら支援を行いました。

取組項目 ③

相談援助件数（問い合せ・相談援助件数）

その他

対象者　 不　明・

その他

3 8

0

129

132 8

内　　容 本事業の利用に関するもの

合　計
認知症高齢者等 知的障害者等 精神障害者等

事　項

ａ．問合せ件数
（制度、事業について）

3 1 1 16

ｂ．初回相談件数
（初回相談受付）

3 0 3 6

ｃ．相談援助件数
（ａｂ以外）

918 145 206 1,398

合計 924 146 210 1,420



資金収支計算書決算額

①
制

① 人件費は職員給与等の増

② ② 事業費は研修等の中止による減

③ 事務費は消費税の増

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

市民後見人の養成と活動支援

・ 成年後見制度のニーズに対応するため、「市民後見人養成研修」を実施し、地域の権利擁護活動

の担い手となる市民後見人を養成します。

・ 市民後見人候補者登録及び受任のマッチングを積極的に推進します。
・ 市民後見人が適切な後見業務が行えるよう、後見監督人として専門職等と連携し、活動のサポート

を行うなど、バックアップ体制を充実します。
・ 市民後見人等登録者に対し、フォローアップ研修や交流会を開催するとともに成年後見カフェや

出前講座などのセンター事業の補助など、活動の支援を行います。

【実績と成果】
・ 市民後見人養成研修及びフォローアップ研修は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、やむを

得ず開催を中止しました。

・ 市民後見人受任調整会議を開催し、マッチングの検討を行うなど、市民後見人の受任を進めました。

・ 今年度、新たに市民後見人の受任を進め、現在までに合わせて４名の市民後見人が誕生しています。

社協は監督人として、適切なサポートと監督業務を行いました。

・ 市民後見人等登録者に対し、成年後見カフェの相談員としての活動をサポートするなど、地域における

権利擁護活動の育成と支援を行いました。

令和３年度中核機関を受託し、地域連携ネッ
トワークの構築を図り、早期相談から受任調
整、選任後のチーム支援・バックアップまで、
地域での本人らしい暮らしを支える体制を整
備する必要があります。

オンラインでの研修や交流会、フォーラム開
催など、ICT化の環境整備が必要です。

（１） 取組項目 ④

当期末支払資金残高 0 110,531 110,531

主な増減理由

1 各活動における人材発掘と育成 活動項目 ２－１

今後の課題
当期資金収支差額 0 110,531 110,531
前期末資金収支残高 0

事務費 2,167,979 2,281,200 113,221

その他 0 19,747 19,747

22,264,301 22,386,054 121,753

人件費 19,152,940 19,399,496 246,556

事業費 943,382 575,080 △ 368,302

（支　　　出） 22,264,301 22,275,523 11,222

　権利擁護支援の必要な方が、地域で安心して
暮らせるよう、関係機関や法律職との連携により、
成年後見制度や必要な支援につなげました。
　困難ケースや緊急性のある相談に対し、セン
ター職員が関係機関のコーディネートや伴走型
支援を行うことで、適正なタイミングで本人や家族
がメリットを実感できる制度利用に努めました。
　また、市民後見人の受任を進め、社協は監督
人として適正な監督業務やバックアップを行いま
した。

経常経費補助金収入 211,080 207,622 △ 3,458

受託金収入

B4 地域福祉事業 決算科目 成年後見支援センター事業

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

21,917,102 22,023,432 106,330

総合相談事業 136,119 155,000 18,881

（収　　　入）



　〇市民後見人受任調整会議

　〇市民後見人の活動状況

　〇市民後見人養成研修修了者人材バンク登録

　登録実人数　３０人（令和　３年　３月３１日現在）

人

人

人

人

人

地域福祉活動の推進を通したニーズ把握

・ 法律職による専門職相談会にセンター職員も同席し、福祉的ニーズの把握に取り組みます。

・ 成年後見制度を身近な場所で知ってもらい、気軽に相談が受けられるよう市民後見人養成研修修

了者による成年後見カフェを市内３か所で実施します。

・ 地区相談窓口や心配ごと相談などの様々な相談窓口に加え、カフェやサロンなどの様々な地域福祉
活動及び福祉ネットワーク会議を通じて、地域のニーズや生活課題の把握に取り組みます。 

【実績と成果】
・ 職員により、電話や来所、必要な場合は訪問し、制度の説明や申立て手続きなどの相談に対応し、

関係機関と連携して支援を行うことで制度利用につなげました。（申立て支援20件、選任7件）
・ 毎月第３水曜日に司法書士２名による定期相談会を開催しました。センター職員も同席し、福祉的

ニーズへのフォローを行いました。（法定後見相談11件、任意後見相談1件）

・ 地域住民が気軽に立ち寄れる成年後見カフェを開催し、市民後見人養成研修修了者が、センター

職員と共に、地域の身近な相談窓口として相談に応じました。

・ 心配ごと相談や総合相談、包括化推進員との連携により、地域のニーズや生活課題の把握に取り
組みました。

ｷｾﾗ川西ﾌﾟﾗｻﾞ
福祉棟２階

歯っぴいルーム

合　　計

事業の手伝い等の登録者数

場　所

10/9
・医療同意の課題
・死後事務、親族調査など

市長申立てケース
後見類型、施設入所中

９人
ｷｾﾗ川西ﾌﾟﾗｻﾞ

福祉棟２階
共用会議室

実施日 内　　容 被後見人等 参加者

2/19
・ﾁｰﾑの一員としての後見人
・緊急時の対応の必要性等

本人申立て・法テラスケース
保佐類型、施設入所中

１１人

審判

後見

H31.1 第２号市民後見人
（市長申立て案件）

・11月死亡のため終了
　→死後事務
・財産の引継ぎ
・後見等事務終了の報告

保佐

類型内容内　　容

2 社協らしい、地域福祉との協働による連携強化型相談窓口機能の整備 活動項目 ３－１

（１） 取組項目 ①

H28.4

保佐
R2.1 第３号市民後見人

（本人申立て・法テラス利用）
・定期面談
・家裁へ定期報告

R3.2 第４号市民後見人
（市長申立て案件）

第１号市民後見人
（市長申立て案件）

・地域ケア会議参加
・入院、入所手続き
・不動産処分許可申立て
・定期面談/家裁へ定期報告

在宅→施設へ

居所

施設

施設

・就任時報告
・財産引継ぎ、関係者と顔合わせ

後見 施設

5

25

56

日常生活自立支援事業生活支援員登録者数

内　　容 登録者数

市民後見人候補者登録者数

相談員登録者数

6

20



　〇相談件数 〇相談経路

※その他・・・定期相談申込みなど

　〇成年後見カフェ

・

【実績と成果】
・

（単位：件）

　　　　　　 　来所・・・8件　　　　　電話・・・36件

　　　　　 　　月曜日・・・14件　　　 木曜日・・・30件

               ４～５月は新型コロナウイルスによる緊急事態宣言のため閉所

地区相談窓口などの様々な相談窓口に加え、カフェやサロンなどの様々な地域福祉活動及び福祉ネッ
トワーク会議を通じて、地域のニーズや生活課題の把握に取り組みます。

地区の様々な相談窓口や活動との連携や福祉ネットワーク会議への参加を通じて、地域のニーズや生
活課題の把握に努めました。

＜心配ごと相談所実施の状況＞

・相談内容（１件の相談に複数の相談内容を含む）

・相談日 　  毎週月曜日、木曜日（年末年始、祝日は休み）　５８回

　　　　 　 　 午後１時３０分～４時

・相談場所　月曜日・・・川西市役所１階　福祉部相談室　(６月のみ（７月以降キセラ川西プラザ福祉棟1階））

　　　　　　　　木曜日・・・キセラ川西プラザ福祉棟１階相談室　

・相談員　　 １５名（民生委員児童委員）

・相談件数　４４件

（単位：件） （単位：件）

10

36

138

371

本　人

親　族

関係機関

法定後見の相談・支援 502

任意後見の相談

研修・講座等について

その他

18

37

合　　　計 567

その他・不明

合　　　計

22

567

 一の鳥居老人福祉センター

久代会館

久代老人福祉センター

1月 2月 3月

0 0 1 祝日 0 1 1 0 0 中止

4月 12月5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

0 0 － 6 － 1

場所 合計

3

7

0

－ 0 －

－ 中止 － 0 － 0 － 0 － 0

2

0 0

5

9

0 0

4

1

6

0 0 0 0 0 0 0

2
1

14

0

2

4

6

8

10

12

14

16

生
計

年
金
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業
・生
業
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結
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…

母
子
福
祉
・父
子
福
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老
人
福
祉

苦
情

そ
の
他

件
数

相談内容



・市役所（生活相談課、生活支援課、人権推進課、介護保険課、医療助成・年金課）

・地域包括支援センター

・その他の機関（ハローワーク等）

・研修

令和２年１２月１日(火)　心配ごと相談員研修会　　参加者　１５　名　　　

講師：川西市社会福祉協議会　上中洋司氏　（相談支援包括化推進員）

内容：「コミュニケーションと包括的支援体制構築事業が目指すものについて」

・

・ コロナ禍においても感染予防を図り、相談所の開設継続に努め市民からの相談に応じました。

”我が事”と捉える意識と受援力の醸成

・ 成年後見制度について、利用する本人へのわかりやすい啓発とともに、関係機関や地域住民へ

我が事と捉えてもらえるような広報・啓発を行います。

・ また、NPO法人「成年後見センター・川西」との協働による出前講座を実施し、市民の方へ成年後見

制度の理解を促し利用の促進を図ります。

【実績と成果】

・ 地域包括支援センターの定例会議にて中核機関の取り組みを説明するなど、広報・啓発に努めました。
・ コロナ感染拡大防止のため、出前講座や権利擁護フォーラム等、対面での広報・啓発が十分にできま

せんでしたが、ホームページや広報紙、パンフレットを通して、我が事としての意識醸成に努めました。

多様な担い手との連携・協働による切れ目のない支援体制づくり

・ 成年後見制度の利用促進のため関係機関とのネットワークの構築を図り、成年後見制度が必要な方

が地域で安心して生活できるよう支援体制を強化します。

・ 地域連携ネットワーク構築に向けて、行政と連携し、家庭裁判所や専門職団体、関係機関と「顔の

見える関係」づくりを進めていきます。

【実績と成果】
・ 地域の相談機関と連携し、センターが日常生活自立支援事業と一体的に権利擁護を進めるため、

ネットワークの構築を図りながら切れ目のない支援を行い、安心して暮らせるように取り組みました。

・ 中核機関の受託に向けて、市や三士会、地域包括支援センター、家庭裁判所等との連携を図りました。

権利擁護の推進

・ 判断能力に不安がある方に対し、日常生活自立支援事業と成年後見制度が一体的に相談に対応

することで、より本人に適した権利擁護支援に取り組みます。

・ 日常生活自立支援事業から成年後見制度が必要になった方へ円滑な移行支援を行います。

・ 声を上げることができない人を発見し、支援につなげるため医療機関や金融機関等の身近な窓口へ

パンフレットを配布し、周知・啓発を実施します。

・ センターの役割として、相談から申立て及び後見人等の選任までの間、関係機関と連携を図りながら

ご本人に寄り添った伴奏型の支援を行います。

【実績と成果】

・

・ ホームページや広報紙において、制度の周知や養成研修、成年後見カフェなどのセンター事業の広報

を行いました。

・ センターのリーフレット等を関係機関に配布するなど連携を図りました。

・ 運営委員会を年２回開催し、委員からの意見や助言を受け、センター事業の充実を図りました。

・連携、つなぎ先

【実績と成果】

専門的な相談や他機関を紹介する必要がある場合は、市役所の法律相談や地域包括支援センター、

社会福祉協議会総合相談窓口等と連携し、対応しました。

3 ほっとかない、あきらめない支援の強化 活動項目 ３－２

（３） 取組項目 ③

（１） 取組項目 ③

（２） 取組項目 ②

日常生活自立支援事業から本人の状態変化に応じ、成年後見制度へスムーズな利用につなげました。



　〇運営委員会

１３人
ｷｾﾗ川西ﾌﾟﾗｻﾞ

文化棟２階
大会議室

　　・事業実施状況
　　・中核機関受託に伴う
　　　事業実施体制について

１３人
ｷｾﾗ川西ﾌﾟﾗｻﾞ

文化棟２階
大会議室

実施日

令和２年１１月４日（水）

令和３年３月１９日（金）

第１回

第２回

　　・事業実施状況
　　・成年後見利用促進及び
　　　中核機関について
　　・令和３年度事業計画(案)

内容 参加者 場　所



資金収支計算書決算額

① 人件費増による、受託金収入、人件費支出の増

② 事務費は消費税額の増

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

社会的孤立などの課題の対応

・

・

【実績と成果】

・

・

・

B５ 地域福祉事業 決算科目
民生委員児童委員
協議会連合会事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 4,236,524 9,993,018 5,756,494

 (単位：円）

受託金収入 4,236,524 9,993,018 5,756,494　事務局として、民生委員児童委員協議会定例
会への出席を通して、地域課題の共有や民生委
員児童委員の活動の確認・調整を行いました。
 コロナ禍により、訪問や集合形式による研修など
が軒並み中止となったことから、オンラインによる
会議や研修会にも参加するなど、新たな取り組み
も積極的に行いました。

当期末支払資金残高

0 0

（支　　　出） 4,236,524 9,993,018 5,756,494

人件費 3,497,618 8,787,043 5,289,425

その他 0 9,877 9,877

738,906 1,191,067 452,161

事業費 0 5,031 5,031

事務費

0

主な増減理由

　民生委員児童委員が抱える課題に対し、本会
の包括的支援体制構築事業や関係機関などとさ
らなる連携を図っていく必要があります。
　コロナ禍により積極的な訪問活動が制限される
なか、対象者にも委員にも安心安全な活動方法
について検討する必要があります。

コロナ禍により見守り活動等において訪問自粛対応を行う一方、手紙や電話による相談などを実施し、
コロナ禍の影響を最小限にとどめるよう、民生委員児童委員と緊密に連携を図りました。

今後の課題
0

前期末資金収支残高 0

1 ３－２

④

ほっとかない、あきらめない支援の強化

0 0

当期資金収支差額

緊急事態宣言下社会活動が制限される中、市と連携し民生委員児童委員の協力を仰ぎ、電話による安
否確認を含めた心配ごと電話相談を実施し、不安や社会的孤立の防止など支援に努めました。
のべ相談件数・・・1,454件

コロナ禍により集団活動が制限されたため、例年実施する集合形式の研修会は制限されましたが、オン
ラインによる会議や研修会にも積極的に参加し有益な情報を得られるよう、事務局として側面から支援
を実施しました。

0 0

従来の制度では支援につながりにくく、社会的孤立や生活困窮などの状態にある人や世帯に対しての
支援に取り組むために、研修会や各地区定例会で情報提供などを行い、民生委員・児童委員の役割
を確認しながら支援を推進します。

（１）

活動項目

取組項目

民生委員・児童委員活動の実態把握に努めるとともに、民生委員・児童委員が円滑に活動出来るよう
市内５つの民児協と協働し支援を実施します。



・ 民生委員児童委員が業務を円滑に行えるよう、正副会長会議、役員会、各定例会への出席及び研修
会の企画実施などを行い、地域課題の情報共有を行いました。また、個別支援体制を強化するために
地域包括支援センター等の関係機関と連携を深めました。
　正副会長会議・・・年10回　　　役員会・・・年8回
　主任児童委員部会・・・４回　　各地区定例会・・・33回（5民児協）
　専門部会研修・・・中止　　　　 新年合同会議・・・中止



資金収支計算書決算額

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

小学校区単位でのネットワークづくり～つながりあい～

・

【実績と成果】

・

子育て支援の推進

・

【実績と成果】

・

0 0 0

主な増減理由

（１）

共同募金配分金を活用し、まちの子育てひろばや子育てサークルの運営及び事業推進を支援します。

（２）

①募金額の減に伴う収入の減
②配分団体の事業中止に伴う助成金支出の減

１４地区福祉委員会へ助成を行い、住民交流等、福祉のまちづくりが推進されるよう支援しました。特に
今年度はコロナ禍で地域の事業が中止、縮小される中、感染防止対策の機器購入やオンラインシステ
ムの導入等、新たな交流活動の実施に向けて、地域の特性に合わせた福祉事業に役立てられるよう取
り組みました。

市内の１８のまちの子育てひろば・サークルが実施する事業へ助成を行いました。コロナ禍の状況の下、
密を避ける等、感染防止対策を行い、クリスマス会やお別れ会等の活動に役立てられました。

　年々減少している募金額の確保を図るため、地
域住民や企業に対して、共同募金の意義や役割
の周知・啓発を進め、募金活動や取組みの充実
に努める必要があります。また、福祉のまちづくり
が推進されるよう、新たな配分先の検討に努め、
地域福祉の推進に取り組みます。

１－１福祉デザインひろばづくりの推進１

④

取組項目 ⑤

事業費 10,457,272 11,296,091 838,819

0 0 0
前期末資金収支残高 0

当期資金収支差額

当期末支払資金残高

活動項目

取組項目

B6 地域福祉事業 決算科目 共同募金配分金事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 17,273,722 16,496,151 △ 777,571

 (単位：円）

　前年度に実施された赤い羽根共同募金運動の
配分金を活用し、ボランティア活動の振興や子育
て支援グループへの助成等、地域福祉事業が推
進されるよう取り組みました。特にコロナ禍におい
て、川西市共同募金委員会と連携を図り、振込に
よる法人募金の依頼等に取り組むなど募金を通
じたつながり、支え合いづくりに努めました。歳末
たすけあい配分金事業は、持ち寄り金や前年度
繰越金を原資に、要援護世帯や、福祉施設、団
体、小地域ネットワーク事業等に幅広く配分し、
支援を行いました。

△ 777,571

6,790,000助成金支出

事務費 26,450 26,082 △ 368

（支　　　出） 17,273,722 16,496,151

共同募金配分金と歳末たすけあい募金配分金を活用し、地域住民や関係機関・団体、事業所等が連
携を深め、福祉のまちづくりが推進されるよう支援します。

経常経費補助金収入 17,273,722 16,496,151

△ 777,571

5,173,978 △ 1,616,022

今後の課題



ボランティア活動センターの機能強化

・

【実績と成果】

・

ボランティアグループなどへの支援

・

【実績と成果】

・

当事者活動への支援

・

【実績と成果】

・

ボランティア講座の開催

・

【実績と成果】

・

ホームページや広報紙、情報紙などの充実

・

【実績と成果】

・

共同募金配分金を活用し、各種ボランティア講座を開催し、地域福祉活動の担い手作りに取り組みま
す。

２－２

（１）

（２）

（３）

取組項目 ②

毎月第３土曜日にボランティア活動の相談日を設け、学生や勤労者が、自分らしいボランティア活動に
参加できるよう学生相談員の拡充を図るなど、コーディネート機能を強化しました。

ボランティア活動のすそ野が広がるよう助成金を配分した３５グループでは、研修会費用など各グルー
プの特性に合わせた取り組みに役立てられました。また、コロナ禍でも感染防止対策を行い、創意工夫
のもと活動を行っているボランティアグループに対して、助成金の要件を緩和し、コロナ禍でのボラン
ティア活動に役立てられるよう取り組みました。

共同募金配分金事業では、児童・青少年、母子・父子福祉事業において、団体の相互交流だけでな
く、地域住民とのつながりを深める貴重な財源として役立てられました。歳末たすけあい配分金事業で
は、市内の要援護世帯、寝たきり高齢者世帯へ給付金をお渡ししました。また障がい者施設や民間福
祉団体に配分し、様々な福祉事業に役立てられました。

筆談、手話、音訳などの講座を開催するとともに、地域福祉活動の担い手となるようフォローアップ研修
を開催し、人材発掘と育成に取り組みました。

取組項目 ④

活動項目３

（１）

（１）

2

①

ボランティア活動・市民活動・当事者活動の推進と支援 活動項目 １－２

取組項目

共同募金配分金を活用し、ボランティア活動センターのコーディネート機能がさらに強化するよう支援し
ます。

ボランティア活動センター登録グループやボランティア連絡協議会の活動がさらに広がりを見せるよう、
共同募金配分金を活用し支援します。

高齢者や障がい児者、児童・青少年、母子等の当事者組織の主体的な組織運営や事業推進を、共同
募金や歳末たすけあい募金の配分金を活用し支援します。

２－１

取組項目 ②

各活動における人材発掘と育成

福祉情報の受発信 活動項目４

取組項目 ③

本会やボランティア活動をより多くの方に知ってもらい、理解者や協力者、参加者が増えるように、共同
募金配分金と歳末たすけあい募金配分金を活用し、「社協かわにし」や「ボランティア情報にじ」等の発
行を支援します。

本会の活動等をより多くの方に知ってもらい、協力者が増えるよう、「社協かわにし」の発行に共同募金
配分金と歳末たすけあい配分金を活用しました。また、新たな福祉人材の確保と育成のため、「ボラン
ティア情報にじ」の発行に共同募金配分金を活用しました。



地域関係団体などと連携・協働した広報活動

・

【実績と成果】

・ 地域住民に、どのように配分金が使われているか理解していただけるよう、「社協かわにし」に、配分先
の組織や団体の「ありがとうメッセージ」を掲載し、広報の充実を図りました。また、「ボランティア情報に
じ」においても広報し、啓発活動に取り組みました。

共同募金や歳末たすけあい運動の配分金を受けている組織や団体に、地域住民の共同募金運動への
理解が深まるような記事掲載への協力について働きかけを行います。

活動項目

取組項目

２－４

③

地域福祉に係る財源の確保５

（１）



資金収支計算書決算額

①

②

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

基金、積立金の見直しと有効活用

・

【実績と成果】
・

その他

①田中福祉基金事業の推進

・ ボランティア活動センター事業に充当し、ボランティア育成などに活用します。

【実績と成果】
・ 故人の寄付金により基金を設置し、その利息をボランティア活動の推進に充当しました。

ボランティア講座の開催等

　基金の利息をもって、ボランティア活動センター
事業の推進や交通遺児への入学祝い等の給付
事業に取り組みました。
　また、地区福祉委員会と連携した施設整備等
に取り組み、地域福祉活動拠点としての機能強
化を図りました。

　第４次地域福祉推進計画に基づき基金の取り
扱いを見直して、より有効に活用できるよう取り組
んでいく必要があります。

事業経理区分

ボランティア活動センター事業

充当額

180,227円

事業内容

今後の課題

有価証券売却収入 0 0 0

0

（支　　　出） 803,586 8,933,947 8,130,361

その他 0 0

B7 地域福祉事業 決算科目 基金事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 644,018 28,934,782 28,290,764

 (単位：円）

23,725
積立資産取崩収入 0 28,267,039 28,267,039

受取利息配当金収入 644,018 667,743

△ 103,305
有価証券取得支出 0 0 0

事業費 656,566 553,261

積立資産支出 0 27,706 27,706

その他 0 0

区分間繰入金支出 147,020 8,352,980 8,205,960

当期資金収支差額 △ 159,568 20,000,835 20,160,403
前期末資金収支残高 5,954,828 5,795,260 △ 159,568

２－４

当期末支払資金残高 5,795,260 25,796,095 20,000,835

主な増減理由
有価証券が満期になったことによる収入の増

一井邸の改修に伴う資産の取崩と支払資金移
動に伴う収入支出の増

取組項目 ⑤

地域福祉に係る財源の確保

本会の保有する基金、積立金について、活用の現状をもとに今後の活用について検討協議し、より有
効な活用に努めます。

（１）

事業項目

１ 活動項目

基金、積立金などについて、それぞれの基金の目的に基づいた事業に充当し、活用を図りました。今後
の有効な活用方法について、具体的な議論が進んでいないため早急な検討が必要です。



②谷口交通遺児基金事業の推進

・ 小・中・高等学校並びに大学等へ入学する交通遺児に入学祝金を給付します。

・ 小・中学校に在籍する交通遺児に就学給付金を支給します。

【実績と成果】
・

③一井基金事業の推進

・ 地区福祉委員会と連携した事業推進及び運営などへの支援を行います。

・ 老朽化が激しい大和サロンの修繕を行います。

【実績と成果】

・ 故人の遺志に基づき、川西市における地域福祉の向上をめざし、一井サロン等の民家を中心とした地
域福祉活動拠点について、バリアフリー仕様への改造などの施設整備等に充てることを目的として設置
しています。
明峰小地区の一井サロンでは、サロンたんぽぽをはじめ福祉委員会の活動拠点としての機能強化を図
りました。
また、大和地区の大和サロンにおいても、改修の必要性について検討し、基礎及び壁の改修等に取り
組みました。

取組項目

事業項目

川西市の交通政策課と連携し交通遺児に対し入学祝金の給付と修学給付金を支給しました。
（入学祝金　325,000円　修学給付金　220,000円）
大学等進学時への支援も漏れなくできるよう、情報提供に取り組みます。



資金収支計算書決算額  　  (単位：円）

①

②

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

社会的孤立などの課題の対応

・

・

・

【実績と成果】
・

・

　今年度の貸付相談件数は2,223件で、前年度
の374件に比べ、1,849件増加しました。申請件数
も前年度と比べ1,441件増加しました。貸付額は
昨年より431,025,800円増額の449,732,800円とな
りました。貸付額が増えた理由としては、新型コロ
ナウイルスの影響で収入が減少した世帯に対し、
緊急小口資金及び総合支援資金の特例貸付に
よるものが主なものです。厳しい生活状況にある
方々からの相談・問合せが殺到し、社協全体で
対応しました。また、家計の収支均衡が取れない
生活困窮者が多く、一時的な相談支援や貸付な
どでは解決しないため、生活困窮者自立支援事
業等につなぐなど、他機関と連携を図りながらそ
の人に合った支援を行いました。

8,553,427 3,022,317

人件費 5,178,681 5,532,796 354,115

事業費 270,447 951,666 681,219

事務費 31,982

経常経費補助金収入 3,077,485 2,532,682 △ 544,803

助成金収入 2,320,000 2,260,000 △ 60,000

受託金収入 118,333 3,760,394 3,642,061

その他 29,000 0 △ 29,000

（支　　　出） 5,531,110

209,918 177,936

その他 50,000 1,859,047 1,809,047

B8 地域福祉事業 決算科目 資金貸付事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 5,544,818 8,553,076 3,008,258

予備費 0

当期末支払資金残高 99,893 99,542 △ 351

当期資金収支差額 13,708 △ 351 △ 14,059

今後の課題
前期末資金収支残高 86,185 99,893 13,708

（１） 取組項目 ④

何らかの課題を抱える世帯では、生活困窮者の経済的な問題だけでなく、生活・福祉課題の深刻化や
孤立化など多くの問題を抱える傾向にあります。ＳＯＳを見逃さず、その状態に応じた包括的な支援によ
り、支援効果を高めていくよう取り組みます。

生活困窮者が地域で安心して生活できるよう、貸付を通じて構築された関係性を持続させるとともに、民
生委員・児童委員、その他の関係機関と連携し、貸付金を交付することで支援が完了するのではなく、
償還完了に至るまで様々な支援を組み合わせ、個々人の状況に応じた適切な支援を行います。

償還期間が長く設定されるこの制度において、初期滞納状態となっている借受人に対しては、早期にア
プローチをとり、具体的な滞納の理由を把握し、生活困窮者支援の一環として総合的な支援体制を整
え、長期滞納者に陥る事を防ぐように支援します。

借入の背景にある生活課題を把握し、貸付後も民生委員・児童委員からの情報とともに、借受人に対し
て生活状況などの様子を伺うなど、連絡をとることにより信頼関係の維持に努めました。

　新型コロナウイルスの感染拡大による影響で、
減収や離職を余儀なくされた世帯が急増したこと 主な増減理由

強めていく必要があります。

により、新型コロナウイルス特例貸付が実施され

たが、今後は貸付だけでは解決できない生活

困窮世帯に対し、生活困窮者自立支援事業や

他機関につなぐなど、さらに関係機関と連携を

生活福祉資金新型コロナウイルス特例貸付の事
務費の増

人件費は時間外手当等による増

事業費、事務費、その他とも新型コロナウイルス
特例貸付関連の消耗品及び備品等の購入によ
る増

1 ほっとかない、あきらめない支援の強化 活動項目 ３－２

償還に関して、一旦長期滞納となると借受人の償還意欲も大きく低下してしまうので、初期滞納者にで
きるかぎり早い段階で電話や文書等により償還を促すことで、遅れていた償還を行っていただきました。



・

その他

事業項目連携強化型相談窓口機能の整備

・

【実績と成果】

・

・

くらしと仕事の総合相談窓口を開設し、新型コロナウイルス感染症の再拡大等で生活状況が回復しない
相談者を早期の段階で適切な支援の実施につなげました。

研修会・連絡会への参加

令和2年度　生活福祉資金貸付事業担当者会議 2月9日 2名

経済的困窮者の貸付のみならず、世帯の複合化した課題に対し、川西市、民生委員・児童委員、多様
な関係機関と連携しながら、支援に取り組むための連携強化型相談窓口機能を活かした権利擁護を図
ります。

教育支援資金に関しては、高校と大学進学との重複した借入や他機関からも借入している場合が多く、
卒業後は一斉に償還が始まることから、償還できないケースが多いため、在学中の現況確認に合わせ
て、卒業時の現況確認を行うことで継続的な見守りや支援を行っています。

貸付の相談に来られた方の中には、コロナの影響だけでなく慢性的に生活困窮している相談ケースが
増えており、一時的な金銭の借入では解決できない場合があるため、川西市を始め他関係機関と当事
者支援を行うため連携を図りました。
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547 374
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

相談件数・貸付決定件数推移

相談件数 貸付件数

事業項目 生活福祉資金貸付事業

   生活福祉資金等相談内訳

相談・資金の種類
相談

件数（件）
相談延べ
件数（件）

申請
件数（件）

決定
件数（件）

貸　付　額（単位：円）

H31年度 R2年度

教育支援資金 72 160 7 6 17,891,000 4,377,800
2,896,800

　　就学支度費 36 82 5 4 4,253,000 1,481,000

　　教育支援費 36 78 2 2 13,638,000

157,255,000
　　福祉費 23 31 1 1 816,000 55,000

福祉資金 1,379 2,446 859 864 816,000

157,200,000
総合支援資金 767 1,429 607 592 0 288,100,000

　　緊急小口資金 1,356 2,415 858 863 0

288,100,000
　　住宅入居費 0 0 0 0 0 0

　　生活支援費 767 1,429 607 592 0

0
不動産担保型生活福祉資金 0 0 0 0 0 0

　　一時生活再建費 0 0 0 0 0

449,732,800合　　　　　計 2,223 4,040 1,473 1,462 18,707,000

0
その他の相談

5 5 0 0 0 0
　　（生活費・債務費等）

臨時特例つなぎ資金 0 0 0 0 0



資金収支計算書決算額

① 大口寄付者減による収入の減

②

事者団体支援の払出増による支出の増

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

ホームページや広報紙、情報紙などの充実

・

【実績と成果】

・

基金、積立金の見直しと有効活用

・

【実績と成果】

・

就学支援資金の払出増および子育て支援、当

　要援助世帯の児童生徒に対し、修学旅行・小
中学校の学校生活にかかる費用の支援をすると
ともに、各学校の福祉学習にかかる費用への支
援や生活困窮世帯への緊急払出等を行いまし
た。また、今年度より当事者団体の運営経費助成
や、子ども食堂・学習支援を行う団体に対しての
助成金払出も実施しました。
　その他、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、
マスクポストを市役所・公民館・郵便局等に設置
しマスクの寄付を募り、市内の施設や事業所へ配
布しました。

ホームページでは、善意銀行の預託及び払出内容や受付方法を、また、広報紙では、毎号善意銀行
だよりにご寄付をいただいた方の氏名・金額を掲載しています。令和2年9月より適用を受けた「税額控
除制度」についてもホームページ並びに広報紙にも随時掲載しています。寄付額については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により大口寄付は減少したものの、個人による寄付は増加しました。

善意銀行の取組についてPRを行うとともに、市内にある各小・中・養護学校へ複数回情報提供を行いま
した。引き続き、川西市の担当課とも協力し情報収集・発信に努めます。

　引き続き安定した事業運営が行えるよう、善意
銀行の理解者や協力者増に向けた取り組みを行
うとともに、「税額控除制度」の適用を受けたこと
による個人の寄付が促進できるようＰＲを行いま
す。また、現状分析を進め寄付者の善意が活か
される事業の推進に努める必要があります。

２－２

取組項目 ③

活動項目 ２－４

広報紙やホームページ、地域での活動の場などで善意銀行の具体的な活動をPRすることで、今以上の
協力者・理解者を増やすとともに、支援を必要としている方にも情報がいきわたるよう努めます。

寄附金収入 2,430,193 1,828,970 △ 601,223

0

B９ 地域福祉事業 決算科目 善意銀行事業

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 2,430,779 1,829,450 △ 601,329

 (単位：円）

その他 586 480 △ 106

積立預金取崩収入 0 0

（支　　　出） 2,099,444 1,940,976 △ 158,468

給付金支出 517,658 922,436 404,778

助成金支出 74,000 593,460 519,460

積立資産支出 1,000,586 480 △ 1,000,106

区分間繰入金支出 507,200 424,600 △ 82,600

１

331,335 △ 111,526 △ 442,861
前期末資金収支残高 1,682,448 2,013,783 331,335

当期資金収支差額

当期末支払資金残高

活動項目

今後の課題

現状分析やニーズ把握をすすめ善意の寄付や積立金が有効に活用できるよう引き続き取り組みます。

2,013,783 1,902,257 △ 111,526

主な増減理由

（１）

２

（１）

取組項目 ⑤

福祉情報の受発信

地域福祉に係る財源の確保



資金収支計算書決算額

① 市から委託を受けた新規事業

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

連携強化型相談窓口機能の整備

・

・

・

・

地区相談窓口や心配ごと相談などの様々な相談窓口に加え、カフェやサロンなどの様々な地域福祉活
動及び福祉ネットワーク会議を通じて、地域のニーズや生活課題の把握に取り組みます。

行政や相談支援機関との連携、ネットワークにより、本人または家族や地域から寄せられる相談に応じ
る「総合相談窓口(仮称）」を社協内に設置します。

【実績と成果】

1 社協らしい、地域福祉との協働による連携強化型相談窓口機能の整備 活動項目 ３－１

（１） 取組項目 ④

新型コロナウイルスの影響で、地区相談窓口などに訪問することによる地域福祉活動との連携に取り組
むことができませんでしたが、個別の相談に対応する過程で必要に応じて地域課題の共有を行いまし
た。

総合相談窓口として、高齢者や障がい者、子育てなどの複合課題に対し、相談支援の関係機関と適切
な役割分担や連携を図るために、情報共有や事例検討を行うなど、多機関・多分野の関係者が話し合
う相談支援包括化推進会議を開催しました。

当期末支払資金残高 0 0 0

主な増減理由

今後の課題
当期資金収支差額 0 0 0

・個別支援と地域支援の協働を行うことで既存の
制度では対応できない相談に対して、担当や制
度の枠を超えた取り組みを行い、複合課題など、
すぐには解決できないような地域の共有の課題
に対して、住民と共に取り組んでいけるよう進め
ていく必要があります。
・「個別支援」と「地域支援」が連携するケースの
実践を重ね、重層的支援体制を構築し、市の地
域連携支援チームとの連携を進めていく必要が
あります。

前期末資金収支残高 0

事務費 167,894 167,894

その他 9,877 9,877

7,375,736 7,375,736

人件費 7,189,206 7,189,206

事業費 8,759 8,759

（支　　　出） 7,375,736 7,375,736

　相談者本人が抱える課題だけでなく、育児、介
護、障がい、貧困などの多様化・複雑化した生活
課題において、川西市や地域包括支援セン
ター、基幹相談支援センターなど多様な機関と連
携し、複合課題を抱える世帯に対して支援を行
いました。
　高齢者や障がい者、子育てなどの複合課題を
抱えた世帯に対し、相談支援体制の適切な役割
分担を図るために、相談支援包括化推進会議を
開催しました。

受託金収入 7,375,736 7,375,736

B10 地域福祉事業 決算科目 包括的支援体制構築事業

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 令和2年度 増減

（収　　　入）



総合相談支援体制の強化
・

・

相談件数

社会的孤立などの課題の対応
・

・

顔の見えるつながりづくりの推進
・

・

包括的・総合相談支援体制における連携
・ 連携強化型相談窓口機能を活かし、地域へのコミュニティソーシャルワーク機能を発揮するとともに、

川西市が設置する「川西市地域連携支援チーム」と連携して複合化した地域の生活課題への包括的
な支援に取り組みます。

・ 地域における多様な生活課題に包括的に対応できるよう、地域包括支援センターや障がい者自立相談
支援機関等、さまざまな関係機関との連携強化を図りました。今後はさらに川西市地域連携支援チーム
と連携し、包括的・総合相談支援体制を強化する必要があります。

【実績と成果】

3 専門機関・団体との連携、ネットワークの強化 活動項目 ３－３

民生児童委員 4

（２） 取組項目 ④

経済的困窮や社会的孤立などの状態にある人や世帯に対し、相談支援包括化推進員を中心として権
利擁護支援担当職員とコミュニティワーカーが連携し、積極的にアウトリーチを行うなど当事者や地域の
複合化・複雑化したニーズを的確に捉え、SOSのサインを見逃さず、課題解決に向けた支援に取り組み
ます。

（２） 取組項目 ⑤

【実績と成果】

ゴミ問題やひきこもりなど、地域で複合的な課題を抱える世帯に対して、地域住民や関係機関と連携
し、アウトリーチを行い、必要な支援のコーディネートを行うなど、課題解決に向けて取り組みました。
ひきこもりなど、社会的孤立の課題に対しては、本人の意思尊重を図りながら、伴走型支援を行いまし
た。今後は、コミュニティーワーカーと連携し地域で見守る包括的支援体制がさらに必要です。

（１） 取組項目 ①
地区担当職員と権利擁護担当職員が中心となり、各担当部署と連携しながら、地域に出向き、様々な
課題を把握し、受け止め、解決に向けた支援を行う包括的な総合相談支援体制の強化を図ります。

【実績と成果】
個別ケースを通じ、地区担当職員と連携し相談対応を行いました。しかし、新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、地域の様々な相談機関やネットワーク構築の場に十分に参加することができませんでし
た。今後は事例をもとに関係機関との相談支援包括化推進会議等を開催しネットワークの強化につな
げていきます。

その他 9 社協 1 その他 0

２人家族 5 警察 0 相談支援専門員 11

3世代同居 2 健康福祉事務所 0 介護支援専門員 4

母子・父子 4 地域包括支援セン
ター

23 かかりつけ医 8

高齢者と独身の子 53 市役所 8 病院 2

高齢者のみ 15 家族 24 企業 4

世帯分類（実件数） 相談経路（実件数）

単身 27 本人 25 住民 1

（１） 取組項目 ①
８０５０問題、引きこもり支援、ゴミ屋敷等の複合的課題や制度の狭間にあるケースについて、社協、行政
及び地域資源等の多機関が連携して課題解決に取り組むために、社協内に中核となる相談支援包括
化推進員を配置し、包括的な支援体制の構築を図っていきます。

【実績と成果】

相談支援包括化推進員を配置することで、多種多様な制度の狭間にあるケースについて関係機関との
連携、コーディネートを行い、その抱える課題に応じた支援が包括的に提供されるよう必要な調整を行
いました。

2 ほっとかない、あきらめない支援の強化 活動項目 ３－２



資金収支計算書決算額

①

②

令和2年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

職員の資質向上

・

【実績と成果】

・

その他

①安定したセンター経営の取組

・

介護保険事業
総合支援法事業

すこやかサービスセンターC・D 決算科目

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度

31,926,022

人件費 32,362,923 27,646,791

事業費 1,646,342 1,076,960

当期資金収支差額

1,552,118 2,250,937

その他支出

増減

△ 2,275,054

 (単位：円）

介護保険事業収入 11,672,427 12,306,728

17,980,683

951,334

（収　　　入） 35,059,465 32,784,411

障害福祉サービス等事業収入 23,382,038

事務費

その他 5,000 1,314,000

（支　　　出） 35,561,383 △ 3,635,361

△ 4,716,132

△ 569,382

698,819

②

634,301
△ 5,401,355

△ 501,918

9,797,189 10,655,578当期末支払資金残高

858,389
前期末資金収支残高 10,299,107 9,797,189

事業項目

（１）

   市内の支援が必要な方々に介護保険、障害者
総合支援法に基づき各種サービスを提供しまし
た。
  今年度は、新型コロナウイルス感染症に対し十
分な対策（消毒液やマスク、防護服などの携帯）
をとり、濃厚接触者・発症者への支援を断らない
方針でサービス提供を進めました。
　介護保険事業、障害福祉サービス事業ともに訪
問支援は収入増となりましたが、外出支援は新型
コロナウイルス感染症の影響により収入減となりま
した。
　引き続き、ヘルパーの確保が難航しているため
新規利用者の受け入れが難しい状況となってい
ます。

   新型コロナウィルスの感染拡大により外出支援
の減少が長引けば人件費の削減効果がなくなる
ため、訪問系のサービスを受け入れるための新
規ヘルパーの確保を進めなければなりません。

今後の課題

令和2年度の計画に基づき研修を含めた毎月の定例会を開催し、情報共有と職員の資質向上に努めま
した。新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言発令により、定例会の開催にWEBを導入するなど
参加しやすい方法を取り入れました。
また、障がいをお持ちの方の地域移行がすすめられ、その生活を支えるためのヘルパー派遣が増加し
ました。

収支の改善をめざし、常に収支状況や組織体制を鑑みながら、必要に応じて人員の充実や経費等の
見直しを行い、効率的で安定したセンター経営に努めます。

外部研修で得た知識や技術を職員間で共有するとともに、内部研修を実施し、担当職員全体の資質向
上につなげます。また、利用者の状態の変化やその他のニースを把握できる視点を持ち、その解決に
向けての内部の関係部署やケアマネージャー等関係機関と連携し、利用者の自分らしい暮らしを支え
られるようにサービスを提供します。

1,360,307

△ 501,918

858,389

主な増減理由
障がい福祉サービス等事業収入は、利用者減
による収入の減

人件費は、外出支援事業の活動減に伴う支出
の減

３－２

1,183,000

1,309,000

区分間繰入金収入 0 1,183,000

活動項目

取組項目

ほっとかない、あきらめない支援の強化１

0 951,334



【実績と成果】

・

内
容

①全身性ガイドヘルプサービス 月別提供実施状況

　（４）介護保険、障害者総合支援法関連事業の経営について

内
容

障害福祉サービス事業　月別利用・サービス提供実施状況

すこやかサービスセンター利用者状況

内
容

介護予防訪問介護・訪問介護事業　月別利用・サービス提供実施状況

　（１）介護予防訪問介護、訪問介護事業

　（３）地域生活支援事業

本年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、大きく収入減となりました。しかし、国の補助金を活
用し消毒液やマスク、原動機付きバイクなどの購入費用にあてることで本来の支出を削減することがで
きました。
感染症の影響が、センター全事業へ影響するものではなかったことが幸いしていますが、職員の新規採
用および、新規利用者の獲得が引き続き必要です。

　（２）居宅介護事業、重度訪問介護事業、同行援護事業

内
容

事業別報告

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
利用者数 40 39 39 39 39 39 39 39 37 37 35 34 456

活動時間数 307:25 297:40 303:30 309:30 266:40 302:55 278:15 266:05 243:40 232:55 252:05 275:10 3335:50

活動回数 348 338 350 349 309 359 320 307 284 260 281 301 3,806

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
利用者数 11 11 13 15 14 13 16 21 18 17 18 19 186

活動時間数 261:45 223:40 255:00 298:35 275:50 265:15 325:05 390:50 324:55 290:55 326:55 384:25 3623:10

活動回数 201 190 208 208 203 199 200 216 187 188 193 234 2,427

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計
利用者数 2 2 3 4 3 4 4 5 4 3 2 4 40

活動時間数 52:45 37:30 49:00 95:15 85:30 96:35 123:30 134:30 105:00 105:00 95:30 118:00 1098:05

活動回数 9 8 11 14 11 15 22 24 19 18 16 20 187

介護保険事業関係

合      計 682

事 業 区 分 利用者(人)
訪問介護・総合事業 456

障害者総合支援
法関係

障害福祉サービス事業 186
地域生活支援事業 40



内
容

②収入・支出の内訳

　（５）収支（経営）状況

内
容

①事業区分別収支状況

収入 支出 差引
訪問介護事業（総合事業含む）
（ホームヘルプサービス）

小計① 13,040,728 12,047,099 993,629
居宅介護事業
（障害ホームヘルプサービス）
重度訪問介護事業
（重度障害ホームヘルプサービス）
同行援護事業
（視覚障害サービス）
移動支援事業
（ガイドヘルプサービス）

小計② 18,560,683 19,878,923 -1,318,240
31,601,411 31,926,022 -324,611

※ 拠点区分間繰入金及びサービス区分間繰入金、前期末支払資金残高は含まない収支です。
合計（①＋②）

0 0

5,762,906 7,206,277 -1,443,371

2,618,707 3,372,050 -753,343

障害者総
合支援法
関連事業

10,179,070 9,300,596 878,474

0

事業区分

介護保険
関連事業

13,040,728 12,047,099 993,629

介護保険, 

12,266,973円, 
34.5%

支援法居宅

7,203,238円
20.3%

支援法同行

11 ,544,417円,
32.5%

支援法移動支援, 

4,546,746円, 
12.8%

すこやかサービス事業別支出内訳（円）

介護保険収入, 

12,306,728円, 
38.9%

総合支援法関

連収入, 

17,980,683円, 
56.9%

その他

1,314,000円,
4.2%

すこやかサービス収入内訳（円）

訪問介護, 

9,489,479円, 
30.0%

総合事業

3,551,249円
11.2%

支援法居宅, 

10,179,070円, 
32.2%

支援法同行, 

5,762,906円, 
18.2%

支援法移動支援, 

2,618,707円,
8.3%

すこやかサービス事業別収入内訳（円）

人件費, 

27,646,791円、
86.5%

事業費, 

1,076,960円、
3.4%

事務費, 

2,250,937円、

7.１%

その他

951,334円
3.0%

すこやかサービス支出内訳



　（６）年度別活動実績の推移

内
容

①訪問介護利用者数の推移

内
容

①ホームヘルパー関係

　毎月開催しているホームヘルパー定例会での研修や認知症介護に関する研修会等にヘルパー等27
名の職員が参加しました。

内
容

②訪問介護活動時間数の推移

　（７）専門性及び技術の向上をめざした研修等の充実

723 727 731
766

682

451 439 442
474 456

272 288 289 292
226

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

年度別訪問介護利用者数推移

全体

介護保険

総合支援法

9373:05 9588:15
8956:46

8489:55 8105:05

4159:55 3931:20
3485:46 3340:05 3335:50

5213:10
5656:55 5471:00 5149:50 4769:15

0:00

1200:00

2400:00

3600:00

4800:00

6000:00

7200:00

8400:00

9600:00

10800:00

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

年度別訪問介護時間数推移

全体

介護保険

総合支援法



　（８）川西市介護保険サービス協会

内
容

　４１の法人等１２３事業所で組織されている川西市介護保険サービス協会において、本会は事務局とし
て運営を支援し、資質の向上及び事業所間の連携等を目的に、次のような研修会等が開催されまし
た。

テーマ　：

講　師　：

　　新型コロナウイルス感染症のため開催中止

開催日

令和2年
7月

令和2年
11月25日

令和3年
2月19日

○研修会

○介護就職フェア

内　容　：

主　催　：

就職面接会（完全予約制）

川西市　　ハローワーク伊丹
川西市介護保険サービス協会

アステホール

参加者

３８人

面接会
参加人数

 ４２人
採用人数

４人

内　　容 場所

アステホール

○研修会

内　容　：

講　師　：

『新型コロナウイルス感染症への取組と対策等に
ついて』　～川西市・伊丹保健所から事業者の皆
様へ～
川西市福祉部　介護保険課担当
伊丹健康福祉事務所　健康管理課　勝間氏

アステホール
WEB



資金収支計算書決算額

①

②

①

③

②

④

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

③

・

・

【実績と成果】

・

③

・

・

【実績と成果】

・

当期末支払資金残高

社協らしい、地域福祉との協働による連携強化型相談支援窓口機能の整備

(1) 取組項目

ほっとかない、あきらめない支援の強化

多様な担い手との連携・協働による切れ目のない支援体制づくり

権利擁護の推進

2 活動項目

多様化している相談内容に寄り添うために職
員の資質の向上や社会資源、関係機関とより
広く深く繋がっていく必要があります。

指定特定相談支援事業所として、市内相談
支援体制のさらなる充実をめざします。

障がい者虐待の抑止力となるよう周知・啓発
に取り組みます。

(1) 取組項目

障がい者やその家族の総合相談・専門窓口として、地域における様々な資源や関係機関と連携しなが
ら、自立支援に取り組みます。

0
今後の課題

前期末資金収支残高 15,614 15,614 0

当期資金収支差額

3-1

15,614 15,614

障がい者の虐待防止について、住民への周知・啓発に取り組むとともに、虐待防止、早期発見のため関
係機関と連絡調整し、本人の意思に基づく支援が行われるように取り組みます。

基幹相談支援センターとして、市内の他事業所と協働することで障がい者相談支援の強化・充実を目
指します。

１２月より基幹相談支援センター業務を開始しました。計画相談の引継ぎが中心となっていますが、地域
包括ｾﾝﾀｰや行政機関などと連動する事例も増えてきました。各機関の立場や役割などの理解を深める
ことで円滑な支援につながるように積極的に研修や会議などに参加をしています。

障がい者差別解消法に基づき、差別のない社会推進に取り組みます。

コロナウィルス蔓延の影響で周知・啓発への取り組みが困難でした。また、虐待対応については件数は
減少しているもののコロナの影響で表面化していないケースが想定されます。

障害福祉サービス等事業収入の減は、請負計画相
談を他計画相談事業所へ移管いたための減

委託金収入および人件費は、基幹相談支援へ業務
変更をしたため人員の減少による減

その他の収入は、感染対策費用助成事業交付金

2,794,838 △ 111,037

支払利息支出 13,853

事務費 2,905,875

13,853

0

ファイナンスリース債務の返済支出 55,279 55,279

E 障がい者相談支援事業 決算科目 障がい者基幹相談支援センター

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 62,840,978 48,325,001 △ 14,515,977

 (単位：円）

△ 14,447,989

事業費 745,327

0

障害福祉サービス等事業収入 18,461,371

44,379,607 36,898,966 △ 7,480,641

11,166,035 △ 7,295,336

260,000 260,000その他 0

△ 26,083

△ 14,515,977

人件費 59,189,776 44,741,787

基幹相談支援センター運営について障害福
祉課や他相談支援事業所と密に連携を取り
合う必要があります。

3-2

0

主な増減理由

1

0 0

活動項目

0

令和２年１２月より基幹相談支援業務を開始して
います。計画相談の引継ぎを中心に業務を行い
残りが100件ほどになりました。自立支援協議会
の相談支援部会の運営を行い、新たに就労支援
と緊急短期入所の２つの連絡会を立ち上げまし
た。今後、さらに研修会やワーキンググループを
発足させ障がい者に係る地域課題の抽出・解消
に向けて取り組みます。また、新たに地域移行・
地域定着支援の申請を行いました。地域で生活
したい障がい者が安心して生活できるように支援
を行います。

（支　　　出） 62,840,978 48,325,001

受託金収入

719,244



②

・

・

【実績と成果】

・

（単位：人）

（単位：人）

(1) 地域の福祉拠点としての取り組み 取組項目

3 地域に根ざす施設運営、サービス提供 活動項目 3-4

 （１）相談・支援利用者の障害別状況

 （２）サービス調整会議実施回数

内
容

支援センター職員もコミュニティワークの視点を持ち、「連携強化型相談支援窓口機能」における相談の
入り口としての役割を担い、必要に応じて関係機関との連絡調整を行いながら、地域住民を身近で支え
るよう取り組みます。
地域での生活を希望される障がい者が安心して生活できるよう支援をします。

基幹相談支援として地域社会との連携の重要性を認識する１年となりました。障がい者の問題を一方だ
けの問題として考えるのでなく地域課題として捉える必要性を感じました。障がい者が安心して地域生
活を送るためには我々が地域と積極的に連携する必要があります。また、新たに地域移行・地域定着支
援事業の認可をもらいました。これによって障がい者が安心して地域生活を送る支援を提供できるように
なりました。

内
容

身体障がい 精神障がい 知的障がい児 知的障がい者 不明者 合計

①　福祉サービスの利用援助 411 703 9 1,470 166 2,759

②　社会資源を活用するための支援 234 423 9 1,069 135 1,870

③　社会生活力を高めるための支援 317 509 9 1,199 138 2,172

④　ピアカウンセリング 1 0 0 0 0 1

⑤　権利擁護のために必要な援助 5 88 0 21 1 115

⑥　専門機関の紹介と連絡調整 1,459 1,677 9 2,573 156 5,874

⑦　障がい程度認定区分による調査 3 4 1 9 4 21

⑧　サービス等利用計画の作成・管理 248 174 1 871 53 1,347

2,678 3,578 38 7,212 653 14,159合　　　　　　　　　　　　　　計

項　　　　　　　　　　　　　　目

身体障がい精神障がい 知的障がい児 知的障がい者 未確認 合計

85 91 0 200 0 376サービス調整会議

①福祉サービスの利用援

助
19%

②社会資源を活用す

るための支援
13%

③社会生活力を

高めるための支

援
15%

④ピアカウンセリング
0%

⑤権利擁護のため

に必要な援助
1%

⑥専門機関の紹介

と連絡調整
42%

⑦障害程度認定区分

による調査
0%

⑧サービス利用計画

の作成・管理
10%



（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

 （４）実利用者数

 （３）相談方法

内
容

内
容

 （５）障がい種別・程度別相談状況

内
容

身体障がい 精神障がい 知的障がい児 知的障がい者 不明者 合計

1,527 1,662 7 2,582 112 5,890

29 40 1 67 9 146

85 132 0 188 14 419

365 437 2 840 62 1,706

15 19 0 21 1 56

2,021 2,290 10 3,698 198 8,217

電話相談

ＦＡＸ・メール・相談

来所相談

訪問相談（施設訪問も含む）

相　　　談　　　方　　　法

その他

合　　　　　　　　　　　　　　計

身体障がい 精神障がい 知的障がい児 知的障がい者 不明者 合計

227 274 1 643 39 1,184

203 267 0 348 13 831

0 0 0 0 0 0

430 541 1 991 52 2,015

不　　明

男　　性

女　　性

合　　　　　　　　　　　　　　計

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 不明者 合計

男 性 685 117 21 130 13 46 1 1,013

女 性 805 107 89 7 0 0 0 1,008

合 計 1,490 224 110 137 13 46 1 2,021

１級 ２級 ３級 非所持者 不明者 　合計

男 性 289 565 219 1 84 1,158

女 性 73 697 244 19 99 1,132

合 計 362 1,262 463 20 183 2,290

Ａ Ｂ１ Ｂ２ 非所持者 不明者 合計

男 性 1,078 601 571 0 253 2,503

女 性 583 380 210 0 31 1,204

合 計 1,661 981 781 0 284 3,707

身 体 障 が い 者

精 神 障 が い 者

知 的 障 が い 児 ・ 者

791 702 721 687 430

949 765 905 798
541

37 29 8 4
1

1,649
1,581 1,538 1,467

991

50
49 55

78

52

平成28年度

(3,476人)

平成29年度

(3,126人)

平成30年度

(3,227人)

平成31年度

(3,034人)

令和２年度

(2,015人)

実利用者数推移
身体障がい 精神障がい 知的障がい児 知的障がい者 不明者



（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

内
容

＊令和２年度については基幹相談への移行やコロナウィルス感染防止の観点から
面談や会社訪問の自粛に伴い、相談者数が減少しています。令和３年度は委託相
談支援事業所や阪神北障害者就業・生活支援センターなどと連携し、就労支援体
制を構築していきます。

内
容

 （６）障がい者就労支援事業
①障がい種別相談者数

②就労相談状況

内
容

③関係機関との連携状況

1,141
1,442

998 1,300 1,396

432

730
376

342

634 576

159

547 95

116

105 143

11

4

11 5

平成27年度

（2,418人）

平成28年度

（1,918人）

平成29年度

（1,506人）

平成30年度

（2,054人）

平成31年度

（2,120人）

令和２年度

（602人）

障がい別相談者推移

知的障がい 精神障がい 身体障がい 非所持者 不明者

身体障がい 精神障がい 知的障がい 非所持者 不明者 合計

男 性 11 124 338 0 0 473

女 性 0 35 94 0 0 129

合 計 11 159 432 0 0 602

職　　　場

定着支援

① 登録 54 6 1 1 157 5 224

② 未登録 4 1 0 0 26 0 31

合計 58 7 1 1 183 5 255

その他
（生活相談）実習支援 合計指導助言 情報提供

見学
面接同行

施 設 そ の 他

作 業 所 （会議含）

① 訪　問 11 2 0 2 16 1 32

② 連　絡 65 51 11 15 140 28 310

③ 来　所 0 0 0 1 3 2 6

合　　　計 76 53 11 18 159 31 348

合計
行 政
職 安
職 セ ン

各 支 援
セ ン タ ー

学 校 企 業



（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

内
容

 （７）障がい者虐待防止センター事業
①相談件数

②通報・相談者数

③虐待者

④虐待の種類（重複あり）内
容

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

虐待の通報・相談
件数（再来を含む）

1 0 0 1 0 2 1 1 1 2 0 1 10

その内市役所への
通報・相談件数

1 0 0 1 0 0 1 1 0 2 0 1 7

制度や虐待について
の質問・相談件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本人・家族等との面
談・訪問・電話等件数 7 0 0 0 5 4 0 13 8 8 0 3 48

市・専門機関との
調整・会議等件数

18 0 0 2 15 10 5 62 7 7 0 2 128

虐待と認定された件
数（市への通報分も
含む）

1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 3

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他

2

計

10

養護者 本人 知人 関係者

3 3 0 2

養護者

6 2

施設

0

その他 計

8

企業

0

1 1 0

その他ネグレクト

10

経済的虐待 計

6 2 0

身体的虐待 心理的虐待 性的虐待



資金収支計算書決算額

①

② ①

② 人件費は、人事異動による増

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

生活介護事業（定員４０人）

①

【実績と成果】

・

施設内だけでなく関係機関や他事業所と連携する
ことで、安定した作業量の確保が必要です。

利用者に適した作業を確保するため、相談支援事業所を通じ他施設とのつながりの強化や情報共有を
図り、関係機関と連携して新規作業の開拓に努めます。

固定資産取得支出 107,784 0 △ 107,784

0 0 0

障害福祉サービス等事業収入は、新型コロナウ
イルスの影響により利用者出席率低下による減

活動項目

個々の夢や希望に基づいた支援計画書を作成し、支援にも生かしました。生産活動については、新型コロ
ナウイルスの影響により他施設と協働することはできませんでしたが、取引先企業の協力もあり作業を確保す
ることができました。日中活動は、感染防止に努めながら、季節の事柄を折り紙で作成するなど創作活動を
中心に行いました。年末の利用者忘年会は密を避ける形で手品やゲーム等を楽しんでいただきました。

事業項目 ①（１）

当期資金収支差額

0前期末資金収支残高 4,898,190 4,898,190

新規利用者確保や地域住民の理解を深めるため
に、実習生やボランティア、見学等の受け入れは、
感染対策を実施しながら積極的に行う必要があり
ます。

   障害者総合支援法に基づき、生活介護・就労継
続支援B型事業を実施しました。利用者の意向に
沿ったサービスを提供するため、個別面談や年度
末アンケート、給食の嗜好調査などを行い、利用者
主体の個別支援計画書の作成及び支援に努めま
した。令和２年度は新型コロナウイルスの影響で作
業量が落ち込むこともありましたが、生活介護と就
労継続支援B型と連携を取り合いながら作業に取り
組んだことで、工賃は平均して支払うことができまし
た。生活介護では新規利用者を２人契約につなげ
ました。地域活動支援センター事業は、新型コロナ
ウイルスの影響により開講できませんでした。また
講師の都合、契約者の減少により令和２年１２月よ
り休止となりました。

今後の課題

３－４地域に根ざす施設運営、サービス提供

4,898,190 4,898,190 0

１

主な増減理由

当期末支払資金残高

事務費 3,073,788 3,408,437 334,649

102,893,262 3,800,004

事業費

就業支援事業支出 9,103,657 8,786,066 △ 317,591

13,966,251 10,801,604 △ 3,164,647

人件費 99,093,258

その他 857,078 757,297 △ 99,781

受託金収入

△ 1,274,399

（支　　　出） 126,201,816

1,673,013
126,646,666 444,850

その他 2,947,412

35,149,754 40,728,660 5,578,906

8,786,066 △ 317,591就労支援事業収入 9,103,657
障害福祉サービス等事業収入 79,000,993 75,458,927 △ 3,542,066

Ｆ1 障がい者施設 決算科目 小戸作業所

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 126,201,816 126,646,666 444,850

 (単位：円）

生活介護
1 人 当 た り 平 均 前　年　度

（単位：円）
支　　払　　総　　額 最  　  高   　 額 最　　　低　　　　額

5,293 11,528
5月 133,500 12,000 1,200 4,603
4月 174,700 15,000 400

7月 284,800 19,500 300 7,697 6,772

4,217
6月 117,100 5,400 150 3,345 8,048

9月 272,300 19,500 400 8,008 8,540
8月 234,900 18,000 300 6,908 7,906

11月 399,400 31,900 600 12,481 9,211
10月 358,400 27,000 500 10,240 6,933

1月 310,700 27,300 200 9,138 6,731
12月 242,600 16,800 200 7,351 8,554

3月 287,839 20,311 410 8,722 21,413
2月 318,300 27,900 200 9,361 9,302

年度 3,134,539 7,762 9,09620,051 405



②

・

就労継続支援B型事業（定員２０人）

①

【実績と成果】

・

②

【実績と成果】

・

施設パンフレットの情報やレイアウトを再検討します。相談支援事業所と連携して新規利用者の確保に
も取り組みます。また、特別支援学校等の生徒の実習やトライやる・ウィークを受け入れます。所内・所外
行事（遠足等）において、ボランィアの方にも協力いただきます。

個々の利用目的を明確にし、利用者の状況や思いに沿った計画書を作成しました。高齢化が進む中
で、体力や機能に沿った作業提供を行うなど、個々の特性に合わせた支援を行いました。新型コロナウ
イルスの影響で他施設と直接連携をとることは困難でしたが、作業の状況などの情報共有はできまし
た。作業が落ち込む時期には、取引先企業の協力や施設内の連携によりタオル以外の作業に取り組ん
だことで、工賃を確保することができました。

【実績と成果】

新しいパンフレットは残念ながら未完成ですが、令和３年度には活用できる見込みです。こやの里特別
支援学校の生徒の実習は４人、相談支援事業所からの実習を３人、感染予防を徹底して受け入れまし
た。トライやる・ウィーク、介護等体験実習、所内・所外行事（遠足等）においてのボランティア方々の受
け入れは、新型コロナウイルスの影響によりありませんでした。ご家庭の事情で他の事業所に移行され
た方が２人、県外へ引越しをされた方が１人いましたが、相談支援事業所との連携により新規利用者２
人を契約につなげました。また、他の関係機関と連絡を密にし、数か所の事業所の見学を、感染防止に
努めながら積極的に受け入れました。

施設パンフレットの情報やレイアウトを再検討します。相談支援事業所と連携して新規利用者の確保に
も取り組みます。また、特別支援学校等の生徒の実習やトライやる・ウィークを受け入れます。所内・所外
行事（遠足等）において、ボランティアの方にも協力いただきます。

新しいパンフレットは完成間近ですが、令和２年度には活用することができませんでした。こやの里特別
支援学校の生徒の実習を１人、感染予防を徹底して受け入れました。トライやる・ウィークの受け入れ、
所内・外行事（遠足等)でのボランティアの受け入れは、新型コロナウイルスの影響によりありませんでし
た。利用日数の少ない利用者に対して相談や支援を行い、利用時間及び利用日数の増加につなげま
した。また緊急事態宣言中に休まれた方に毎日電話にて、健康状態・１日の流れ・目標及び訓練につ
いて聞き取りを行い、在宅支援に取り組みました。

安定した作業量を確保するため、相談支援事業所を通じ他施設とのつながりの強化や情報を共有し、
関係機関と協力して新規作業の開拓に努めます。

就労継続支援B型
支　　払　　総　　額 最  　  高   　 額 最　　　低　　　　額 1 人 当 た り 平 均 前　年　度

（単位：円）

5月 286,600 39,300 600 15,922
4月 333,500 44,300 1,100

17,091
6月 398,200 46,000 1,400 20,957 21,359

16,675 17,047

8月 325,300 34,500 1,000 17,121 15,856
7月 318,200 33,800 900 16,747 21,125

10月 423,700 47,500 4,200 22,300 18,767
9月 422,700 50,100 1,600 23,483 20,627

12月 411,400 47,300 1,800 21,652 19,535
11月 457,300 54,100 2,400 24,068 21,240

2月 413,000 48,600 3,200 22,944 23,545
1月 414,100 46,500 2,200 21,794 11,828

年度 4,762,339 21,087 18,922
3月 558,339 61,937 3,732 29,386 19,045

46,161 2,011



地域活動支援センター事業（定員１０人）

障がいのある方に対して、創作的活動の機会を提供し社会との交流の促進等を行います。

【支援内容】

(単位 ： 人）

①

【実績と成果】

・

利用者のニーズを踏まえて廃止時期を検討し、市内の同サービス事業所の案内を行います。

0 (0)0

延受講者数開講回数

0

0

0 0 (0)

0 (0）

0 (0)

※(　)内は支援費対象外の
方

講座の開講（手編み・太極拳・俳画・３講座）

計

手編

講座名

太極拳

俳画

登録者数

3（0）

2（３）

0（0）

5（3）

令和２年４月より新型コロナウイルスの影響で全講座休止となりました。講師の高齢化、これまでの利用
率を考慮して川西市と協議をした結果、令和２年１２月より無期限の休止という形になりました。利用者
個々に文書を用いて説明し、ご理解いただきました。

内
容

②年齢別在籍状況（３月３１日現在）

 （１）在籍状況

内
容

①月別在籍状況　　（定員 ： 生活介護 ４０人、就労継続支援B型 ２０人）

(単位 ： 人）

10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月
28 28 27 27生

活
介
護

男 27 28 28 29
女 9 9 9 9 8 9 9

27 2729 28

小計 36 37 37 38

9 9 9 9 9

11 11 11 11 11 11

36 36
就
労
継
続

男 12 12 12 12 11 11

37 37 37 37 36 36

8

小計

8 8 8女 8 8 8 8 8 8 8 8

19 19 19 19

合計 56 57 57 58 56 55

20 20 20 20 19 19 19 19

56 56 56 55 55 55

(単位 ： 人）

41～45歳 46～50歳 51歳以上 計
生
活
介
護

男 1 1 1 3

18～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳
7 12 1 1 27

女 0 0 2 2 2 2 0 1 9

小計 1 1 3 5

19

3 1 2 3 2 11

9 14 1 2 36
就
労
継
続

男 0 0 0
1 1 2 8

小計 0 0 2 4 2

女 0 0 2 1 1

3 4 4

17 5 6 55合計 1 1 5 9 11



（単位：人）

内
容

　年間延出席人数は、前年  11,382人に対し、10,742人でした。

   作業実習に必要な仕事については、下記の各企業より受注を受けました。利用者に働くことの喜
びを味わっていただくため、仕事の確保に努めました。

内
容

 （２）出席状況

内
容

 （３）関係先企業

内
容

③生活介護利用者の障がい程度別在籍状況（3月31日現在）

(単位 ： 人）

障がい程度区分 1 2 3 4 5 6 計

36
女 0 0 1 4 3
男 0 0 6 16 2 3 27

91
合計 0 0 7 20 5 4

男 1 男 1 男 1

男 3

男 7

男 12

男 1 男 1
女 0 女 0

女 2 女 2 女 2 女 2

女 0
女 1

0

5

10

15

18～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51歳以上

生活介護

男 0 男 0 男 0

男 3

男 1

男 2

男 3

男 2

女 0 女 0

女 2

女 1 女 1 女 1 女 1

女 2

0

1

2

3

4

5

18～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51歳以上

就労継続支援Ｂ型

(単位 ： 人）

(在籍者数に対する出席率を記載）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

23 238 236

12月 1月 2月 3月 計 前年度

568
19 22

36 36
所定作業日数 21 18 22 20 18

37 37 37 37 36 36在籍者数 36 37 37 38

7,278

出席率％ 66.7 65.9 82.4 80.2 76.8 80.7 81.9

667 557 592 517 544 695

88.179.2 82.2 79.7

延出席者数 505 439 671 610

83.9 83.9 78.6

生
活
介
護

20 18 18 23 238
就
労
継
続

在籍者数 20 20 20 20 19 19 19

19 20 18 18
6,877512

236所定作業日数 21 18 22 20 18 19 22 19
19 19 19 19 19

392 3,865 4,104

出席率％ 72.3 68.0 83.4 82.2 87.4 84.2

304 372 322 332 294 305延出席者数 304 245 367 329 299

84.0 83.188.9 89.1 87.3 85.9 89.1 89.7

小杉善（株） （箕面市） ・・・・・・・・・・・・・・ タオル等のギフトセットや包装
金本徳（株） （箕面市） ・・・・・・・・・・・・・・ 〃
ナイガイ（株） （箕面市） ・・・・・・・・・・・・・・ タオル一本袋入れ、箱の組立
那須梱包（株） （西宮市） ・・・・・・・・・・・・・・ 自動車部品袋入れ
(株)ｴｻｶｻｰﾋﾞｽ （箕面市） ・・・・・・・・・・・・・・ ファンシーグッズの袋入れ、値付け
伊丹加工所 （伊丹市） ・・・・・・・・・・・・・・ 住宅関連部品の組立
エムアイケミカル（株）（伊丹市） ・・・・・・・・・・・・・・ 薬杯検品



資金収支計算書決算額

①

② ①

③

②

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

就労継続支援B型事業（定員３５人）

①

【実績と成果】

・

32,925,288

受託金収入 16,419,892 13,879,133

57,063,341

237,463
△ 2,170,596

就労支援事業収入 7,362,615

593,009

事業費

2,337,867

6,451,833 268,094

2,335,746

当期末支払資金残高 727,933 727,933利用者の高齢化や重度化に対応するべく、新
規作業を軌道に乗せるとともに現作業の見直
しを行う必要があります。

今後の課題

人件費は、総合職員1人が再雇用職員１人になっ
たことによる減

  障害者総合支援法に基づき、就労継続支援B
型事業を実施しました。個別面談やアンケート調
査を行い、利用者の意向に沿った個別支援計画
の作成及び支援に努めました。新型コロナウイル
ス感染拡大による影響などでトライやる・ウィーク
の受け入れや様々な行事は中止になりましたが、
特別支援学校生１人、福祉専門学校生１人の実
習は受け入れることができました。また、工賃収入
もコロナ禍で減収する企業もありましたが昨年導
入した作業が軌道に乗り増収できました。

124,200

F2 障がい者施設 決算科目 川西作業所

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 57,063,341 54,892,745 △ 2,170,596

 (単位：円）

△ 2,540,759

7,956,000

355,546

593,385
障害福祉サービス等事業収入

38,100,997

（支　　　出） 54,892,745

6,183,739

0
前期末資金収支残高 727,933

46,048 △ 78,152

0

新規作業を導入することによって、作業を見直し、安定した作業量の確保に取り組みます。

面談やアンケートで伺った意向を基に個別支援計画書を作成し、個々の目標に沿った支援を行いまし
た。利用者の高齢化（利用者の約半数は５０歳以上）と重度化に対応するため、多くの利用者が取り組
める作業を新たに導入しました。新型コロナウイルス感染流行の影響もあり減収する企業もありました
が、新規作業の増収や川西市からの 封入・封緘の受注も継続しており、今年度のひとり当りの工賃支払
い額は平均月額22,424円で、前年度に比べて2,242円増加しました。

活動項目 ３－４

0

1

地域交流を深めるために、介護等体験実習
や地域住民の見学をより一層積極的に受け
入れる必要があります。

定員に空きがあるので、関係機関と連携し新
規利用者を確保することが必要です。

（１） 事業項目 ①

地域に根ざす施設運営、サービス提供

2,121

32,464,603 △ 460,685

0

727,933

就業支援事業支出 7,362,615 7,956,000 593,385

その他

△ 2,956,044

当期資金収支差額 0

主な増減理由
障害福祉サービス等事業収入は、契約人数の減
や新型コロナウイルスの影響により利用者出席率
低下による減

事務費

その他

人件費 41,057,041

年度 7,181,734 57,330 3,095 22,424 20,182
３月 719,634 67,858 7,038 28,785 33,505
２月 757,800 73,300 9,500 30,312 27,071
１月 604,600 60,200 6,900 24,184 14,587
12月 622,800 56,800 600 23,066 18,248
11月 783,800 69,200 800 27,027 19,508
10月 592,700 48,900 500 20,437 14,648
９月 508,000 43,900 500 17,517 18,899
８月 424,600 38,900 700 15,164 20,350
７月 777,800 74,800 1,500 27,778 23,481
６月 502,600 51,900 2,300 19,330 20,018

（単位：円）
支　払　総　額 最　高　額 最　低　額 １人当たり平均

５月 271,700 31,600 2,000 11,813 12,864

前　年　度
４月 615,700 70,600 4,800 23,680 19,000



②

【実績と成果】

・

③

【実績と成果】

・

内
容

②年齢別在籍状況

 （１）在籍状況

内
容

①月別在籍者状況　　（定員 ： ３５人）

今年度は新型コロナウイルス感染流行やそれによる緊急事態宣言の発出のためトライやる・ウィークは
中止されました。感染防止のため作業以外の所内・所外行事すべてを中止したため、ボランティアの受
け入れや一般の施設見学等も行えませんでした。時期を調整して福祉専門学校の学生１人の体験実
習は受け入れることができました。

特別支援学校や相談支援事業所など関係機関と連携し、見学や体験実習を受け入れ新規利用者の
確保に取り組みます。

相談支援事業所の紹介で１人体験実習を受け入れ、契約できました。感染防止対策を厳重に行い、特
別支援学校の生徒１人の体験実習を受け入れました。新型コロナによる緊急事態宣言時に利用を控え
られた利用者が宣言解除後にスムーズに利用を再開できるように、健康状態や生活リズムを確認するな
ど在宅支援をおこないました。

介護等体験実習生やトライやる・ウィーク、地域住民等の施設見学を受け入れ、利用者が交流を深めら
れるように努めます。

男 0 男 0 男 0 男 0 男 0

男 3 男 3

男 11

女 0 女 0 女 0 女 0

女 2

女 0

女 4 女 4

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12

～18歳 19～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～50歳 51歳以上

29 29 29 29 29 27

18 18 18 18 18 18

計 29 29 29 29 29 29

女 11 11 11 11 11
男

1011 11 11 11 11 11
18 18 18 18 18 17

(単位 ： 人）
4月 5月 6月 7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月

(単位 ： 人）

～18歳 19～20歳 21～25歳 計
男 0 0 0 0 0 3 3 11 17

26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～50歳 51歳以上

10

0 0 0 0 2 3 7 15 27

女 0 0 0 0 2 0 4 4

小計



　利用者の中には、就労経験のある方もおられ、自立生活のため高工賃を期待されています。付加
価値の高い作業の導入を心がけていますが、作業をする上で利用者の重度化傾向がうかがえ、難
易度の低い作業の導入にも努める必要があります。
　昨年度、小戸作業所と連携し導入した新規作業を軌道に乗せることができました。また、川西市か
らの受注も積極的に取り組みました。

 
 
 
 
 
 
 
 

内
容

 （４）他施設等への協力

内
容

 （３）関係先企業

本年度においては、依頼に応じて、次の施設等へ紹介等を行いました。

内
容

③障がい別在籍状況

 （２）出席状況

内
容

(単位 ： 人）

74.176.2 74.1 69.3 76.8 75.2 71.7
420 430 362 401 467

出席率　％   60.4 60.9 68.4 71.0 72.6 76.4 79.3
506

23 238 236
延出席者数  368 318 437 412 379 421

19 22 19 20 18 18所定作業日数 21 18 22 20 18
4,921 5,110

29 29 29 27

前年度

在 籍 者 数  29 29 29 29 29 29 29 29

11月 12月 1月 2月 3月 計4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

（大阪市） ・・・・・・・・・・ 医療用廃棄袋加工
伊丹加工所 （伊丹市） ・・・・・・・・・・ 住宅・建築用資材加工
エムアイケミカル（株） （伊丹市） ・・・・・・・・・・ 投薬瓶箱詰
林（株） （川西市） ・・・・・・・・・・ タオル加工
梶村工業所 （伊丹市） ・・・・・・・・・・ 自動車・機械部品加工
川西市役所 （川西市） ・・・・・・・・・・ 封入・封緘作業
（株）アヌシ （伊丹市） ・・・・・・・・・・ 生活雑貨加工
那須梱包（株） （西宮市） ・・・・・・・・・・ 自動車部品袋入れ

積水マテリアルソリューションズ（株）

(単位 ： 人）

手帳等級

計
1 0 17

27女 1 5 1 2 0
男 2 8 1 5

1 10

1
1女 0 0 0 0 0 0 0

内部障がい
男 0 0 0 1 0 0

肢体不自由
1 0 11

21女 1 5 1 2 0
男 2 5 0 3

1 10

4女 0 0 0 0 0 0 0
聴覚障がい

男 0 2 1 1 0 0 4

3級 4級 5級 6級 小計 計
男 0 1 0 0 0 0 1

1女 0 0 0 0 0 0 0
視覚障がい

1級 2級

（川西市）
（池田市）

ドリーム甲子園
就労継続支援事業所　ワークスペースさつき

利用者の出席率は、71.7％であり、年間延出席人数は、4,921人でした。　　　　　



資金収支計算書決算額

①

①

② ②

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

生活介護事業（定員２０名）

①

【実績と成果】

・

②

【実績と成果】

・

③

【実績と成果】

・

社会資源の開拓、情報提供・交換などを関係機関と交
流・連携を図り、進めていく必要があります。

利用者やご家族の高齢化が進み、在宅生活の継続が
難しくなり、施設入所を選択されることが増加し、利用
者が減少傾向となっています。関係機関と連携して新
規利用者を確保することが課題となっています。

障害福祉サービス等事業収入 40,836,565

64,213,818

事務費 2,836,210

当期資金収支差額 0

7,895,978

3,507,483

0

7,594,126
当期末支払資金残高 7,594,126 7,594,126

7,594,126

障害福祉サービス費等事業収入は、契約利用
者数の減少による減

人件費は、人事異動や臨時職員の欠員を補充
したことによる増

0

主な増減理由

ひまわり荘

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 64,213,818 66,991,380 2,777,562

Ｆ３ 障がい者施設 決算科目

△ 7,708,277

その他 0 757,000 757,000

33,106,092

（支　　　出）

   障害者総合支援法に基づき、指定障害福祉サービス事
業所として生活介護を実施しました。また、利用者及び家族
からの相談に応じ適切な助言または支援を行いました。
   個別カリキュラムにより心身機能の維持向上が図れるよう
に、歩行訓練・立位訓練などを実施しました。また、看護師
による利用日ごとの健康チェックや嘱託医による内科検診
（2か月に1回）を実施し、利用者の体調管理や健康維持に
努めました。今年度から理学療法士による専門的な機能訓
練を実施し、その指導のもと、関節の可動域保持やマッ
サージを行いました。
　以前より、支援学校等との交流会に参加し、地元ボラン
ティアを積極的に受け入れ、社会参加、地域交流を深めて
きましたが、今年度は新型コロナ感染予防のため多くの行
事が中止となり、ボランティアの自粛もお願いしました。

66,991,380 2,777,562

9,728,839

人件費 53,481,630 54,963,945 1,482,315

519,364

33,128,288

受託金収入

事業費

23,377,253

671,273
固定資産取得支出 0 104,610 104,610

8,415,342

0

活動項目 ３－４

（１） 取組項目 ①

日中活動として、利用者のニーズや特性を把握し個別支援計画書作成し、これに基づいた日常生活上の支援を
実施します。

コロナ禍で個別の家族面談や担当者会議の実施を見送る必要も生じたが、サービス管理責任者が定期的に利
用者の希望や要望を伺い、個別支援計画書を作成し、それに沿った日常生活上の支援を実施しました。

利用者、家族が安心して地域生活を送るための相談支援を実施します。また、相談内容に応じ、社協内部や外
部の関係諸機関との連絡調整を行います。

相談内容により、障がい者基幹相談支援センターや相談支援事業所との連携を図り、地域資源等の情報提供や
連絡調整を行い、利用者やご家族が安心して地域生活を送ることができるよう相談支援を実施しました。

養護学校等との実習や交流会、ボランティア受入等を通じ、地域との連携・施設への理解を深めるとともに、障が
い児（者）地域生活・就業支援センター等との連携により、新規利用者の確保に努めます。

川西養護との交流や地域連携を図るためのボランティア受入を計画していましたが、コロナウイルス感染予防の
ため、中止または自粛となりました。障がい者基幹相談支援センター・相談支援事業所との連携を図り利用者確
保に努めましたが、コロナ禍もあり新規確保には至りませんでした。また、コロナ禍での利用自粛が、利用者と家
族の高齢化と重なって、5人の施設入所がありました。1人の介護サービスへの移行を加え契約者数は前年度より
6名減となりました。

今後の課題
前期末資金収支残高

１ 地域に根ざす施設運営、サービス提供

0



緊急一時保護事業

・

　

【実績と成果】

・ 令和２年度の利用はありませんでした。

福祉避難所としての役割

・

・

【実績と成果】

・

・

【実施状況】

・

   （２）緊急一時保護事業

①事業内容

内
容

   （１）障害福祉サービス事業　生活介護事業

内
容

内
容

①契約人数(3月31日現在）     (定員 ： ２０人）

②事業実施日数及びサービス利用状況

③主な社会参加・啓発事業

冠婚葬祭その他の理由により、一時的に家族が介護できなくなった障がい者(児)について、宿泊を伴わない
１日単位での一時保護を実施します。

内
容

災害発生時に、円滑に運営ができるよう川西市や関係機関と協議・連携し、福祉避難所運営訓練の実施・マニュ
アルの適宜見直しに取り組みます。

令和２年度の実績はありませんでした。

今年度に川西市より福祉避難所としての開設要請はありませんでした。要請があったときは、市と協議し作成した
福祉避難所開設・運営マニュアルに沿って、円滑な運営に取り組んでまいります。

災害発生時には、川西市の要請により福祉避難所を開設し要配慮者の良好な生活環境を確保できるように円滑
な運営に取り組みます。また、地域住民に福祉避難所の周知に努めます。

（２） 取組項目 ④

事前登録者を対象として、在宅家庭で、冠婚葬祭その他の理由により介護が困難となった場合、一時的に保護し
ます。なお、一時保護は、午前９時から午後８時まで。

人数 6人 9人 15人
男 女 計

311回 344回 292回
136人 110人 132人 160人 1853人
265回 219回 261回送　　迎 277回 265回 386回 383回 332回 314回 3649回

入浴介助 143人 136人 192人 190人 167人 157人 177人 153人

21日 19日 19日 24日 251日
日常支援 151人 145人 200人 198人 172人 161人 180人 153人 140人 115人 135人 161人 1911人
実施日数 22日 19日 23日 21日 20日 20日 23日 20日

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

12月 クリスマス会 ９人 クイズ・プレゼント抽選など
11月 紅葉ドライブ 利用者全員 けやき坂方面

利用者全員 天狗岩公園・猪名川さくら通り
２月 豆まき １４人 ひまわり荘内

6月 川西養護学校交流会 コロナ禍のため中止（川西養護学校）

３月 お花見ドライブ

実施月 行事名 参加人数 場所・内容　等
平均 ７人

10月 みんなの体育祭

4月～１１月 デザートクッキング ひまわり荘内デザート作り

コロナ禍のため中止（総合体育館）

7月 紙芝居 ８人 ひまわり荘内・お話し・手遊び
8月 夏まつり １５人 ひまわり荘内・的あて・ゲームいろいろ

2768人 2828人 2727人
2398人

1911人

2125人
2317人 2177人 2172人

1853人

0
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日常支援

入浴介助



資金収支計算書決算額

①

②

①

③ ②

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

児童発達支援（定員５０名）・保育所等訪問支援・相談支援

②

受託金収入

１ 地域に根ざす施設運営、サービス提供

△ 4,425,205

96,089,112 57,227,107 △ 38,862,005

障害福祉サービス等事業収入 106,682,867 131,102,329 24,419,462

その他 313,955 694,527 380,572

今後の課題
当期資金収支差額 △ 199,200

   児童発達支援では、園児一人ひとりの発達段階を正しく
とらえ、保育・リハビリ職員によるチームアプローチを実施
し、園児が心身ともに健やかに過ごせるよう支援しました。
保護者に対しても、日常的な相談のほか、定期的な面談
や研修会の実施などの支援を実施しました。
   また、保育所等訪問支援事業や障害児等療育支援事
業、相談支援事業を通して、地域の子どもたちの支援にも
あたりました。さらに、職員を地域の会議や研修会に派遣
することや公開講座の実施を通して、センターの機能を地
域に還元するよう努めました。

16,186,149

（支　　　出） 203,285,134 189,023,963 △ 14,261,171

人件費

川西さくら園

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 203,085,934 189,023,963 △ 14,061,971

G1 障がい児施設 決算科目

164,882,688 160,457,483

事務費

199,200
前期末資金収支残高

8,256,696 9,436,631 1,179,935

その他 13,959,601 3,531,489 △ 10,428,112

事業費

当期末支払資金残高

15,598,360 △ 587,789

16,876,152 16,876,152 0

主な増減理由

0

児童発達支援事業においては、園児の特性を的確に把握し、療育（保育・リハビリ）を実施し、子どもたちが心
身ともに健やかで意欲ある生活が送れるよう支援します。また、保護者同伴通園の特性を生かし、保護者の相
談に応じるとともに、ペアレントトレーニング・研修会・発達相談・心理相談の実施など保護者支援にも力を入れ
ます。また、医療的ケア児を含む重症心身障がい児に対して個別療育のみではなくグループ療育も実施し支
援の充実を図ります。クラス編成を見直し、延べ利用者数増を目指します。

【実績と成果】
今年度も保育・リハビリ職員によるチームアプローチを実施し　園児の支援にあたりました。また、新型コロナウイ
ルスへの予防対策を徹底させて、安全・安心に通園できるよう努めました。新型コロナウイルス感染症を理由に
欠席されている園児や体調不良で欠席している園児には、YouTubeの配信や電話相談等在宅支援を実施しま
した。保護者に対しては、日常的な相談に応じるとともに、個別面談・発達相談・心理相談を実施したほか、外
来の講師や職員を講師とした研修会を年間１５回実施しました。医療的ケア児を含む重症心身障がい児に対し
ては、個別療育とグループ療育を実施しました。延べ利用者数増を目指し、クラス編成を見直しました。

保育所等訪問支援事業・障害児等療育支援事業を通して地域の子どもたちへの支援を充実させます。

【実績と成果】
保育所等訪問支援は、年間５７件、障害児等療育支援事業は、在宅支援（地域巡回型）が年間２９２件、施設支
援が年間１３７件となりました。保育・教育現場での周知がまだ不足していることは否めませんが、保健センター
や地域の保育所・幼稚園・認定こども園・小学校へ職員を派遣し地域の子どもたちのへの支援が実施できまし
た。

17,075,352 16,876,152 △ 199,200

障害福祉サービス等事業収入は児童発達支
援において出席率の増加による増

その他支出は、さくらんぼの収入増や人事異
動に伴う人件費減による減

受託金収入は、障害福祉サービス等事業収入
増や人件費減による減

医療的ケア児を含む重症心身障害児への在宅支援・
園での支援の更なる充実が望まれます。

保育所等訪問支援・障害児等療育支援事業の周知を
さらに深めていく必要があります。

相談支援事業では、増加する一方の相談者への対応
をどのように工夫していくのか市役所・他相談支援事
業所と協議しながら進めていく必要があります。

活動項目 ３－４

（１） 取組項目 ①

①



③

④

⑤

内
容

 （１）入退園・利用状況　　（定員 ： ５０人）

 （２）出席状況

内
容

   川西さくら園の令和２年度入退園児数は、入園児童２６人、退園児童２５人であり、3月末日現在では、５３
人が在籍しています。

開園日数は２２９日、川西さくら園の出席率は定員５０名に対し８２．２％となりました。

相談支援事業では、医療的ケア児等コーディネーター・強度行動障害支援者を配置し専門性を高めるととも
に、行政をはじめ福祉サービス事業所や医療・保健・福祉・教育等関係機関との連携をさらに深め、対象となる
子どもたちを適切にサポートします。また、センターとして計画相談のみならず、一般相談や困難事例に取り組
むとともに、他の相談支援事業所への専門的な指導・助言を行います。利用者が、増加の一途をたどる中で、
円滑に相談を進めるため、相談支援体制等について行政・他の相談支援事業所とも協議しながら対応します。

【実績と成果】
相談支援事業では、医療的ケア児等コーディネーター・強度行動障害支援者を配置し支援体制を強化しまし
た。行政・福祉サービス事業所や医療・保健・福祉・教育等関係機関との連携がさらに深まり、共に支援に取り
組み、適切なサポートを行いました。福祉サービスをご利用になる方への計画相談のほか、計画に結びつかな
い一般相談や困難事例への対応を行うとともに、他の相談支援事業所への専門的な指導や助言を行いまし
た。円滑に相談を進めるため、相談支援体制等について行政・他の相談支援事業所とも協議しながら対応しま
した。

実習生・ボランティア・見学者を積極的に受け入れ、地域に開かれた施設をめざします。

【実績と成果】
新型コロナウイルス感染症予防のため、ボランティアの受け入れは取りやめ、トライやる・ウイークの実施もありま
せんでしたが、保育や社会福祉士養成課程の学生の実習は、感染予防に留意しながら受け入れをしました。
延べ受け入れ人数は、５６名となりました。

支援児保育部会・要観察児親子教室・就学支援委員会・市運動発達相談・町発達療育相談や地域での研修
会等に職員を派遣し、センター機能の地域への還元に努めます。また、昨年度に引き続き地域の方を対象とし
た研修会を実施します。

【実績と成果】
支援児保育部会・要観察児親子教室・就学相談委員会・市運動発達相談・町発達療育相談や地域での研修
会等に職員を派遣し、センター機能の地域への還元に努めました。地域の方を対象とした研修会としては、関
係機関・児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所・保育所・幼稚園・小学校職員を対象とした公開
講座を３回、保護者を対象とした公開講座を２回実施しました。
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内
容

内
容

内
容

①移動

③着脱衣

②食事

 （３）日常生活動作別状況(３月１日現在）

内
容

⑤会話

 （４）病類別・診断別・性別・障がい度別状況（3月1日現在）

内
容

④排泄

①年齢別・性別状況

内
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（単位：人）

 （５）行事報告

②障がい・障がい度別状況

内
容

内
容

　　　その他　　お誕生日会、避難訓練
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   10月　  5日 芝すべり

療育参観日
いもほり

保護者研修会

　　   　　14日・15日 おたのしみかい（いぬクラス）
　   　　　18日 おたのしみかい（ぞう・うさぎクラス）

保護者研修会

おたのしみかい（いぬクラス）

ペアレントトレーニング2     8月 　 4日

クリスマス

実　施　日 行　　　事　　　名 場所(園外）・内容
     7月 　13日 保護者研修会 こどもとことば１

ペアレントトレーニング3

サポートブックについて

　　　   　25日

　     　　 19日

　　　       8日

             27日

ペアレントトレーニング4
食事動作の発達

療育研修会

保護者研修会

　　　      26日

保護者研修会 就学に向けて
ペアレントトレーニング１

おはしについて

保護者研修会

こどもとことば２

　 11月　26日 嚥下と咀嚼につい

おわかれかい
おたのしみかい（りすクラス）

     9月  　2日
　　　      2７日

保護者研修会 次のスyテージに向けて

　　     　12日 こどもの偏食について

保護者研修会　

保護者研修会　

ぞうクラスクラス別園外療育

おたしみかい（りすクラス）

おたのしみかい（うさぎクラス）

 　　　  　22日

おたのしみかい（ぞうクラス）

保護者研修会
保護者研修会

保護者研修会

修了される方へ

　　　　　 27日～30日

　　3月　16日

クリスマス

保育で大切にしていること　　         20日 保護者研修会

　　　      28日

            25日

   12月　14日 保護者研修会

　　2月　18日

南消防署見学　　　     29日

保護者研修会

　　　   　１4日

クリスマス

鳴尾ゴルフ倶楽部

　　　　　23日
　　　　　26日

　　　　　22日・23日
　　　　　19日



（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

（単位：食）

（単位：人）

 （８）保育実施人数

在宅障がい児を対象に、保育士等が家庭等に出向いて療育及び相談や助言等による支援を行いました。

①在宅支援訪問療育等指導事業（県受託契約件数240件）

 （７）外来専門医等による指導

 （12）来訪者状況（延べ人数）

内
容

内
容

内
容

内
容

 （13）障害児等療育支援事業

②１日当り給食数・１日当り単価

 （10）看護業務実施人数

①給食数（カッコ内は、アレルギー食を再掲）

内
容

内
容

内
容

内
容

内
容

 （９）訓練実施人数

 （６）診察状況

 （11）給食

人延人数
訓　練

53
保　育

239
合　計
292

1
49 0 68

0 6
34 28

診察回数（回）
診察延人数（人） 55

313

小児科 整形外科 精神科 眼科 耳鼻科 歯科

児童精神科 理学療法 作業療法 言語聴覚 計

145
小児神経科 心理

411
37
80

52
155

指導回数（回）

延人数（人） 93
10
67

2
5

404
11

140

ｺｰﾅｰ遊び個人面談・家庭訪問

209
散　　歩 交流保育

827延人数 917
グループ活動

16,474
個別活動

理学療法 作業療法 言語聴覚 グループ

451 0
姿勢保持具・自助具製作及び修理

0延人数 460 743

ｶﾘｵｽﾀｯﾄ病院付添
3

処　置　
3延人数

視　診
6,350 0148

投　薬 検　尿
56

身体計測
408

食延食数
ミキサー食刻み食普通食

4,652（168） 516(５７) 119(0)
合　　計

5,287（225）

食 １日当たりの給食単価１日当たり給食数 321円35.9

延人数 0
視察見学者 ボランティア トライやる その他

0 560056
実習生 合　　計



 （14）相談支援

①相談・支援利用者の状況

（単位：人）

⑦障害程度認定区分による調査 4

⑤権利擁護のために必要な援助

⑥専門機関の紹介と連絡調整 5,209

①福祉サービスの利用援助

保育所・幼稚園・小学校の職員を対象に、児童とのかかわり方等についての相談や助言を行いました。

②施設一般指導事業（県受託契約件数96件）

③社会生活力を高めるための支援

②社会資源を活用するための支援

1

3,202

項　　　　　目

④ピアカウンセリング 0

1,188

障がい児

17

内
容

1,184

10,805

⑧サービス等利用計画の作成・管理

合　　　計

内
容

人137
合　計

延人数
その他

0
保　育

75
訓　練

62

令和２年度の主な施設支援先

川西市　　　　　 　　保健センター　
　 川西市立・私立保育所支援児保育部会

猪名川町　　　　　　保健センター
川西市立　　　　　　牧の台小学校　　　　
　　　　　　　　　　　　桜ヶ丘小学校
　　　　　　　　　　　　けやき坂小学校
川西市立　　　　　　川西北保育所
　　　　　　　　　　　　小戸保育所
　　　　　　　　　　　　多田保育所　　
　　　　　　　　　　　　川西南保育所
　　　　　　　　　　　　川西中央保育所　
　　　　　　　　　　　　向陽台あすのこども園
　　　　　　　　　　　　つくしんぼ保育園
　　　　　　　　　　　　うねのこどもの里保育園
　　　　　　　　　　　　エンゼルキッズ清和台
　　　　　　　　　　　　星児園七夕
                         　　　　えんぜるうぃっしゅ保育園

　　　　　　　　　　　　川西北幼稚園
　　　　　　　　　　　　清和台幼稚園
　　　　　　　　　　　　多田幼稚園
私立　　　　　　　　　平野幼稚園
　　　　　　　　　　　　亀の森幼稚園
川西市立　　　　　　牧の台みどりこども園
　　　　　　　　　　　　加茂こども園

　　 川西こども園
川西市立　　　　　　川西養護学校

特別支援学校

名　　　　　　　　　称施　設　別

兵庫県立　　　　　　こやの里特別支援学校

市町

こども園

　　　　　　　　　　　　ＹＰＣ保育園
川西市立　　　　　　久代幼稚園

幼稚園

保育所(民間）

小学校

保育所

　　　　　　　　　　　　　　



②相談方法

（単位：人）
電話相談

ＦＡＸ・メール相談

来所相談

訪問相談(施設訪問も含む）

その他

③実相談者数

（単位：人）

④障がい度別相談状況
（単位：人）

（15）保育所等訪問支援

 　　

　

①面談・訪問件数

（単位：人）
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
0 0 2 1 1 1 1 0 0 0 1 0
0 0 1 3 4 5 8 7 6 8 7 8

②訪問場所

      小学校　　　　東谷小学校・桜ヶ丘小学校小学校
保育園
幼稚園　　　　多田幼稚園

障がい度

            療育手帳 Ａ

合　　　計

984

女　　　性

不　　　明

1,998

796

4

合　　　計 2,798

訪問

            療育手帳 Ｂ１

            療育手帳 Ｂ２

            非所持者

            不明者 137

9,621

7,425

57
7
計

4,930

550

2,778

320

9,624

男　　　性

872

23

女性

703

104

6,910

467

2,144

3,492

月
面談

内
容

内
容

保育士・専門職が、保育所・幼稚園・小学校などを訪問し、先生方と調整しながら、対象児童が環境に適応
できるよう支援しました。

合計

1,226

内
容

523

83内
容

合　　　計

男性

634

1,438

33

2,711

内
容

　東谷小学校・牧の台小学校・桜ヶ丘小学校・けやき坂小学校
　多田保育所・小戸保育所・中央保育所・川西南保育所・畦野こどもの里保育園・つくしんぼ保育園



資金収支計算書決算額

①

②
①

② 人件費支出は、人事異動に伴う減

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

児童発達支援（２０名）・放課後等デイサービス（１０名）　合計２０名

①

【実績と成果】
・

②

【実績と成果】
・

・

・

③

【実績と成果】
・

利用児の発達段階に合わせたカリキュラムを作成し、体系的に実施することにより療育の効果が得られるよう配慮
しました。個別支援計画作成に伴いアセスメント方法を見直し、より具体的にお子さんの目標が設定できるように
保護者面談を充実させました。また、心理士による発達検査や心理相談、言語聴覚士による言語評価や言語訓
練等を実施しました。放課後等デイサービスでは、買い物学習を通してルールやマナーを学ぶ体験や利用児全
体で協力し作品作りに取り組みました。

見学者等を積極的に受け入れ地域に開かれた施設をめざすとともに、地域の研修会等への職員の派遣を行い
施設機能を地域に還元します。

見学者等を受け入れる中で、特に療育が必要な低年齢のお子さんを積極的に受け入れました。

特別支援教育相談連携会議や５歳児発達相談への職員の派遣を行い事業所の機能を地域に還元しました。

利用児が地域で生活する上で困りごとのないよう、それぞれの幼稚園・保育所等と連携し支援に努めました。

ひょうご発達障害者支援センター（クローバー宝塚ブランチ）の指導のもと昨年度に引き続きペアレントトレーニン
グを実施します。また、職員や外来講師を招いての保護者研修会を実施します。

新型コロナウイルス感染・拡大を考慮し、ペアレントトレーニング及び保護者研修会は中止いたしました。そのた
め、保護者面談を通して保護者支援に努めました。

１ 地域に根ざす施設運営、サービス提供 活動項目 ３－４

収益を向上させるため、安定した出席率を保つ必要が
あります。 障害福祉サービス等事業収入は、利用定員を

見直した事による増

利用児一人ひとりの発達段階を的確に把握し、個別支援計画に基づき支援を行い、利用児のスキルの向上をめ
ざすとともに、保護者に対しても、日々の相談や心理相談・研修会等を実施し、保護者同伴通園の利点を活かし
た保護者支援を行います。また、サービス自己評価、さくらんぼ独自のアンケート調査を実施しサービスの質の向
上を図ります。さらに、前年度の利用実績に基づき、児童発達支援２０名、放課後等デイサービス１０名の利用定
員２０名の多機能型事業所として収益増を目指します。

（１）

一年を通して保育士・児童指導員が雇用でき、安定し
た運営ができるようになることが望まれます。

前期末資金収支残高 0 0

取組項目 ①

0
当期末支払資金残高 0 0 0

主な増減理由

さくらんぼ

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和２年度 増減

（収　　　入） 34,722,549 31,510,967 △ 3,211,582

G2 障がい児施設 決算科目

障害福祉サービス等事業収入 21,156,829 28,851,848 7,695,019
その他 13,565,720 2,659,119 △ 10,906,601

0 △ 55,170

（支　　　出） 34,722,549 31,510,967 △ 3,211,582

人件費 32,233,163 28,690,265 △ 3,542,898

今後の課題
当期資金収支差額 0 0 0

   利用児が日常生活における基本動作を習得し、集団生
活に適応することができるよう、子どもたちの発達状況に即
した支援を実施しました。また、発達検査や発達相談、言
語訓練を実施するなど保護者支援にも力を入れました。

事業費 1,270,384 1,951,327 680,943
事務費 1,163,832 869,375 △ 294,457
その他 55,170



児童発達支援 （単位：人）

放課後等デイサービス （単位：人）

児童発達支援（開所日数229日、１日平均出席者は14.9人） （単位：人）

放課後等デイサービス（開所日数229日、１日平均出席者は2.3人） （単位：人）

（単位：人）

（単位：％）

 （１）入退園・利用状況　　（定員 ： 児童発達支援 ２０名、放課後等デイサービス １０名　合計２０名）

 （２）出席状況

 （３）延利用者年齢別・性別状況

内
容

内
容

内
容

4,493 4,170 3,846
3,245 3,415

1,011 1,028 1,033 1,000
549

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

児童発達支援

放課後等デイ

973

81 990

80 86
9月 10月 11月 12月

87
87 89
89 91

91 88
4月 5月 6月 7月 8月 3月 計1月 2月

0 2

88 90

0 35

月末在籍者数 71 71 78 78 80

0

86

3

初日在籍者数 64 71 71 78 78 90

9 18解除者数 1 0 0
6 1
0 0

2登録者数 8 7 3 3
3 1 0 1 3 0

初日在籍者数 40 44 44
月末在籍者数 44

52442
4月 5月 6月 7月 8月 9月 計2月

5112745 43

12月 1月

44 46

3月

1 0

42
43 4246 46 45

10月 11月
43 45 44

0

4346 42 45 44

2 0
260 1 0 2
13

解除者数 0 0 2 1 4 0 1 15
1 0 0登録者数 4 0 4 1

計
20 229

11月 12月
18 22 21 16

9月 10月 1月 2月
19 19 18 1819 22

5月 6月 7月 8月

１日平均利用人数 11.4 12.8 12.1 13.5 15.5 17.0
309

3月

231 268 284 248延利用人数 195

4月
開所日数 17

293 327
16.316.2 14.915.2 16.1

323 336 311 290
16.2 16.3

3,415

3月 計7月 8月 10月 11月9月 12月 1月
開所日数 17 18 22 21 16

延利用人数 7

2月4月 5月 6月

54 4127 60
2.42.82.5 2.5

549
19

61 50 55 44
18 229

54
22 2019 18

45 51
19

2.7 2.5 2.32.3１日平均利用人数 0.4 1.5 2.7 2.6 2.8

1６～17歳
未就学(児童発達支援） 学齢児童以上(放課後等デイサービス）

13 0 2,739

計
０～３歳 ４～５歳 ６～１１歳 １２～1５歳

1,225
3,964

女 646 374 182 13 10
男 1,503

計 2,149 1,266 513 26 10

892 331

単位：人

0～3歳
54%

4～5歳
32%

6～11歳
13%

12～15歳
1%

16～17歳
0%

年齢別利用者数



児童発達支援 （単位：人）

放課後等デイサービス

内
容

内
訳

 （４）相談別状況

 （５）行事報告

件数 35 10 4 287 336

さくらんぼの
利用について

子どもの対応
について
（幼稚園）

子どもの対応
について
（保育所）

その他 計

54 65

さくらんぼの
利用について

件数 8 3 0

子どもの対応
について
（学校）

子どもの対応
について

（学校以外）
その他 計

3月22日～26日 買い物学習（放課後等デイサービス） ローソン

10月19日・20日・23日 保護者説明会（児童発達支援） 講座室

サポートファイル説明会（児童発達支援） 保育室

1月25日～29日

実　施　日 行　　　事　　　名 場所(園外）・内容
4月1日～3日・6日 保護者説明会（児童発達支援） 講座室

4月6日 保護者説明会（放課後デイサービス） 川西さくら園相談室

2月1日～5日 保護者懇談会（放課後等デイサービス） 講座室

2月3日～5日 サポートファイル記入会（児童発達支援） 保育室

10月15日 歯科健診（児童発達支援） 保育室

12月7日～11日 保護者懇談会（児童発達支援） 講座室

12月14日～18日 お楽しみ会（児童発達支援） 保育室

11月11日～13日

保護者懇談会（児童発達支援） 講座室



資金収支計算書決算額

①

② ①

②
③

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

養護老人ホーム（５０人定員）/特定施設入居者生活介護事業/訪問介護事業

①

【実績と成果】
・

②

【実績と成果】
・

   身寄りがなく、経済的困窮にある高齢者や身
体・知的・精神障がいをもつ高齢者などがいきい
きと自立した日常生活が送れるように支援しまし
た。入所者の約4割が要介護・要支援の認定を受
けておられ、特定施設として入所者の心身の状
況や意向に沿ったサービス計画を作成し、訪問
介護・通所介護等の外部サービスを適切に提供
しました。また、感染症対策委員会を定期的に開
催し、マニュアルの改定や環境の見直しを実施
し、新型コロナウイルス感染防止対策を徹底しま
した。

受託金収入 61,991,981 62,059,260 67,279
介護保険事業収入

H 満寿荘 決算科目 満寿荘

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

30,750,255 23,542,423 △ 7,207,832

老人福祉事業収入 80,705,475 77,552,822 △ 3,152,653

（収　　　入） 173,507,295 165,005,105 △ 8,502,190

人件費 95,014,584 91,804,561 △ 3,210,023

事業費 29,141,697 28,255,818 △ 885,879

その他 59,584 1,850,600 1,791,016

（支　　　出） 173,507,295 165,005,105 △ 8,502,190

事務費 48,940,614 44,457,106 △ 4,483,508

その他 410,400 487,620 77,220

今後の課題
当期資金収支差額 0 0 0

高齢化に伴い、介護の重度化や認知症・精神
疾患の利用者への対応の必要性が増加して
います。業務等の見直しを進め、サービスの
質の向上にむけた取組みが必要です。

前期末資金収支残高 18,889,428 18,889,428 0

事業費と事務費は、水道光熱費支出の減、及
び訪問介護委託料の減

１ 地域に根ざす施設運営、サービス提供 活動項目 ３－４

（１） 取組項目 ①

当期末支払資金残高 18,889,428 18,889,428 0

主な増減理由

災害時における福祉避難所の円滑な運営の
ため関係機関との連携及び訓練が必要で
す。

収入は、介護保険利用者数及び措置人数の減
少による減

感染症拡大防止に向けた取り組みをさらに進
め、新生活様式に沿った地域交流のあり方を
模索する必要があります。

人件費は、非常勤職員の欠員期間があったた
めの減

入居者の意思を尊重し、一人ひとりの個別支援計画に基づき、いきいきと豊かな生活が送れるよう支援
します。また、必要に応じて介護保険サービスを利用しながら、安心して生活が送れるよう援助します。
さらに成年後見制度を活用し、権利擁護にも努めます。

季節行事などを通じ、施設や入居者への理解を促進しながら、地域との交流を深めます。個々の入居
者のニーズに応じて、地域における社会資源を利用し、主体的な生活ができるよう支援します。

新型コロナウイルス感染防止の観点から、地元幼稚園との交流、自治会との共催による夏祭り、クラブ活
動におけるボランティアグループの定期的な交流などが中止または自粛となりました。年１回のアンケー
トや月１回の行事説明会においては入居者からの意見・要望を聴き取り、感染防止対策を実施しなが
ら、入居者主体の支援を行いました。

個別サービス計画をもとに、入居者の心身の状況、生活習慣や望む生活等を理解し、一人ひとりの自
律、自立に配慮した個別支援を行いました。要介護・要支援の認定を受けた入居者に対して、個別
サービス計画をもとに、訪問介護・通所介護などの外部サービスを適切に提供しました。必要に応じ成
年後見制度等を活用し、入居者の権利擁護に努めました。



③

【実績と成果】
・

福祉施設機能の積極的活用

①

【実績と成果】
・

福祉避難所としての役割

①

【実績と成果】
・

②

【実績と成果】
・ 新型コロナウイルス感染防止の観点から、関係機関との福祉避難所の運営訓練が開催されませんでし

た。

新型コロナウイルス感染防止の観点から、地域ボランティアの受け入れ、地域の教育機関と福祉体験学
習や交流ができませんでした。しかしながら、テニスコートを地域活動に還元するなど、感染防止対策上
可能な範囲での事業所資源の活用に努めました。。

（３） 取組項目 ④

令和２年度に福祉避難所としての開設要請はありませんでした。要請があったときは、市と協議し作成し
た福祉避難所開設マニュアルに沿って、円滑な運営に取り組みます。

施設スペースの開放や機材の貸出し、トライやる・ウィークや実習などの受入れを通して、施設が持つ資
源の積極的活用に努め、地域住民や関係団体との交流・連携を図っていきます。

（２） 取組項目 ③

市や関係機関と連携し、被虐待高齢者のセーフティーネットとして、緊急ショートステイの受入れを行い
ます。

緊急ショートステイの受入れはありませんでした。セーフティーネットとして市や関係機関と連携しアウト
リーチを行いましたが、ショートの利用には至っていません。

災害時発生時には、川西市の要請により福祉避難所を開設し、要配慮者が良好な生活環境を確保で
きるように円滑な運営に取り組みます。また、地域住民に福祉避難所の周知に努めます。

 （１）入退所状況　　（定員 ： ５０人）

内
容

   川西市及び他市町に入所依頼した結果、２人の入所がありましたが、長期入院や施設入
所による退所者数が8人となり、３月末現在で男性12人、女性21人、計33人となりました。

災害時に、福祉避難所が円滑に運営ができるよう川西市や関係機関と協議・連携し、福祉避難所運営
訓練の実施・マニュアルの適宜見直しに取り組みます。

3435

月末者数
男 14

21 21
35

22
38 37 35

21 23
34 33 33

24 24 23 21 21
13 13

6

35 37

1 0 1 0 0

2

退所者数
男 0 0 0 1 0 0

2 0 0 1
0 0 0

女
2

1 0

入所者数

0

0
00 0 0 0 02 0

男 0
0

0 0 00 0 0 0 0
0

0 0
0 0

0

0 1 0

(単位 ： 人）

4月 5月 6月 7月 8月 11月 12月 1月 計9月 10月 2月 3月

女

21 22
14 14 1313

計 38

12 －

－
－

14 14 14 12
女



（単位：人）

（単位：人）

 （３）障がい別入所者状況（3月31日現在）

内
容

 （４）理由別退所者状況

内
容

 （２）年齢別入所者状況（3月31日現在）

内
容

男 0

男 1

男 2

男 4

男 1

男 2 男 2

女 0

女 1

女 3

女 2
女 3

女 7

女 5

0
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6

8

～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳～

2 3 2 8

男 0 0 1
女 1 0 1
計 1 0

肢体不自由 視覚障がい 聴言障がい
0 1

内部障がい 精神・知的障がい

6

(単位 ： 人）

計
2

3 1

0 6
1 0 8

計

計 0 6 0 0 1

男 0 1 0 0 1 0 0 2
親族引取 入院治療 特　　養 老健施設 その他死　　亡

女 0 5 0 1

在　　宅

0 0

1 1 1
1

1 1
1
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2

4 4
4

4
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2 2
2

2
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9
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

精神・知的障がい

内部障がい

聴言障がい

視覚障がい

肢体不自由

障がい別推移

6 4 9

12

計 0 2 5
女 0 1 3 7 5 21
男 0 1 2 4 1

2 3
7 33

2 2
85～89歳 90歳～

(単位 ： 人）

65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 計



（単位：人）

 （５）介護度別入所者状況（３月３１日現在）

内
容

 （６）給食状況

内
容

   給食数は年間39,055食となり、月別では入院等によって変動しました。栄養量は基準どお
りです。また、糖尿病食、減塩食、腎臓食など身体状況に応じた食事を提供しており、四季
折々の行事食やにぎり寿司、ご当地メニュー、選択食など趣向を凝らした食事で入所者に
喜んでいただきました。

計 1 1 7 0 03 1
2 1 0 0 10

13

要介護３ 要介護４
(単位 ： 人）

要介護５ 計要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

女 1 1 5
男 0 0 2 1 0 30 0

6月5月4月

1,722
3,2353,2853,331

12月11月10月9月8月7月

56.457.856.155.2 55.6 55.5 58.0

824
42.2 45.4 40.741.5

平
均
栄
養
量

カロリー 1,676 1,698
蛋白質 g 56.2 56.4
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823812 816836836
41.941.740.0

804830827 804 867 793

1,7091,7091,7051,699

44.0 41.639.8
845

3,255給  食  数 3,462 3,428 3,353 3,1753,222 3,191

56.7 56.3 55.4 57.8
43.539.3 42.6

１人１日当たり材料費(円)

一
日
当
た
り

1,706 1,7161,684 1,698 1,712 1,782

2月 3月
3,314 3,133 2,926

平均1月

自立者

24
自立者
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自立者

19
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19
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要介護者
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1310
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

自立者

要介護者

要介護者の推移



（単位：人）

 （８）年金状況（3月31日現在）

内
容

 （９）葬祭等状況

内
容

 （10）来訪者状況

内
容

　※その他・・・福祉事務所、後見人

 （７）保健・診療状況

内
容

   外来診療は延べ654人が受診しました。主に内科、整形外科です。
   4月は嘱託医による血圧測定、聴打診を、9月10月は嘱託医のクリニックへ付添いのもと健
康診断を実施しました。また、服薬管理が必要な利用者が増えたことにより、延べ89,912人
の薬の確認及び仕分けを行いました。

科
 

目
 

別
 

人
 

数

0

1 0 0

0 0 0 0 0 1

0 0

嘱託心療内科 12

腎臓内科
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0 0 0 0
0

1 0

46 61 33 29

内　　　科 1 1 1 1 1 0
外　　　科

1 0

0
整形外科 1 1

泌尿器科 0 0

眼    科 0 0
皮　膚　科 0 0

0

33

6
2
7

4
0

10
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0
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0
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89,912

0 0
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計
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12月 1月

1 0

176191
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4 4

150 183

医
務
室
業
務
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2014
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2 1 1
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164 129155 139
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3 2
5,567 3,827
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0
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34 0
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合　 計

身体測定 35 32 0 0 0

22 20

健康診断 0 0 0 24

遠赤外線照射 43 24 21 19
検査 0 0 0

予防接種 0

その他
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5
処置 31 14 12 14 12

0

0
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2
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合　 計 74 64 92 45

投薬準備
病院入院者 4

0 0 3

その他 10 6 4 8 3 3 3 0

脳外科 0 0 1 0 0 2

1
1 2

0
0

0

1 2 0 467 6 4 4 5 3 8 2 4

5

0

0

00 0 0 0 0 0

(単位 ： 人）

年金受給者 25
無年金者 8

(単位 ： 人）
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

0 0

計
葬　　儀 0 0 0 0

4月
00 00 00 0

(単位 ： 人）
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月4月

2 0

計
1 20

入所者知人 0 0 0 1 0 0 0
0 19 0 1 4入所者親族 0 2 0

1 2
44

行事参加者 0 0 0 0 0

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 3 5 0 15 0 3 3
0

3 3
0 0 0 0
3 3

2 7
0
7

3

56
0 0

その他 5 2 3 5 2 1 3
0 0

12 7
0 0

16 14 12 1226 6 5 11合　計 8 9 3 30 2



 （11）ボランティアの状況

内
容

 （12）月別行事

内
容

吟　　睦　　会 月１回来所し、詩吟・カラオケを指導（感染防止のため休止）
年2回行事前に来所し、花を生ける（感染防止のため休止）川西市いけばな協会

ボランティア名 活　　　　　　動　　　　　　内　　　　　　容
七　種　　  清 月１回来所し、理髪を実施

レインボー 年１回来所し、施設内の清掃を実施（感染防止のため休止）
新井　　 晋 月１回来所し、俳句を指導（通信添削）

川西市茶道協会 年１回来所し、お手前・作法の実施（感染防止のため休止）
矢野　啓子 月１回来所し、習字を指導（感染防止のため休止）

野田　虚真 月１回来所し、生花を指導（感染防止のため休止）

尾市　雅子 月１回来所し、コーラスを指導（感染防止のため休止）

若曽根　初恵 月３回来所し、施設内の清掃を実施（感染防止のため休止）
日赤奉仕団 年１回来所し、健康体操を実施（感染防止のため休止）

伊藤　茂代 月１回来所し、茶道を指導（感染防止のため休止）

少林寺川西中部支部
年１回来所し、入所者と歌やゲームなどの交流をしたり、施設内の清
掃を実施（感染防止のため休止）

中野　新子 週２回来所し、シーツ交換や洗濯などの生活支援を実施（感染防止のため休止）

写真同好会 園内の写真展示（感染防止のため休止）
小林　洋子 月１回来所し、レクリエーションを実施（感染防止のため休止）

・その他の行事

・クラブ活動

誕生会・消防避難訓練・注文買物・トライやるウィーク（感染防止のため休止）・選択食
・行事説明会・ラジオ体操・介護予防運動・栄養健康教室

生花(感染防止のため休止)・茶道(感染防止のため休止)・習字(感染防止のため休止)・
コーラス(感染防止のため休止)・農園・俳句(通信添削)・吟睦会(感染防止のため休止)・
レクリエーション(感染防止のため休止)・グラウンドゴルフ・カラオケ

少林寺拳法交流会（感染防止のため休止）

９月

10月

７月

８月 盆踊り（地域の自治会と共催）（感染防止のため休止）

４月 花見（感染防止のため休止）、自治会総会
５月
６月

七夕祭（地域の幼稚園児との交流）（感染防止のため休止）、グルメツアー（感染
防止のため休止）

地域の幼稚園児との交流（感染防止のため休止）、バーベキュー大会（感染防
止のため休止）

満寿荘まつり（感染防止のため休止）、川西市茶道協会（感染防止のため休
止）、川西市いけばな協会（感染防止のため休止）、買物ツアー（感染防止のた
め休止）

偲び献花、日赤奉仕団（感染防止のため休止）、敬老行事（感染防止のため休
止）

買い物ツアー（感染防止のため休止）
12月 クリスマス喫茶

新年ドライブ（多田神社）（感染防止のため休止）、新年会（感染防止のため休
止）

３月 ひな祭り茶会（感染防止のため休止）

１月

２月 節分祭（感染防止のため休止）、にぎり寿司

11月



資金収支計算書決算額

①

①
②

②
③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築
①

【実績と成果】

（１）利用者状況

   当センターは、市民の方が健康で生きがいを
もって暮らせるように、入浴や電位治療器など、
個人利用者は「憩いの場」として、趣味の会は「活
動の拠点」としてご利用いただいています。
   今年度は、新型コロナウイルスによる緊急事態
宣言や感染拡大防止、入浴設備の修理などによ
り入浴事業は１０月と１１月の２ヵ月のみになりまし
た。
　また、自主事業の中止や趣味の会活動におい
ても飛沫感染防止の観点から活動が制限がされ
たため、全体のご利用者は昨年の半分ほどの約
５,６００人となりました。

利用者の高齢化が進んでおり、体調の変化等
により利用人数は減少傾向にあります。

浴場及び空調設備などが著しく老朽化してお
り、川西市と協議しながら計画的な改修等が
必要です。

入浴事業中止になり、水道代、ガス代が不要に
なったことによる事業費の減

地域の高齢者の健康の増進や生きがいづくり、教養の向上の場を提供し、福祉の増進を図ります。
利用者アンケートや日頃の相談などから利用者や地域のニーズの把握に努め、出かけるきっかけづくり
となる講座等を開催することにより、閉じこもりや社会的孤立を防ぐとともに健康で明るい生活が送れるよ
う支援します。

今年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、休館や入浴事業の中止、そして定期講座が
開催できなかったことから、高齢者の健康づくりや生きがい、孤独の解消などを目的とした事業が取り組
めませんでした。　また、趣味の会は、飛沫感染防止などから貸館を制限した期間もあり、活動の支援が
十分には行うことができませんでした。

新型コロナウイルス感染拡大防止により、自主
事業等の中止が続いていますが、高齢者の
健康や生きがい仲間づくりにつながる事業を
継続することが必要です。

今後の課題

１

（１）

活動項目 ３－４

取組項目 ①

地域に根ざす施設運営、サービス提供

0

給湯管更新工事等による事務費の増

事業費 3,556,465 2,617,127 △ 939,338

事務費 4,645,489 6,339,271 1,693,782

その他 8,610 △ 8,610

0

主な増減理由

当期末支払資金残高 3,348,267 3,348,267 0

当期資金収支差額 0

前期末資金収支残高 3,348,267 3,348,267 0

（支　　　出） 17,706,570 18,564,614 858,044

人件費 9,496,006 9,608,216 112,210

Ｉ１ 老人福祉センター 決算科目 一の鳥居老人福祉センター

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 17,706,570 18,564,614 858,044

 (単位：円）

受託金収入 17,703,620 18,563,484 859,864

その他 2,950 1,130 △ 1,820

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
2 0 2 3 21 24 6 323 329 11 344 355

202 37 239 3 8 11 450 344 794 655 389 1,044

33 3 36 7 11 18 69 146 215 109 160 269

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

237 40 277 13 40 53 525 813 1,338 775 893 1,668

定　期　講　座 0

5,592総　利　用　人　数

貸   　し   　館

35

22

0

趣　味　の　会 3,867

南部地区 中部地区 北部地区 全地区

各　種　教　室

各　種　行　事

（単位 ： 人）

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代

計

個
人
利
用
者
数



（２）趣味の会利用状況

（３）定期講座受講状況　　　　　※今年度は定期講座の開催はありません　　

1,668 人）の内、浴場利用者数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

0 0 0 0 0 0 203 178 0 0 0 0 381

（単位 ： 人）個人利用者数(

18,344 18,718

14,284
12,877

5,592
6,983 6,981

5,205
3,386

403

0

5000

10000

15000

20000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

総利用者数と浴場利用者数の推移

総利用者数

入浴者数

大正琴

茶道

カラオケ（楽遊）

カラオケ（カトレア）

カラオケ（りんどう）

カラオケ（友愛会）

カラオケ（北摂会）

囲碁１

囲碁２

囲碁３

囲碁研究会

将棋

絵手紙(ミモザ)

和太鼓（はごろも）

自彊術

謡曲

ゲートボール2

漢詩吟詠会

パソコン（ﾐｯｷｰﾏｳｽ）

合唱（爺々ダックス）

書道（のぎく）

楽しむフラダンス

健康体操（一の会）

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ（ことぶき会）

川西シルバー童唱会

表装

男声合唱（ｺｰﾛ・ｺﾝﾊﾟｰﾉ）

会員数（人） 活動回数（回） 参加人数（人）

30
22
31
15
28
12

531
429
335
275
200
87

18
41
3
6

36
35
26
28
25
12
18
18
9

20
11
11
11
6

10
8
7
6

16

8
6
7

11
37
27

0
60

158
104
362

16 71
0

12
19

100
47

17
11
7
9

10
14
7

101
37

2
11
10
9
9
4

82

122
396
27
80
16
71
63
48
52
13

409 3,867計

6
25

404

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0計

（単位 ： 人）



（４）その他行事等の開催状況

②

【実績と成果】

・

③

【実績と成果】

・

④
【実績と成果】

・

新型コロナウイルス感染拡大防止の対策で中止となりました。

老朽化している建物及び設備等の改修を市と協議しながら計画的に進めます。

市と協議し、機械室棟修繕工事や給湯管更新工事、貯水槽の修繕や敷地東側水路面ブロックの修繕
などを行いました。

和・輪・笑まつりの開催（3日間　準備含む）、趣味の会活動の成果の発表や地域住民との交流の場を提
供します。

日常生活での困りごとの相談ができる福祉拠点としての役割を果たせるよう、関係機関との調整を行い
ながら地域住民を支えるために開かれた施設運営に努めます。

新型コロナウイス感染拡大防止対策や浴場の工事などから利用者も少なく関係機関等と調整する相談
などはありませんでした。

6月

参加人数

22

（単位 ： 人）

登録グループ説明会（施設再開にあたっての利用条件について）

開　催　内　容開催月

脳と身体の機能アップ体操「転倒予防」 12
計 57

10月 脳と身体の機能アップ体操「肩こり予防」 13
3月 脳と身体の機能アップ体操「腰痛予防」 10



資金収支計算書決算額

①

②

①

③ ②

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築
①

【実績と成果】

・

（１）利用者状況

地域の高齢者の方々のニーズを把握し、心身機能の向上を図ることで、閉じこもりや社会的孤立を防
ぎ、社会参加を図っていきます。生活相談、健康体操・健康講座の開催、趣味の会の活動支援、入浴
サービスの実施、囲碁将棋、電位治療器、マッサージ器、機能回復コーナー等の提供を通じて高齢者
の生きがい作りを支援します。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策により休館や入浴事業の中止、月1回の教室や講座等が開催で
きず、利用者数は昨年の約1/3と大幅に減少しました。そのような中、趣味の会活動を支援したり、また
高齢者の方々に安心して利用できるように消毒や飛沫防止対策、新型コロナウイルスに関する情報を
提供しました。

（１） 取組項目 ①

施設設備、浴場機器設備などの老朽化に伴う
修繕が頻繁に発生しているため、川西市と協
議しながら計画的な改修等が必要です。 事務費は、事業日数の減少による委託費等の減

１ 地域に根ざす施設運営、サービス提供 活動項目 ３－４

事業費は、新型コロナウィルス感染拡大防止によ
る事業日数の減少、水道光熱費等の支出の減

0

当期末支払資金残高 4,092,023 4,092,023 0

地域の各種団体と連携・協働を図り、安心して
住み続けることが出来る地域をめざします。

主な増減理由
人件費は、非常勤職員時給単価改定等による増

今後の課題
当期資金収支差額 0 0 0

新型コロナウィルス感染拡大に伴い外出でき
なかった高齢者の方々の介護予防などに関
する取り組みを続けることが必要です。

前期末資金収支残高 4,092,023 4,092,023 0

Ｉ2 老人福祉センター 決算科目 緑台老人福祉センター

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 23,448,384 19,471,103 △ 3,977,281

4,920 △ 3,750

固定資産売却収入 0

   当センターは健康で明るく充実した生活を過ご
していただくことを目的に「個人でも気軽に利用し
ていただける施設」となっています。
  今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止によ
る制限や休館に伴い前年度と比較し総利用人数
が大幅に減少しました。
　事業実施日数は204日と前年より20日少なく、
入浴事業実施日数は59日でした。

0

受託金収入 23,439,714 19,466,183 △ 3,973,531

その他 8,670

5,614,937

（支　　　出） 23,448,384 19,471,103 △ 3,977,281

人件費 9,183,112 9,391,086 207,974

事業費 8,105,412 4,465,080 △ 3,640,332

事務費 6,159,860

固定資産売却支出

△ 544,923

その他

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

1 2 3 216 218 434 8 26 34 225 246 471

57 103 160 1,403 1,283 2,686 453 238 691 1,913 1,624 3,537

382 8 390 2,235 992 3,227 162 170 332 2,779 1,170 3,949

1 0 1 242 19 261 0 0 0 243 19 262

441 113 554 4,096 2,512 6,608 623 434 1,057 5,160 3,059 8,219

57

10,027総　利　用　人　数

個
人
利
用
者
数

各　種　行　事

0 趣　味　の　会 1,751

各　種　教　室

0 定　期　講　座 0

全地区

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代

計

貸  し 室

（単位 ： 人）
南部地区 中部地区 北部地区



（２）趣味の会利用人数

（３）定期講座・教室等受講状況

（４）その他行事等の開催状況　　

今年度は行事等の開催はありません。

8,219 人）の内、浴場利用者数 （単位 ： 人）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

0 0 668 1,117 0 0 1,251 628 0 0 0 0 3,664

個人利用者数(

38,588 39,262 39,936
35,050

10,02725,838 26,133 26,073 25,512

3,6640

10000

20000

30000

40000

50000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

総利用者数と浴場利用者数の推移

総利用者数

入浴者数

計 345 156 1,751

懐メロと軽体操の会 14 2 15
ぴんとぽん 10 8 39

ハッピー 22 16 171
社交ダンス　アンジェリカ 16 14 187

墨彩画 10 10 50
健康麻雀の会 62 0 0

フォークダンス 25 9 112
気功体操 26 0 0

卓球　りんどう 33 17 322
社交ダンス　福祉 26 16 253

書道 10 18 128
卓球　福祉 23 19 254

生け花 13 9 67
ＧＨ盆踊り連 37 0 0

会員数（人） 活動回数（回）

俳句 18 18 153
参加人数（人）

（単位 ： 人）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

15 13 15 14 57

0
0 0 0 15 0 0 13 15 0 0 0 14 57計

健康体操



②

【実績と成果】
・

③

【実績と成果】
・

日常生活で困りごとの相談が気軽にできる入り口としての役割を関係機関と連絡調整を行いながら地域
住民を支える開かれた施設運営に取り組みます。

新型コロナウイス感染拡大防止対策のため、休館や活動制限をしたことから利用者も少なく関係機関等
と調整する相談などはありませんでした。

施設スペースを活用して、利用者の方々が培ってこられた経験や趣味を発表する機会を提供し、地域
住民の交流や相互啓発に取り組みます。

地域住民の交流や相互啓発に取り組む予定で計画していましたが、新型コロナウィルス感染拡大防止
対策のため、休館や活動制限をしたことから実績はありませんでした。

た。



資金収支計算書決算額

①
利

①

②

②

③

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

①

【実績と成果】

・

（１）利用者状況

　 市内在住の６０歳以上の老人を対象に健康の
増進、教養の向上を図ることを目的に、老人福祉
センターＢ型の事業を実施しました。
　 今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、４月、５月の閉館や利用再開後も感
染予防のため利用制限をしながらの事業実施と
なったため、総利用人数は、前年度と比較して約
64％となり大きく減少しました。

今後の課題

事務費

△ 7,098,535

その他 11,314 2,070 △ 9,244

受託金収入 21,378,574 14,280,039

その他

主な増減理由
人件費は、総合職員から専門職員への異動に
伴う給与差額による減

事業費は、閉館等による水道光熱費の減

事務費は、旧デイサービスセンター閉鎖に伴い
経費按分していた設備等の保守経費の負担が
不要となったことによる保守料の減
（令和２年度は市予算）

地域の高齢者の方々のニーズを把握し、健康の増進や交流機会を創造するなど社会参加を図り、高齢
者の生きがい作りを支援します。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による閉館やグループ活動の利用制限、定期講座や各種教室
の中止などにより、利用人数は減となりました。そのような中、高齢者の方々が安心して利用できるよう
日々の消毒や飛沫防止対策を計りながら事業を実施しました。

１

当期末支払資金残高 0 0 0

取組項目

Ｉ３ 老人福祉センター 決算科目 久代老人福祉センター

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

（収　　　入） 21,389,888 14,282,109 △ 7,107,779

 (単位：円）

17,173,845 11,544,071

事業費 1,449,619 784,268

△ 5,629,774

（支　　　出） 21,389,888 14,282,109 △ 7,107,779

人件費

△ 665,351

2,766,424 1,953,770 △ 812,654

1,662,257 0

当期末支払資金残高 1,662,257

３－４

①

地域に根ざす施設運営、サービス提供

1,662,257 0

1,662,257前期末資金収支残高

趣味の会においても高齢化によりグループ活
動の継続が困難となり、解散となったグループ
がありました。趣味の会グループの活動支援
を継続するとともに、ニーズを把握し、新しい
趣味の会グループの設立に向けた支援も必
要です。

利用者の高齢化により利用人数は減少傾向
にあります。ホームページや広報誌などを活
用し、老人福祉センターの周知が必要です。

（１）

活動項目

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
7 328 335 0 0 0 0 0 0 7 328 335

354 1,147 1,501 0 0 0 0 0 0 354 1,147 1,501

419 442 861 0 0 0 0 0 0 419 442 861

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

780 1,917 2,697 0 0 0 0 0 0 780 1,917 2,697

（単位 ： 人）

各種行事 0

38

3,126

世代間交流 0

南部地区 中部地区 北部地区 全地区

定  期  講  座

個
人
利
用
者
数

趣　味　の　会

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代

計

5,896総　利　用　人　数

各　種　教　室 0 35その他（貸し部屋等）



（単位：人）

（２）趣味の会利用人数

　　　※ 吟好会（詩吟）は、令和３年３月で解散されました。

（３）定期講座等受講状況

（４）世代間交流事業状況

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、開催はありませんでした。

（５）その他行事等の開催状況

10,341 9,933 10,062 9,192
5,896

0

10000

20000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

総利用者数の推移

会員数(人）グループ名

吟好会（詩吟）

なでしこ会（生花）

エコの会（エコクラフト）

ダーツ愛好会

はつらつ会(体操）

いきいき百歳体操

楽しむフラの会（フラダンス）

歌謡ダンス同好会

シニアヨガ
骨盤体操「ひまわり」

7
10
14

活動回数（回）

11

計

15
20
21

222 402 3,126

158
187

220

14

15
20

38
35
38
10
15
10
9
9

15

19

10
10
3
8
8

14
22

149
68
34
69
98

215
289
196
240
159
318

参加人数（人）

南りんどう同好会ｎ（卓球）

ＭＴＣ（卓球）

碁友会（囲碁）

囲碁同好会

将棋同好会

銀唱会（カラオケ）

七草大正琴(大正琴)

すみれ会(ハーモニカ）

142
222
260
102

19
37
32
25
19
37

12
9

14

計

3
１０月

６月

７月

８月

開催月

いきいき百歳体操（クリスマス会） 11
２月 成年後見カフェ 3

成年後見カフェ
3

参加人数

3成年後見カフェ

開　催　内　容

成年後見カフェ

１２月

35

いきいき百歳体操（ビンゴゲーム） 9
成年後見カフェ 3

（単位 ： 人）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

0 0 0 10 0 0 11 8 0 0 0 9 38
0 0 0 10 0 0 11 8 0 0 0 9 38

健康体操

計

（単位 ： 人）



②

【実績と成果】
・

③

【実績と成果】
・

日常生活での困りごとの相談ができる身近な窓口として、福祉拠点の役割を果たせるように、関係機関
との連絡調整を行いながら、地域住民を支えるために開かれた施設の運営に取り組みます。

新型コロナウイス感染拡大防止対策のため利用制限をしながらの事業実施となったことなどから利用者
も少なく関係機関等と調整する相談などはありませんでした。

施設スペースを活用して、利用者の方々が培ってこられた経験や趣味を発表する機会を提供し、地域
住民の交流や相互啓発に取り組むとともに、HP・広報などで、講座や活動グループの周知に努めま
す。

新型コロナウイス感染拡大防止対策のため実施できませんでした。



資金収支計算書決算額

①

② ①

③ ②

③

④

令和2年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

施設利用者への地域における生活支援体制の構築

【実績と成果】

・

・

・

・

・

・

16,362,669 14,425,152 △ 1,937,517

人件費 12,928,603 11,037,314 △ 1,891,289

事業費

（支　　　出）

　 児童福祉法及び川西市条例に基づき、市内の
児童を対象に健全な遊びを通して体力増進を図
り、社会適応能力を高め、情操を豊かにするため
の支援を行いました。
　 今年度は、新型コロナウィルス感染症拡大の影
響により、４月、５月の閉館、主催事業の中止や
利用人数の制限などを行いながらの事業実施と
なったため、総利用人数は、前年度と比較して約
45％となり大きく減少しました。
　 10月にLINEを開設し、おたよりやイベントなど
の情報発信ができるようになり、利用者の利便性
が向上しました。

16,233,019 14,395,470

その他 129,650 △ 129,650
拠点区分間繰入金収入

受託収入

Ｊ１ 子育て支援事業 決算科目 久代児童センター

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和２年度 増減

（収　　　入） 16,362,669 14,425,152 △ 1,937,517

 (単位：円）

△ 1,837,549

0

事務費は、空調設備等の修繕に伴う増

29,682 29,682

0 0

取組項目

1,694,241 0

主な増減理由

①

活動項目 ３－４地域に根ざす施設運営、サービス提供

1,694,241 1,694,241 0

当期資金収支差額 0

経年劣化により設備等が老朽化しているた
め、川西市と協議しながら計画的な改修等が
必要です。

コロナ禍において、消毒可能な遊具の充実を
図る必要があります。

コロナ禍において、子育て中の保護者が育児
不安とならないためにも気軽に相談できる体
制づくりが必要です。

当期末支払資金残高 1,694,241

前期末資金収支残高

拠点区分間繰入金収入は、法人運営事業拠点
区分からの寄付金の受け入れによる増

人件費は、人事異動に伴う給与差額による減
事業費は、事業中止に伴う消耗器具備品費等の減

その他の行事においては、１０月に「ハロウィーン」で仮装した写真、12月にクリスマス似顔絵リース、３月
にひな人形をそれぞれ自宅で作成してもらい施設内で展示しました。

施設内での行事等を実施するにあたって、今年度はコロナ禍ということもあり、地域のボランティア団体・
個人の協力が困難であったため、職員だけで最大限対応できる利用者数で開催しました。

（１）

１

今後の課題

　 市内の18歳未満の児童を対象に遊戯室、図書室の開放、幼児クラブ、児童クラブ、母親クラブ、のび
のびクラブ等を実施することにより児童の健全な育成の支援をします。
 　また、施設内での行事等を実施するにあたり、地域のボランティア団体の協力を得て、児童、乳幼児、
母親、中高生、高齢者の世代間交流にもつながるよう支援します。

18歳未満の児童を対象に、遊戯室、図書室など提供しました。コロナ禍ではありましたが、年間延べ利
用人数は、4,259人となりました。（昨年度比 約72％）

児童クラブは、工作教室を開催し、クリスマスツリーやミニランドセルの小物入れを作成しました。
（年２会　参加人数　２２人）

幼児クラブの「のびのびクラブ（入園前1年コース）」は、ボール遊び、お遊戯、フープあそびなどを行い
ました。（年８回 参加人数 96人）

幼児クラブの「いっしょにあそぼう」は、ふれあい遊びやかけっこ、よみきかせなどを行いました。（年４回
参加人数 ２９人）

事務費 1,838,479 2,137,640 299,161

1,595,587 1,250,198 △ 345,389



地域の福祉拠点としての取組み

【実績と成果】

・

・

・

福祉施設機能の積極的活用

【実績と成果】

・

・

新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、主催事業の中止や各種体験等の受入れも実施できま
せんでした。

　 夏まつり、春のミニコンサートなど登録利用者以外の児童も参加できるような行事の企画実施や中学
生のトライやる・ウィーク、高校生のインターンシップ、大学生等のボランティア体験等を受入れ、地域に
開かれた施設運営をします。

取組項目 ②

　 こども園、幼稚園、小学校、中学校、高校と連携し、施設行事の実施・参加に協力いただき、どんと祭
りなどの地域行事に参加し、地域の中で必要とされる施設をめざします。

取組項目 ③（３）

（２）

３月に子ども若者ステーションの事業の一環として保健師の出張相談が行われました。今後も継続して
行いたいとのことで子育てに悩む保護者の相談場所としての活用が広まるよう連携して取り組みます。

久代小および加茂小学校と連携を図ることで学校の年間行事が把握できたため、それを踏まえて施設
の行事予定を組むことができました。

子ども若者ステーション主催の「子育て支援拠点連絡会」に参加し、各子育て拠点間の情報交換・共有
化が図れました。また、今年度は、保健師や歯科衛生士を招いた勉強会もあり、専門知識を得ることが
できました。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、施設行事への参加協力依頼やどんと祭りが中止になり
地域行事への参加などはできませんでした。

１．利用者状況
（単位：人）

男 女 計 男 女　 計

児
　
童
　
等

１年生 24 22 46
幼　　　児 529 352 881

保　護　者 45 622 667
４年生 154 301 455

２年生 41 18 59
３年生 276 475 751

６年生 568 517 1,085
５年生 660 817 1,477

小　計 1,927 2,332 4,259 合　　　計 2,501 3,306 5,807
中学・高校 204 182 386

4,976
4,700 5,613 5,883

4,259

4,564

4,840

4,276

3,830

881

4,314 4,249

3,825

3,228

667

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

児童等

幼児

保護者

利用者数の推移 ( 単位：人 )



資金収支計算書決算額

① 人件費は、職員の配置に伴う減

② 事業費は、交流会、講習会の中止に伴う減

③ 事務費は、郵送方法の見直しに伴う減

令和２年度事業報告 ※第4次地域福祉推進計画の体系に位置づけられた活動項目ごとに記載しています。

幅広い世代が活動できる場づくり

・

【実績と成果】

・

① 地域別会員登録者数（令和3年3月31日現在）

久代小

加茂小

川西小

桜ケ丘小

川西北小

　「子育ての応援をしてほしい」（依頼会員）、「子育て
の応援をしたい」（協力会員）、「子育ての応援をして
ほしいし、応援もしたい」（両方会員）という地域住民
が会員として登録し、地域の中で育児の相互援助活
動を行う会員制の組織です。安全・安心の活動や地
域とのつながりが図れるよう定期的に講習会等を開
催し、サポート上の様々なリスクの軽減を図るととも
に、複合的課題のある依頼に対し、アドバイザーによ
る柔軟なコーディネート機能が発揮されるよう地区福
祉委員会等関係団体への広報、啓発活動に取り組
み人材発掘にも努めました。

受託金収入 8,070,996 6,656,765 △ 1,414,231

その他

Ｊ2 子育て支援事業 決算科目 ファミリーサポートセンター事業

 (単位：円）

主な事業内容・成果
科目 平成31年度 令和2年度 増減

2,688 120,000 117,312

（収　　　入） 8,073,684 6,776,765 △ 1,296,919

人件費 6,231,848 5,347,355 △ 884,493

事業費 757,600 318,277 △ 439,323

（支　　　出） 8,073,710 6,776,765 △ 1,296,945

事務費 1,024,262 971,386 △ 52,876

その他 60,000 139,747 79,747

△ 26
当期末支払資金残高 0 0 0

主な増減理由

今後の課題
当期資金収支差額 △ 26 0 26

　コミュニティワーカーやボランティアコーディネー
ター、地域との連携に加え、行政をはじめ関係機関
とのネットワーク機能を更に強化する必要がありま
す。
　また会員によるサポートの推進役を担うサブリー
ダーとの協働による、講習会や交流会等の開催等を
通じて、サポート上のリスクマネジメントを継続的に図
るとともに、どのような状況下でも、地域や会員とつな
がり合えるようＩＣＴの活用に向けた検討を実施しま
す。

前期末資金収支残高 26 0

地域の関係機関や団体等との連携を深めることにより、ファミリーサポートセンターの会員（特に協力会員）
の拡充につながるよう新たな人材の発掘と育成に取り組みます。

福祉委員や主任児童委員、ボランティア活動者の様々な協議の場に出向き事業説明を行い、人材の発掘
に取り組みました。また、継続的に新たな協力会員や未受講者への安全講習を開催し、リスクマネジメント
の徹底を図るとともに、地域住民や会員向けの講習会を開催し、人材の育成に取り組みました。

地      区 依頼会員 協力会員 両方会員 合   計

１ 各活動における人材発掘と育成 活動項目 ２－１

（１） 取組項目 ③

88 17 18 123

41 12 6 59

21 5 10 36

43 11 8 62

52 10 12 74



明峰小

けやき坂小

多田小

多田東小

緑台小・陽明小

清和台小・清和台南小

東谷小

牧の台小

北陵小

猪名川町

宝塚市・伊丹市

合      計

入      会

退      会

② 会員確保に向けた取り組み

大和地区福祉委員会役員への事業内容説明

GH地区福祉委員会役員への事業内容説明

主任児童委員への事業内容説明

主任支援研修への事業内容説明

PTA常任理事会への事業内容説明

明峰たのみ隊（訪問型助けあい活動ＶＧ）への事業内容説明
※園所長会、アドバイザー等研修会、合同施設長会への事業内容説明は新型コロナウイルスのため中止　

※登録ボランティア活動者、福祉委員を中心に随時、会員確保に向けた事業説明を実施

③ 講習会の開催

見つけて防ごうサポート中の事故　安全講習2回目

見つけて防ごうサポート中の事故　安全講習3回目

ステップアップ研修　１回目　「家でのケガや病気への対処方法」

見つけて防ごうサポート中の事故　安全講習4回目

救命救急講習　猪名川町AED講習

第1回講習会　「子どもが成長する瞬間」

第2回講習会  「待の淵を生き抜いて」

子育て支援講座（川西市との共催）
※安全講習1、5回目は新型コロナウイルスの影響により中止
※第3回、4回講習会は新型コロナウイルスの影響により中止

※ステップアップ研修　2回目は新型コロナウイルスの影響により中止

④ 交流会の開催

※感謝祭・クリスマス会は新型コロナウイルスの影響により中止

29 15 15 59

33 20 13 66

55 22 20 97

29 25 9 63

42 19 7 68

42 7 6 55

46 14 15 75

89 29 32 150

15 2 2 19

39 20 12 71

19 5 5 29

57 10 4 71

開　催　日 会員確保に向けた内容 参加者（人）

683 233 190 1,106

37 9 1 47

12月17日 35

2月10日 25

3月18日 20

8月4日 15

9月7日 30

10月5日 23

7月31日 新協力会員 1

10月7日 会員・住民 12

開　催　日 内　　　　容 対　象 参加者（人）

7月17日 新協力会員 3

11月18日 会員・住民 23

12月2日 会員・住民 32

10月27日 新協力会員 4

10月28日 新協力会員 8

3月19日 会員・住民 21



ホームページや広報紙、情報紙などの充実

・

【実績と成果】

・

① 広報紙（ファミリーサポート通信）の発行 ② 三つ折り冊子の発行

発行部数・・・2,000部

社会的孤立などの課題の対応

・

【実績と成果】

・

① サブリーダー会、各種研修会、講習会、イベントへの職員の参画

サブリーダー会（原則、8月を除く毎月開催。中止月含め8回開催）

アドバイザー会議

アドバイザー全国交流会・講習会

アドバイザー全国交流会・講習会

ファミリーサポートセンター事業の広域連携にかかるワーキング会議

リスクマネジメント講習会

（１） 取組項目 ③

これまでつながりのなかった新たな層へ周知を図るために、パンフレットやファミサポ通信（情報紙）等を作
成し、子育て支援に関する情報の発信に努めます。

センター事業の理解促進を目的に、カラーの三つ折り冊子を作成し、関係機関への配布や相談・説明にお
ける様々な場面において活用しました。また、社協の新規取り組みであるLINEも活用し、センターのキャラク
ター募集や講習会開催の情報発信を行うことで、会員以外の地域住民に対しても、幅広くセンターの情報
発信や啓発の推進に取り組みました。
さらに、センターの身近な活用を目的としたキャラクター製作においては、8人のサブリーダーが中心となり、
個々のネットワークを活かしたデザイン等の考案などをセンターと一体的に協働するとともに、広報紙の発
行においても、福祉委員会やコミュニティ協議会への働きかけを通して、地域の広報紙掲載につなげる等、
包括的な情報発信に取り組みました。

号数 発行月 部数

２ 福祉情報の受発信 活動項目 ２－２

第52号 3月（春発行） 2,000

３ ほっとかない、あきらめない支援の強化 活動項目

第50号 6月（夏発行） 2,000

第51号 12月（冬発行） 2,000

開　催　日 内　　　　容 参加者（人）

82

10月6日 2

３－2

（１） 取組項目 ④

既存の制度やサービスでは充足できない子育てに関するニーズや課題に対し、関係機関と連携しながら
ファミリーサポートセンターならではの支援につながるよう、きめ細やかな調整やサポートに努めます。

複合的課題を抱えた子どもや保護者の相談に対し、川西市や川西さくら園等と連携を図りながらサポートに
努めました。また、子どもの発達状況、保育施設での様子等は、個人情報の取扱いに注意を図り、調整や
支援につなげるとともに、現状に合わせた会則や個人情報に関する誓約書などを改訂しました。
一方で、今後の地域共生社会の実現に向けて、社協内及び行政等との連携を強化し、課題解決のための
支援を行うことが必要です。

12月8日 2

※4月、5月、1月のサブリーダー会及び猪名川キッズフェスティバル、親子クッキング、川西市主催　かわに
し子育てフェスティバルは新型コロナウイルスのため中止。

10月22日 2

10月23日 2

11月20日 3

毎月第3月曜



顔の見えるつながりづくりの推進

・

【実績と成果】

・

① 地域別依頼受付数と活動件数

久代小

加茂小

川西小

桜ケ丘小

川西北小

明峰小

けやき坂小

多田小

多田東小

緑台小・陽明小

清和台小・清和台南小

東谷小

牧の台小

北陵小

※ キャンセルの主な理由 ※ 不成立の主な理由
・家族で対応、行事そのものの中止（キャンセル） ・協力会員の都合が合わない、体調が悪い

４ 専門機関・団体との連携、ネットワークの強化 活動項目 ３－３

0 0 0 0

（１） 取組項目 ①

各種イベント等への参画を通して、福祉分野を中心としながら、教育やまちづくり、NPO、企業等との連携・
協働を広げていきます。また、コミュニティ協議会や自治会等の地域組織や団体との連携もより深めます。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種講座、イベントも中止となりましたが、民生委員やコミュニ
ティ、地区福祉委員会などに説明に出向き、センターの現状や地域における相互援助活動の必要性を具
体的事例を交えて説明するなど、関係団体との連携を深めました。
今後、どのような状況下でも、地域や会員とつながり合えるよう行政と連携し、ＩＣＴの活用に向けた財源確
保や運用方法の検討を実施する必要があります。

地域区分
依頼受付数

活動件数
受付 キャンセル 不成立

115 11 5 99

3 0 0 3

25 3 0 22

45 21 0 24

38 10 0 28

28 7 0 21

17 3 0 14

1 1 0 0

0 0 0 0

5 5 0 0

6 1 1 4

367 91 7 269

19 5 0 14

宝塚市・伊丹市 18 0 0 18

合      計 688 158 13 517

1 0 0 1

猪名川町

3
22

99

0
21 24 28

0 0 14 0

269

14 1 4 18
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② 依頼内容別援助活動件数

※その他の内容（13件）

父の遺品整理中の預かり

引っ越し後の片付け時の預かり

自宅の片付け中の預かり

内　　容 件　数

9

3

1

299
19

7
0
1
0
1
2
0
0
0
6

142
1
5
1
4
0
6
4
6
13

0 50 100 150 200 250 300 350

保育施設の保育開始前や保育終了後の子どもの預かり
保育施設までの送迎

放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり
放課後児童クラブの送迎

学校の放課後の子どもの預かり
学校の放課後の送迎

冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際の子どもの預…
買い物等の外出の際の子どもの預かり
障がい児の送迎（療育施設、習い事等）

障害児の預かり
小学校の登校前の子どもの預かり

放課後児童クラブの開始前の子どもの預かり
習い事等への子どもの送迎

保育所・学校等が休み時の子どもの預かり
依頼会員宅での預かり

保護者が兄弟・姉妹の習い事等の送迎を行う際の子ど…
保護者の病気、その他急用の場合の子どもの預かり

保護者等の求職活動中の子どもの預かり
保護者等の自宅就労、短時間、臨時的就労の場合の…
保護者の趣味、リフレッシュの際の子どもの預かり

慣らし保育
その他


